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横浜市生活環境の保全等に関する条例 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

  

公布 平成14年12月25日横浜市条例第58号 

最新改正 令和 7年 2月25日横浜市条例第 3号 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 指定事業所の設置等の手続等 

第１節 指定事業所の設置の許可等（第３条―第 15 条） 

第２節 削除 

第３節 環境管理事業所（第 18 条―第 24 条） 

第３章 事業所における公害の防止 

第１節 大気の汚染及び悪臭の防止（第 25 条―第 27 条） 

第２節 水質の汚濁の防止（第 28 条―第 30 条） 

第３節 騒音及び振動の防止（第 31 条―第 34 条） 

第４章 指定事業所等に対する命令等（第 35 条―第 37 条） 

第５章 事業所における環境への負荷の低減等 

第１節 環境への負荷の低減（第 38 条・第 39 条） 

第２節 化学物質の適正な管理（第 40 条―第 44 条の２） 

第３節 環境の保全に係る組織体制の整備（第 45 条・46

条） 

第６章 特定行為の制限等 

第１節 屋外燃焼行為の制限（第 47 条） 

第２節 炭化水素系物質の発散の防止（第 48 条・第 49 条） 

第３節 船舶からの排煙の排出の制限（第 50 条） 

第４節 拡声機騒音の規制（第 51 条） 

第５節 飲食店等における夜間騒音の防止（第 51 条の２―

第 60 条） 

第７章 地下水、土壌及び地盤環境の保全 

第１節 地下水の水質の浄化対策（第 61 条―第 61 条の５） 

第２節 土地の形質の変更に伴う公害の防止（第 62 条―第

62 条の３） 

第２節の２ 特定有害物質による土壌の汚染の防止等（第

63 条―第 69 条の８） 

第２節の３ ダイオキシン類による土壌の汚染の防止等

（第 70 条―第 70 条の９） 

第３節 地下水の採取による地盤の沈下の防止（第 71 条―

第 82 条） 

第８章 特定行為等に係る公害の防止 

第１節 特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止

（第 83 条―第 88 条） 

第２節 石綿排出作業による大気の汚染の防止（第 89 条―

第 95 条） 

第３節 焼却施設の解体工事による大気の汚染の防止（第

96 条―第 101 条） 

第４節 工事排水による水質の汚濁の防止（第 102 条―第

107 条） 

第５節 屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止

（第 108 条―第 113 条） 

第６節 掘削作業による地盤の沈下の防止（第 114 条―第

120 条） 

第７節 小規模揚水施設に係る地下水の採取による地盤の

沈下の防止（第 121 条―第 127 条） 

公布 平成15年 3月 7日横浜市規則第 17号 

最新改正 令和 8年 3月31日横浜市規則第 21号 

目次 

第１章 総則（第１条―第５条の３） 

第２章 指定事業所の設置等の手続等 

第１節 指定事業所の設置の許可等（第６条―第 22 条） 

第２節 削除 

第３節 環境管理事業所（第 25 条―第 30 条） 

第３章 事業所における公害の防止 

第１節 大気の汚染及び悪臭の防止（第 31 条―第 33 条） 

第２節 水質の汚濁の防止（第 34 条―第 37 条） 

第３節 騒音及び振動の防止（第 38 条―第 41 条） 

第４章 事業所における環境への負荷の低減等（第 42 条） 

第５章 特定行為の制限等 

第１節 屋外燃焼行為の制限（第 43 条） 

第２節 炭化水素系物質の発散の防止（第 44 条・第 45 条） 

第３節 船舶からの排煙の排出の制限（第 46 条） 

第４節 拡声機騒音の規制（第 47 条―第 48 条の２） 

第５節 飲食店等における夜間騒音の防止（第 49 条―第 53

条） 

第６章 地下水、土壌及び地盤環境の保全 

第１節 地下水の水質の浄化対策（第 54 条―第 56 条） 

第２節 土地の形質の変更に伴う公害の防止（第 57 条・第

58 条） 

第２節の２ 特定有害物質による土壌の汚染の防止等（第

59 条―第 59 条の 56） 

第２節の３ ダイオキシン類による土壌の汚染の防止等

（第 60 条―第 60 条の９） 

第３節 地下水の採取による地盤の沈下の防止（第 61 条―

第 67 条） 

第７章 特定行為等に係る公害の防止 

第１節 特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止

（第 68 条―第 69 条） 

第２節 石綿排出作業による大気の汚染の防止（第 70 条―

第 72 条の５） 

第３節 焼却施設の解体工事による大気の汚染の防止（第

73 条・第 74 条） 

第４節 工事排水による水質の汚濁の防止（第 75 条） 

第５節 屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止

（第 76 条） 

第６節 掘削作業による地盤の沈下の防止（第 77 条―第 79

条） 

第７節 小規模揚水施設に係る地下水の採取による地盤の

沈下の防止（第 80 条―第 82 条） 
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第９章 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減 

 第１節 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減（第 128

条―第 134 条） 

 第２節 削除 

 第３節 自動車の駐車時における原動機の停止等（第 138

条―第 141 条） 

第９章の２ 建築物の建築に係る環境への負荷の低減（第 141

条の２―第 141 条の 13） 

第９章の３ 住宅のエネルギー消費性能に係る評価及び説明

等 

第１節 住宅のエネルギー消費性能に係る評価及び説明

（第 141 条の 14―第 141 条の 16） 

第２節 建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の

促進（第 141 条の 17―第 141 条の 20） 

第 10 章 地球環境の保全 

 第１節 温室効果ガスの排出の抑制等（第 142 条―第 145

条） 

 第２節 削除 

 第３節 再生可能エネルギーの導入（第 146 条の２―第 146

条の４） 

 第４節 低炭素電気の普及の促進（第 146 条の５―第 146

条の９） 

第 11 章 日常生活における環境の保全 

 第１節 日常生活に伴う騒音等の防止（第 147 条） 

 第２節 日常生活等に伴う水質の汚濁の防止（第 148 条） 

第 12 章 非常時の措置（第 149 条・第 149 条の２） 

第 13 章 環境保全協定の締結（第 150 条） 

第 14 章 雑則（第 151 条―第 158 条） 

第 15 章 罰則（第 159 条―第 165 条） 

附則 

 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、横浜市環境の保全及び創造に関する基

本条例（平成７年３月横浜市条例第 17 号。以下「基本条例」

という。）の趣旨にのっとり、事業所の設置についての規制、

事業活動及び日常生活における環境の保全のための措置そ

の他の環境への負荷の低減を図るために必要な事項を定め

ることにより、現在及び将来の世代の市民の健康で文化的

な生活環境を保全することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 環境への負荷 基本条例第２条第１号に規定する環

境への負荷をいう。 

(2) 公害 基本条例第２条第２号に規定する公害をいう。 

(3) 事業所 工場及び事業場をいう。 

(4) 指定作業 別表に掲げる作業で規則で定めるものを

いう。 

(5) 指定施設 指定作業を行うために事業所に配置され

る施設（装置及び設備を含む。）で規則で定めるものを

いう。 

第８章 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減 

 第１節 自動車の使用に伴う環境への負荷の低減（第 83

条・第 84 条） 

 第２節 削除 

 第３節 自動車の駐車時における原動機の停止等（第 87

条・第 88 条） 

第８章の２ 建築物の建築に係る環境への負荷の低減（第 88

条の２―第 88 条の９） 

第８章の３ 住宅のエネルギー消費性能に係る評価及び説明

等 

 第１節 住宅のエネルギー消費性能に係る評価及び説明

（第 88 条の 10―第 88 条の 14） 

 第２節 建築物への再生可能エネルギー利用設備の設置の

促進（第 88 条の 15） 

第９章 地球環境の保全 

 第１節 温室効果ガスの排出の抑制等（第 89 条―第 89 条

の４） 

 第２節 削除 

 第３節 再生可能エネルギーの導入（第 90 条の２―第 90

条の４） 

 第４節 低炭素電気の普及の促進（第 90 条の５―第 90 条

の７） 

 

 

 

第 10 章 非常時の措置（第 91 条） 

第 11 章 環境保全協定の締結（第 92 条） 

第 12 章 雑則（第 93 条・第 94 条） 

 

附則 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、横浜市生活環境の保全等に関する条例

（平成 14 年 12 月横浜市条例第 58 号。以下「条例」という。）

の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 

 

 

（定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例の例による。 

（指定作業） 

第３条 条例第２条第４号に規定する規則で定める作業は、

別表第１の条例別表の作業の欄に掲げる作業ごとに同表の

作業の内容の欄に掲げる作業（当該作業の一部のみを行う

場合のその作業又は当該作業と密接に関連する作業を含

む。）とする。 

（指定施設） 

第３条の２ 条例第２条第５号に規定する規則で定める施設

は、別表第１の条例別表の作業の欄に掲げる作業ごとに同

表の施設の欄に掲げる施設とする。 
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(6) 指定事業所 排煙、粉じん、悪臭、排水、騒音又は振

動を発生させることにより公害を生じさせるおそれが

ある事業所（臨時的又は仮設的な事業所を除く。）で指

定作業を行うものをいう。 

(7) 指定外事業所 事業所のうち、指定事業所以外の事業

所をいう。 

(8) 化学物質 急性毒性物質、慢性毒性物質、発がん性物

質等人の健康を損なうおそれ又は動植物の生息若しく

は生育に支障を及ぼすおそれがある元素又は化合物で

医薬品、医薬部外品及び放射性物質以外のものをいう。 

(9) 自動車 道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）

第２条第２項に規定する自動車をいう。 

(10) 温室効果ガス 地球温暖化対策の推進に関する法律

（平成 10 年法律第 117 号）第２条第３項に規定する物

質をいう。 

(11) 温室効果ガスの排出 地球温暖化対策の推進に関す

る法律第２条第４項に規定する温室効果ガスの排出を

いう。 

(12) 排煙 次に掲げる物質をいう。 

  ア 燃料その他の物の燃焼に伴い発生する硫黄酸化物 

  イ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用

に伴い発生する窒素酸化物 

  ウ 燃料その他の物の燃焼、製造、加工若しくは使用又

は受入れ、保管若しくは出荷に伴い発生し、又は発散

する炭化水素系物質 

  エ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用

に伴い発生するばいじん 

  オ 物の燃焼、合成、分解その他の処理（機械的処理を

除く。）に伴い発生する物質のうち、カドミウム、塩素、

塩化水素その他の人の健康又は生活環境に係る被害を

生ずるおそれがある物質（アからウまでに掲げる場合

の当該物質を除く。）で規則で定めるもの（以下「排煙

指定物質」という。） 

  カ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用

に伴い発生するダイオキシン類（ダイオキシン類対策

特別措置法（平成 11 年法律第 105 号）第２条第１項に

規定するダイオキシン類をいう。以下同じ。） 

  キ 燃料その他の物の燃焼又は熱源としての電気の使用

に伴い発生する物質及び二次的に生成される物質のう

ち、人の健康又は生活環境に係る被害を生ずるおそれ

がある物質で規則で定めるもの 

(13) 粉じん 物の破砕、選別その他の機械的処理、堆積若

しくは運搬又は動力を用いる土石の採取若しくは土地

の形状の変更に伴い発生し、又は飛散する物質をいう。 

(14) 排水 事業所から直接公共用水域（水質汚濁防止法

（昭和 45 年法律第 138 号）第２条第１項に規定する公

共用水域をいう。以下同じ。）に排出され、又は事業所

において若しくは事業所以外の場所において地下に浸

透することとなる水その他の液体をいう。 

(15) 排水指定物質 カドミウム、シアン、トリクロロエチ

レンその他の人の健康又は生活環境に係る被害を生ず

るおそれがある物質で規則で定めるものをいう。 

(16) 地下浸透禁止物質 排水指定物質のうち地下に浸透

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（排煙指定物質） 

第４条 条例第２条第 12 号オに規定する規則で定める物質

は、次に掲げる物質とする。 

(1) カドミウム及びその化合物 

(2) 塩素及び塩化水素 

(3) ふっ素、弗
ふ っ

化水素及び弗
ふ っ

化珪
け い

素 

(4) 鉛及びその化合物 

(5) アンモニア 

(6) シアン化合物 

(7) 窒素酸化物 

(8) 二酸化硫黄 

(9) 硫化水素 

（粒子状物質） 

第５条 条例第２条第 12 号キに規定する規則で定める物質

は、ばいじん並びに硫黄酸化物、窒素酸化物及び塩化水素

から生成される粒子状の物質（第 84 条第３項を除き、以下

「粒子状物質」という。）とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（排水指定物質） 

第５条の２ 条例第２条第15号に規定する規則で定める物質

は、次に掲げる物質とする。 

(1) カドミウム及びその化合物 

(2) シアン化合物 
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することにより人の健康に係る被害を生ずるおそれが

あるものその他の規則で定める物質をいう。 

(17) 特定有害物質 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53

号）第２条第１項に規定する特定有害物質をいう。 

(18) 住居系地域 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）

第８条第１項第１号に掲げる第一種低層住居専用地域、

第二種低層住居専用地域、第一種中高層住居専用地域、

第二種中高層住居専用地域、第一種住居地域、第二種住

居地域及び準住居地域をいう。 

(19) 建築物 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第２

条第１号に規定する建築物をいう。 

(20) 建築物等 建築物その他の工作物をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 有機燐
りん

化合物（ジエチルパラニトロフェニルチオホス

フェイト（以下「パラチオン」という。）、ジメチルパラ

ニトロフェニルチオホスフェイト（以下「メチルパラチ

オン」という。）、ジメチルエチルメルカプトエチルチオ

ホスフェイト（以下「メチルジメトン」という。）及び

エチルパラニトロフェニルチオノベンゼンホスホネイ

ト（以下「ＥＰＮ」という。）に限る。） 

(4) 鉛及びその化合物 

(5) クロム及びその化合物 

(6) 砒
ひ

素及びその化合物 

(7) 水銀及びアルキル水銀その他の水銀化合物 

(8) ポリ塩化ビフェニル 

(9) トリクロロエチレン 

(10) テトラクロロエチレン 

(11) ジクロロメタン 

(12) 四塩化炭素 

(13) １，２―ジクロロエタン 

(14) １，１―ジクロロエチレン 

(15) シス―１，２―ジクロロエチレン 

(16) １，１，１―トリクロロエタン 

(17) １，１，２―トリクロロエタン 

(18) １，３―ジクロロプロペン 

(19) テトラメチルチウラムジスルフイド（以下「チウラム」

という。） 

(20) ２―クロロ―４，６―ビス（エチルアミノ）―ｓ―ト

リアジン（以下「シマジン」という。） 

(21) Ｓ―４―クロロベンジル＝Ｎ，Ｎ―ジエチルチオカル

バマート（以下「チオベンカルブ」という。） 

(22) ベンゼン 

(23) セレン及びその化合物 

(24) ほう素及びその化合物 

(25) ふっ素及びその化合物 

(26) アンモニア、アンモニウム化合物、亜硝酸化合物及び

硝酸化合物 

(27) ダイオキシン類 

(28) フェノール類 

(29) 銅及びその化合物 

(30) 亜鉛及びその化合物 

(31) 鉄及びその化合物（溶解性のものに限る。） 

(32) マンガン及びその化合物（溶解性のものに限る。） 

(33) ニッケル及びその化合物 

(34) １，４―ジオキサン 

（地下浸透禁止物質） 

第５条の３ 条例第２条第16号に規定する規則で定める物質

は、前条第１号から第４号まで、第６号から第 14 号まで、

第 16 号から第 27 号まで及び第 34 号に掲げる物質（同条第

26 号に掲げる物質にあってはし尿その他生活に起因する下

水、家畜排泄
せつ

物及び肥料の施用に係るものを除き、同条第

27 号に掲げる物質にあっては別表第 11 に定めるダイオキ

シン類の規制基準の適用を受ける事業所の排水に係るもの

に限る。）並びに六価クロム化合物、１，２―ジクロロエチ

レン及び塩化ビニルモノマーとする。 
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第２章 指定事業所の設置等の手続等 

第１節 指定事業所の設置の許可等 

（設置の許可） 

第３条 指定事業所は、市長の許可を受けた後でなければ設

置してはならない。 

２ 前項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事項を記

載した書類を市長に提出しなければならない。ただし、規

則で定める場合にあっては、その一部を省略することがで

きる。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 指定事業所の名称及び所在地 

(3) 指定事業所の業種 

(4) 指定事業所の敷地の境界線 

(5) 指定事業所の周辺の状況 

(6) 指定事業所の敷地内における建物等の配置及び構造 

(7) 指定作業の種類及び工程 

(8) 指定施設の種類及びその種類ごとの数並びに指定施

設ごとの規模、能力、構造、用途、配置及び使用時間 

(9) 原材料、燃料及び用水の種類及び使用量 

(10) 指定事業所における用水及び排水の系統 

(11) 排水の排出先 

(12) 生コンクリートプラントその他の規則で定める施設

を設置する指定事業所にあっては、自動車の出入口の位

置 

(13) 不飽和ポリエステル樹脂の塗布の作業を行う指定事

業所にあっては、その作業の方法 

(14) 公害の防止の方法に関する計画 

(15) その他規則で定める事項 

３ 前項第 14 号の計画は、当該指定事業所に係る同項第３号

から第 13 号までに掲げる事項をあらかじめ十分に検討し

て、当該指定事業所において生ずるおそれがあると認めら

れる公害（地盤の沈下によるものを除く。以下この節にお

いて同じ。）について総合的な防止の方法を講じようとする

ものでなければならない。 

（許可の基準等） 

第４条 市長は、前条第１項の許可の申請があった場合には、

速やかにこれを審査するものとし、その内容が次のいずれ

かに該当するときは、同項の許可を与えてはならない。 

(1) 第 25 条第１項、第 28 条第１項又は第 31 条第１項の

規制基準に適合しないと認めるとき。 

(2) 第 26 条第２項、第 29 条第１項若しくは第２項又は第

32 条第２項の規定に違反すると認めるとき。 

(3) 前条第２項第 12 号の規則で定める施設を設置する指

定事業所にあっては、当該指定事業所の接する道路その

他周辺の状況が規則で定める基準に適合していないと

認めるとき。 

２ 市長は、前項の審査に当たっては、当該指定事業所に係

る物的設備及び事業活動の全般を包括して体系的に、かつ、

当該指定事業所において生ずるおそれがある公害を総合し

て多角的に検討するものとする。 

（許可の条件） 

第５条 市長は、第３条第１項の許可には、公害の防止上必

第２章 指定事業所の設置等の手続等 

第１節 指定事業所の設置の許可等 

（自動車の出入口の位置を記載する施設） 

第６条 条例第３条第２項第12号に規定する規則で定める施

設は、生コンクリートプラントとする。ただし、容量が 0.3

立方メートル未満の生コンクリートプラント及び生コンク

リートプラントを設置する指定事業所内でコンクリート二

次製品を製造するためにのみ設置される当該生コンクリー

トプラントを除く。 

（設置許可申請書の記載事項） 

第７条 条例第３条第２項第15号に規定する規則で定める事

項は、次に掲げる事項とする。 

 (1) 指定事業所における事業内容 

 (2) その他市長が必要と認める事項 

（設置許可申請書等） 

第８条 条例第３条第２項に規定する書類は、次に掲げる書

類とする。 

(1) 指定事業所設置許可申請書（第１号様式） 

(2) 指定事業所概要書（第２号様式） 

(3) 公害防止方法概要書（第３号様式） 

 

第９条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（生コンクリートプラント等を設置する指定事業所の周辺の

状況に係る基準） 

第10条 条例第４条第１項第３号に規定する規則で定める基

準は、次のとおりとする。 

(1)  自動車の出入口が２車線以上の道路（道路法（昭和

27 年法律第 180 号）第２条第１項に規定する道路をい

う。以下同じ。）で、歩道と車道との区別があり、かつ、

舗装がなされているものに接していること。 

(2)  自動車の出入口が道路に接する部分の状況が当該出

入口の接する道路の交通に支障を及ぼさないものであ

ること。 

２ 前項各号に掲げる基準は、市長が特に認める第６条に規

定する生コンクリートプラントについては、適用しない。 
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要な限度において、条件を付することができる。 

（表示板の掲示） 

第６条 第３条第１項の許可を受けた者（別表の 61 の項に掲

げる作業（当該作業の一部分のみを行う場合のその作業又

は当該作業と密接に関連する作業を含む。）を行う指定施設

のみを設置する者を除く。）は、当該指定事業所を設置しよ

うとする場所において公衆の見やすい箇所に、当該指定事

業所の名称、許可年月日その他の規則で定める事項を記載

した表示板を掲示しなければならない。当該指定事業所が

設置された後においても、同様とする。 

２ 前項の表示板を掲示した者は、当該表示板に記載した事

項に変更が生じた場合には、遅滞なく、当該記載した事項

を書き換えなければならない。 

３ 第１項の表示板を掲示した者は、当該指定事業所を廃止

したとき、当該指定事業所が指定事業所に該当しなくなっ

たとき、第 14 条第１項の規定により許可を取り消されたと

き、又は当該指定事業所の設置の計画を中止したときは、

速やかに、表示板を撤去しなければならない。 

４ 市長は、前３項の規定に違反している者があると認める

ときは、その者に対し、第１項の規定による掲示、第２項

の規定による書換え又は前項の規定による撤去をするよう

勧告することができる。 

（事業開始等の届出） 

第７条 第３条第１項の許可を受けた者は、当該指定事業所

に係る事業を開始したとき（当該指定事業所に係る一部の

指定施設を使用して事業を開始した場合を含む。）は、その

日から起算して 14 日以内に、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

２ 前項の場合において、一部の指定施設を使用して事業を

開始した者は、当該指定事業所に係る全ての指定施設の設

置の工事が完了したときは、その日から起算して 14 日以内

に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（変更の許可） 

第８条 第３条第１項の許可を受けた者は、当該指定事業所

に係る同条第２項第４号及び第６号から第15号までに掲げ

る事項の変更のうち、公害の防止上重要なものとして規則

で定める変更をしようとするとき（当該指定事業所が第 18

条第１項の規定により認定された環境管理事業所である場

合にあっては、これらの事項の変更のうち公害の防止上特

に重要なものとして規則で定める変更をしようとするとき

に限る。）は、市長の許可を受けた後でなければ当該変更を

してはならない。 

２ 前項の許可を受けた者は、当該許可に基づき当該許可に

係る変更をしたときは、その日から起算して 14 日以内に、

その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る変更の計画

を中止したときは、その日から起算して 30 日以内に、その

旨を市長に届け出なければならない。 

４ 第４条及び第５条の規定は、第１項の許可について準用

する。 

 

 

 

 

（表示板の掲示事項） 

第 11 条 条例第６条第１項に規定する規則で定める事項は、

次に掲げる事項とする。 

(1) 指定事業所の名称及び所在地 

(2) 条例第３条第１項の規定による許可を受けた年月日

及び許可番号 

(3) 指定事業所に係る公害防止担当部課等及び連絡先 

２ 条例第６条第１項の規定による表示板の掲示は、表示板

（第４号様式）により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （事業開始等届出書） 

第 12 条 条例第７条の規定による届出は、指定事業所事業開

始等届出書（第５号様式）により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（変更の許可） 

第13条 条例第８条第１項に規定する公害の防止上重要なも

のとして規則で定める変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 指定作業の追加 

(2) 指定施設の設置（形式、規模及び能力が同一である施

設と交換して設置する場合を除く。） 

(3) 指定施設の構造の変更（規模又は能力の変更を伴う場

合（指定施設が指定施設に該当しなくなる場合を除く。）

に限る。） 

(4) 指定施設の配置の変更（指定事業所から発生する騒音

又は振動が増大する場合に限る。） 

(5) 指定施設の使用時間の変更（別表第 13 又は別表第 14

に定める許容限度のより小さい数値が適用されること

となる場合に限る。） 

(6) 指定施設に係る燃料の種類又は使用量の変更 

(7) 別表第１の 51 の項に掲げる廃棄物焼却炉において焼

却する物の種類又は量の変更 

(8) 別表第１の 68 の項に掲げる貯蔵施設において保管す

る物質の変更 

(9) 排煙指定物質、地下浸透禁止物質及び別表第４の２の

(1)の表に掲げる物質を含有する原材料又は触媒その他
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第９条 削除 

（変更の届出） 

の消耗資材の新たな使用 

(10) 排水の系統の変更 

(11) 排水の排出先の変更（第 18 条第１項第１号エに掲げ

る場合を除く。） 

(12) 指定作業を行う建物の設置、移設、除却又は規模若し

くは構造の変更 

(13) 公害の防止のための装置（建物その他の工作物であっ

て公害の防止の用に供するものを含む。）の設置、構造

の変更（規模又は能力の変更を伴う場合に限る。）、使用

方法の変更、使用の廃止又は除却 

(14) 指定事業所の敷地の境界線の変更（指定施設と敷地の

境界線までの距離が短くなることにより敷地境界線上

での騒音又は振動が増大する場合に限る。） 

(15) 指定事業所（第６条の施設を設置するものに限る。）

における自動車の出入口の位置の変更（出入口が異なる

道路に接することとなる場合に限る。） 

２ 条例第８条第１項に規定する公害の防止上特に重要なも

のとして規則で定める変更は、次に掲げるものとする。 

(1) 前項第７号及び第 15 号に掲げる変更 

(2) 指定作業（別表第１の 51 の項に掲げる廃棄物焼却炉

及び第６条の施設に係るものに限る。）の追加 

(3) 指定施設（別表第１の 51 の項に掲げる廃棄物焼却炉

及び第６条の施設に限る。）の設置（形式、規模及び能

力が同一である施設と交換して設置する場合を除く。） 

(4) 指定施設（別表第１の 51 の項に掲げる廃棄物焼却炉

に限る。）の構造の変更（規模又は能力の変更を伴う場

合（指定施設が指定施設に該当しなくなる場合を除く。）

に限る。） 

(5) 指定施設（別表第１の 51 の項に掲げる廃棄物焼却炉

に限る。）に係る燃料の種類又は使用量の変更 

(6) 公害の防止のための装置（建物その他の工作物であっ

て公害の防止の用に供するものを含み、別表第１の 51

の項に掲げる廃棄物焼却炉に係るものに限る。）の設置、

構造の変更（規模又は能力の変更を伴う場合に限る。）、

使用方法の変更、使用の廃止又は除却 

３ 条例第８条第１項の規定による許可の申請は、次に掲げ

る書類により行うものとする。ただし、第３号に掲げる書

類は、前２項に掲げる変更をすることにより公害の防止の

方法を変更することとならない場合には、その提出を省略

することができる。 

(1) 指定事業所に係る変更許可申請書（第６号様式） 

(2) 指定事業所に係る変更概要書（第７号様式） 

(3) 公害防止方法変更概要書（第８号様式） 

（変更完了届出書） 

第 14 条 条例第８条第２項の規定による届出は、指定事業所

に係る変更完了届出書（第９号様式）により行うものとす

る。 

（変更計画中止届出書） 

第 15 条 条例第８条第３項の規定による届出は、指定事業所

に係る変更計画中止届出書（第 10 号様式）により行うもの

とする。 

第 16 条及び第 17 条 削除 

（変更の届出） 
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第 10 条 第３条第１項の許可を受けた者は、当該指定事業所

に係る同条第２項第１号から第３号までに掲げる事項の変

更をしたとき、又は同項第４号及び第６号から第 15 号まで

に掲げる事項の変更のうち規則で定める変更をしたとき

は、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市長に届け

出なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 18 条 条例第 10 条に規定する規則で定める変更は、次の

各号に掲げる事業所の区分に応じ、当該各号に定める変更

とする。 

(1) 指定事業所（条例第 18 条第１項の規定により認定さ

れた環境管理事業所（以下「環境管理事業所」という。）

を除く。） 次に掲げる変更 

ア 指定作業の一部の廃止（指定事業所の廃止に伴う廃

止を除く。） 

イ 指定施設の使用の廃止又は除却（指定事業所の排水

量の変更により指定施設が指定施設に該当しなくな

った場合を含み、指定事業所の廃止に伴う使用の廃止

又は除却を除く。） 

ウ 指定施設の構造の変更（規模又は能力の変更を伴う

場合で指定施設が指定施設に該当しなくなったとき

に限る。） 

エ 排水の排出先の変更（下水道法（昭和 33 年法律第

79 号）第２条第３号に規定する公共下水道であって、

同条第６号に規定する終末処理場（以下「終末処理場」

という。）を設置している水路への変更（当該変更に

より指定事業所が指定事業所に該当しなくなった場

合を除く。）に限る。） 

オ 指定事業所の敷地の境界線の変更（第 13 条第１項

第 14 号に掲げる場合を除く。） 

カ 不飽和ポリエステル樹脂の塗布の作業の方法の変

更 

(2) 環境管理事業所 次に掲げる変更 

ア 指定作業の追加（第 13 条第２項第２号に掲げる場

合を除く。） 

イ 指定施設の設置（形式、規模及び能力が同一である

施設と交換して設置する場合又は第 13 条第２項第３

号に掲げる場合を除く。） 

ウ 指定施設の構造の変更（第 13 条第２項第４号に掲

げる場合を除き、規模又は能力の変更を伴う場合（指

定施設が指定施設に該当しなくなった場合を除く。）

に限る。） 

エ 指定施設に係る燃料の種類又は使用量の変更（第 13

条第２項第５号に掲げる場合を除く。） 

オ 排煙指定物質、地下浸透禁止物質及び別表第４の２

の(1)の表に掲げる物質を含有する原材料又は触媒そ

の他の消耗資材の新たな使用 

カ 排水の系統の変更 

キ 第 13 条第２項第６号に掲げる場合を除くほか、公

害の防止のための装置（建物その他の工作物であって

公害の防止の用に供するものを含む。）の設置、構造

の変更（規模又は能力の変更を伴う場合に限る。）、使

用方法の変更、使用の廃止又は除却 

ク 指定事業所の敷地の境界線の変更 

２ 条例第 10 条の規定による届出は、次の各号に掲げる変更

の区分に応じ、当該各号に定める書類により行うものとす

る。 

(1) 条例第３条第２項第１号から第３号まで及び前項第

１号に掲げる変更 指定事業所に係る変更届出書（第

13 号様式） 
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（承継） 

第11条 第３条第１項の許可を受けた者から当該指定事業所

の全部を譲り受け、又は借り受けた者は、当該指定事業所

に係る当該許可を受けた者の地位を承継する。 

２ 第３条第１項の許可を受けた者について相続、合併又は

分割（当該指定事業所の全部を承継させるものに限る。）が

あったときは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併

により設立した法人又は分割により当該指定事業所の全部

を承継した法人は、当該許可を受けた者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第３条第１項の許可を受けた者の地

位を承継した者は、その承継があった日から起算して 30 日

以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（廃止等の届出） 

第 12 条 第３条第１項の許可を受けた者は、当該指定事業所

を廃止したとき（第 14 条の規定による取消しによる場合を

除く。）、当該指定事業所が指定事業所に該当しなくなった

とき（この条例又は第２条第４号若しくは第５号の規則の

改正により該当しなくなった場合を除く。）、又は当該指定

事業所の設置の計画を中止したときは、その日から起算し

て 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（許可の失効） 

第 13 条 前条の届出があったとき、又は当該指定事業所がこ

の条例若しくは第２条第４号若しくは第５号の規則の改正

により指定事業所に該当しなくなったときは、当該指定事

業所に係る第３条第１項の許可は、その効力を失う。第８

条第３項の届出があった場合の同条第１項の許可について

も、同様とする。 

（許可の取消し） 

第 14 条 市長は、第３条第１項の許可を受けた者が次のいず

れかに該当するときは、同項の許可を取り消すことができ

る。 

(1) 詐欺その他不正な手段により第３条第１項又は第８

条第１項の許可を受けたとき。 

(2) 第８条第１項の規定に違反して変更をしたとき。 

(3) 第 26 条第２項、第 29 条第１項又は第 32 条第２項の

規定に違反したとき。 

(2) 前項第２号に掲げる変更 次に掲げる書類 

ア 指定事業所に係る変更届出書 

イ 指定事業所に係る変更概要書 

ウ 公害防止方法変更概要書 

３ 第１項第２号に掲げる変更をすることにより公害の防止

の方法を変更することとならない場合においては、前項第

２号ウに掲げる書類は、その提出を省略することができる。 

（指定事業所の変更手続に関する特例） 

第19条 条例第３条第１項の規定による許可を受けた者が条

例第 36 条第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定により当該指定事業所における排煙、粉じん、

悪臭、排水、騒音若しくは振動の処理の方法、施設等の構

造又は作業の方法の改善、施設等の除却、原材料等の撤去

その他必要な措置をとるべきことを命ぜられたことにより

当該指定事業所に係る事項を変更することとなった場合に

おいては、第 13 条から第 15 条まで及び前条の規定は、適

用しない。 

（地位承継届出書） 

第 20 条 条例第 11 条第３項の規定による届出は、指定事業

所に係る地位承継届出書（第 14 号様式）により行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（指定事業所廃止等届出書） 

第 21 条 条例第 12 条の規定による届出は、指定事業所廃止

等届出書（第 15 号様式）により行うものとする。 
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(4) 第 36 条の規定による改善命令等に違反したとき。 

(5) 当該指定事業所に係る事業を許可の日から起算して

１年以内に開始せず、又は１年以上引き続き休止してい

る場合で、当該事業を開始し、又は再開する見込みがな

いとき。 

２ 市長は、第８条第１項の許可を受けた者が許可の日から

起算してその許可に係る変更に１年以内に着手せず、又は

当該変更を１年以上中断しているときは、同項の許可を取

り消すことができる。 

（経過措置） 

第15条 この条例又は第２条第４号若しくは第５号の規則の

改正により一の事業所が指定事業所となった際現に当該指

定事業所を設置している者（設置の工事をしている者を含

む。）は、当該指定事業所について、第３条第１項の許可を

受けたものとみなす。 

２ 前項の規定により第３条第１項の許可を受けたものとみ

なされた者（以下「既設の事業者」という。）は、当該事業

所が指定事業所となった日から起算して３月以内（当該期

間内に第８条第１項の許可の申請をする場合にあっては、

当該申請をする日まで）に、第３条第２項第１号から第 14

号までに掲げる事項その他規則で定める事項を市長に届け

出なければならない。 

３ 既設の事業者が、前項の期間内に同項の届出をしなかっ

た場合は、当該期間経過の時において、当該指定事業所に

係る第３条第１項の許可は、取り消されたものとみなす。 

４ 既設の事業者については、第６条の規定は、当該事業所

が指定事業所となった日から起算して３月間は適用しな

い。 

５ 既設の事業者については、第７条の規定は、適用しない。 

第２節 削除 

第 16 条及び第 17 条 削除 

第３節 環境管理事業所 

（環境管理事業所の認定） 

第 18 条 市長は、環境の保全に関する方針の策定、目標の設

定、計画の作成及び実施並びに体制の整備並びにこれらの

監査（次項第３号において「環境管理・監査」という。）を

行い、並びに大気の汚染、水質の汚濁等の防止等生活環境

を保全するための取組を総合的かつ継続的に推進している

指定事業所で規則で定める基準に適合するものを、当該指

定事業所の設置者の申請に基づき、環境管理事業所として

認定することができる。 

２ 前項の認定を受けようとする者は、規則で定めるところ

により、次に掲げる事項を記載した申請書を市長に提出し

なければならない。 

(1) 指定事業所の設置者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 指定事業所の名称及び所在地 

(3) 指定事業所の環境管理・監査の体制 

(4) 指定事業所の環境の保全に関する方針 

(5) 指定作業及び指定作業を行うために指定事業所に配

置される施設の概要 

(6) その他規則で定める事項 

３ 第１項の認定の有効期間は、３年の範囲内で市長が定め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（既設の指定事業所に係る届出） 

第22条 条例第15条第２項に規定する規則で定める事項は、

次に掲げる事項とする。 

(1) 指定事業所における事業内容 

(2) その他市長が必要と認める事項 

２ 条例第 15 条第２項の規定による届出は、次に掲げる書類

により行うものとする。 

(1) 指定事業所現況届出書（第 16 号様式） 

(2) 指定事業所概要書 

(3) 公害防止方法概要書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 削除 

第 23 条及び第 24 条 削除 

第３節 環境管理事業所 

（環境管理事業所の認定の基準） 

第 25 条 条例第 18 条第１項の規則で定める基準は、次のと

おりとする。 

(1) 指定事業所が、日本産業規格（以下「規格」という。）

Q14001 に定める環境マネジメントシステムを実施して

いるものとして、公益財団法人日本適合性認定協会又は

同協会と同等と認められる外国の認定機関で市長が指

定するものの認定を受けた環境マネジメントシステム

審査登録機関に登録されていること。 

(2) 指定事業所において、条例第 27 条及び第 30 条に定め

るところにより、排煙及び排水の測定がなされており、

かつ、その結果が条例第 25 条第１項及び第 28 条第１項

の規制基準に適合していること。 

(3) 指定事業所において、次に掲げる事故が発生した場合

は、当該事故が発生した日から３年以上経過しているこ

と。 

ア 硫黄酸化物、窒素酸化物、炭化水素系物質、ばいじ

ん、排煙指定物質又は排水指定物質が指定事業所の外

部に漏えいしたことにより、周辺住民等に対し健康被

害又は経済的被害を及ぼしたものと認められる事故 

イ 事故の発生原因、発生状況、措置状況等から判断し
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る期間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（欠格事項） 

第 19 条 指定事業所の設置者が、次のいずれかに該当すると

きは、前条第１項の認定を受けることができない。 

(1) この条例又は環境の保全に関する法律若しくは条例

で規則で定めるものの規定に違反し、罰金以上の刑に処

せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日の翌日から起算して３年を経過しない者で

あるとき。 

(2) 法人の場合にあっては、その役員のうちに前号に該当

する者があるとき。 

(3) 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律（平成 11 年法律第 86 号）第

24 条の規定により過料の処分を受け、その処分を受け

た日の翌日から起算して１年を経過しない者であると

き。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（環境管理事業所の公表） 

第 20 条 市長は、第 18 条第１項の認定をしたときには、当

該環境管理事業所に係る次に掲げる事項について公表する

ものとする。当該事項の内容に変更があったときも、同様

とする。 

て、事業所における環境に係る管理体制の重大な欠陥

に起因したものと認められる事故 

(4) 施設等の構造又は作業の方法の改善、施設等の除却、

原材料等の撤去その他の公害を除去するための措置が

特に必要な指定事業所であると認められないこと。 

（環境管理事業所認定申請書の記載事項等） 

第 26 条 条例第 18 条第２項第６号に規定する規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 前条第１号の登録をした環境マネジメントシステム

審査登録機関の名称、登録番号、登録の有効期限及び登

録の範囲 

(2) 第 33 条第１項の事業者にあっては、条例第 27 条の測

定の結果（第 33 条第２項第２号に規定する窒素酸化物

の濃度の常時測定の結果については、その概要） 

(3) 排水の量が第 37 条第１項に規定する量以上である事

業者にあっては、条例第 30 条の測定の結果 

（環境管理事業所認定申請書） 

第 27 条 条例第 18 条第２項の規定による申請は、環境管理

事業所認定申請書（第 17 号様式）により行うものとする。 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書面を添付しなければな

らない。 

(1) 第 25 条第１号の登録を証する書面 

(2) 誓約書（第 17 号様式の２） 

（欠格事項に係る法律） 

第28条 条例第19条第１号に規定する規則で定める法律は、

次に掲げる法律とする。 

(1) 工業用水法（昭和 31 年法律第 146 号） 

(2) 大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号） 

(3) 騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号） 

(4) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律

第 137 号） 

(5) 水質汚濁防止法（昭和 45 年法律第 138 号） 

(6) 悪臭防止法（昭和 46 年法律第 91 号） 

(7) 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

（昭和 46 年法律第 107 号） 

(8) 振動規制法（昭和 51 年法律第 64 号） 

(9) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の

特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（平

成４年法律第 70 号） 

(10) ダイオキシン類対策特別措置法（平成11年法律第105

号） 

(11) フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する

法律（平成 13 年法律第 64 号） 

(12) ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法（平成 13 年法律第 65 号） 

(13) 土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号） 

(14) 使用済自動車の再資源化等に関する法律（平成 14 年

法律第 87 号） 

（環境管理事業所の公表） 

第 29 条 条例第 20 条の規定による公表は、環境管理事業所

に係る同条第１号及び第２号に掲げる事項を記載した書面

を、みどり環境局環境保全部環境管理課に備え置き、又は

インターネットの利用その他適切な方法により行うものと
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(1) 名称及び所在地 

(2) 認定の有効期間 

(3) その他規則で定める事項 

（変更の届出） 

第 21 条 環境管理事業所の設置者は、当該環境管理事業所に

係る第18条第２項第３号から第６号までに掲げる事項の変

更をしたときは、その日から起算して 30 日以内に、規則で

定めるところにより、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

２ 市長は、環境管理事業所の設置者が前項の規定による届

出をしていないときは、当該環境管理事業所の設置者に対

し、同項の規定による届出をするよう勧告することができ

る。 

（表示板の掲示） 

第22条 環境管理事業所の設置者は、当該環境管理事業所に、

環境管理事業所である旨の表示板を掲示することができ

る。 

２ 何人も、前項の規定により表示板を掲示するときを除き、

同項の表示板又はこれと紛らわしい表示板を事業所に掲示

してはならない。 

３ 市長は、前項の規定に違反して環境管理事業所である旨

の表示板又はこれと紛らわしい表示板を掲示している者が

あると認めるときは、その者に対し、必要な措置をとるよ

う勧告することができる。 

（認定の失効） 

第 23 条 第 18 条第１項の認定は、次のいずれかに該当する

ときは、その効力を失う。 

(1) 認定の有効期間が満了したとき。 

(2) 当該環境管理事業所を廃止したとき。 

(3) 当該環境管理事業所が指定事業所に該当しなくなっ

たとき。 

（認定の取消し） 

第 24 条 市長は、次のいずれかに該当すると認めるときは、

第 18 条第１項の認定を取り消すものとする。 

(1) 環境管理事業所が、第 18 条第１項の基準に適合しな

くなったとき。 

(2) 環境管理事業所の設置者が、第 19 条各号のいずれか

に該当するに至ったとき。 

(3) 詐欺その他の不正な手段により第 18 条第１項の認定

を受けたとき。 

 

第３章 事業所における公害の防止 

第１節 大気の汚染及び悪臭の防止 

（大気の汚染及び悪臭の防止に関する規制基準） 

第 25 条 大気の汚染及び悪臭の防止に関する規制基準は、次

に定めるところによる。 

(1) 排煙に関する規制基準は、次に掲げる事項について規

則で定める。 

  ア 硫黄酸化物の許容限度 

  イ 窒素酸化物の許容限度 

  ウ 炭化水素系物質の許容限度及び排出の方法並びに炭

化水素系物質を取り扱う施設に備えるべき設備の基準 

  エ ばいじんの許容限度及びばいじんを発生する施設に

する。 

 

 

（環境管理事業所に係る変更届出書） 

第 30 条 条例第 21 条第１項の規定による届出は、環境管理

事業所に係る変更届出書（第 18 号様式）により行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 事業所における公害の防止 

第１節 大気の汚染及び悪臭の防止 

（大気の汚染及び悪臭の防止に関する規制基準） 

第 31 条 条例第 25 条第１項第１号アの規制基準は、別表第

２のとおりとする。 

２ 条例第 25 条第１項第１号イの規制基準は、別表第３のと

おりとする。 

３ 条例第 25 条第１項第１号ウの規制基準は、別表第４のと

おりとする。 

４ 条例第 25 条第１項第１号エの規制基準は、別表第５のと

おりとする。 

５ 条例第 25 条第１項第１号オの規制基準は、別表第６のと
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備えるべき設備の基準 

  オ 排煙指定物質の許容限度及び排出の方法 

  カ ダイオキシン類の許容限度 

  キ その他規則で定める物質の許容限度 

(2) 粉じんに関する規制基準は、粉じんを発生する作業の

方法について、規則で定める。 

(3) 悪臭に関する規制基準は、事業所の構造及び悪臭を発

生する作業の方法について、規則で定める。 

２ 事業者は、前項の規制基準を遵守しなければならない。 

 

（住居系地域において禁止される行為） 

第 26 条 市長は、住居系地域における生活環境を保全するた

めに、著しい悪臭を発生する行為であり、かつ、その行為

を禁止する以外には当該悪臭による公害を防止することが

著しく困難であると認める行為を規則で指定することがで

きる。 

２ 事業者は、住居系地域において、前項の規定により規則

で指定された行為を行ってはならない。ただし、公害を生

ずるおそれがない場合として市長が特に認めた場合は、こ

の限りでない。 

３ 前項の規定は、一の行為が第１項の規定により規則で指

定された行為となった際現に当該行為を行っている者の当

該行為については、規則で定める日から適用する。 

（排煙の測定） 

第27条 事業所において発生する排煙を大気中に排出する事

業者のうち、排煙の排出による環境への影響が比較的大き

いものとして規則で定める事業者は、規則で定めるところ

により、排煙量及び排煙濃度を測定し、その結果を記録し、

及び保存しておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

おりとする。 

６ 条例第 25 条第１項第１号カの規制基準は、別表第７のと

おりとする。 

７ 条例第25条第１項第１号キに規定する規則で定める物質

は粒子状物質とし、同号キの規制基準は別表第８のとおり

とする。 

８ 条例第 25 条第１項第２号の規制基準は、別表第９のとお

りとする。 

９ 条例第 25 条第１項第３号の規制基準は、別表第 10 のと

おりとする。 

（住居系地域において禁止される行為） 

第 32 条 条例第 26 条第１項の規定により規則で指定する行

為は、次に掲げる行為とする。 

(1) 獣畜、魚介類又は鳥類の肉、皮、骨、臓器、腱
けん

若しく

は羽毛を直接加工して行う皮革、油脂、にかわ、肥料又

は飼料の製造 

(2) フィッシュソリュブルを原料とする吸着飼料の製造 

(3) 不飽和ポリエステル樹脂の塗布（建設工事の現場にお

いて行う行為を除く。） 

 

 

 

 

（排煙の測定） 

第 33 条 条例第 27 条に規定する規則で定める事業者は、次

に掲げる事業者とする。 

(1) 燃料（ガス燃料を除く。以下この号及び次項第１号に

おいて同じ。）の燃焼により硫黄酸化物（条例第２条第

12 号アに定める硫黄酸化物に限る。以下この条及び別

表第２において同じ。）を発生する指定施設を使用する

指定事業所の事業者及び燃料以外の物の燃焼により硫

黄酸化物を発生する指定施設（排出ガス量（温度が零度

であって、圧力が１気圧の状態に換算した１時間当たり

の排出ガスの最大量とする。以下同じ。）が 10,000 立方

メートル未満であり、かつ、排煙脱硫設備を設置してい

ない施設を除く。）を使用する指定事業所の事業者 

(2) 窒素酸化物（条例第２条第 12 号イに定める窒素酸化

物に限る。以下この条及び別表第３において同じ。）を

発生する排煙発生施設（大気汚染防止法第２条第２項に

規定するばい煙発生施設（以下「ばい煙発生施設」とい

う。）、別表第１の 51 の２の項に掲げる施設（分別等処

理施設を除き、バーナーの重油換算燃焼能力（燃焼する

ことができる燃料の量を同表備考１に定める方法によ

り重油の量に換算したものをいう。以下同じ。）が１時

間当たり 50 リットル以上であるものに限る。）及び同表

の 54 の項に掲げる廃ガス燃焼施設をいう。以下同じ。）

（ガスタービン、ディーゼルエンジン及びガスエンジン

のうち専ら非常時において用いられるもの並びに大気

汚染防止法施行令（昭和 43 年政令第 329 号）別表第１

の１の項に掲げるボイラーのうち伝熱面積が 10 平方メ

ートル未満のもの（以下「小型ボイラー」という。）で

昭和 63 年３月１日前に設置されたものを除く。次項第

２号において同じ。）を使用する指定事業所の事業者 
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(3) 炭化水素系物質（条例第２条第 12 号ウに定める炭化

水素系物質に限る。以下この条及び別表第４において同

じ。）を排出する施設を使用する指定事業所の事業者で

次に掲げるもの 

ア 別表第１の 68 の項に掲げる出荷施設を使用する事

業者 

イ 炭化水素系物質のうち別表第４の２の(1)の表に掲

げる物質（以下「炭化水素系特定物質」という。）を

排出する指定施設を使用する事業者（資本金の額又は

出資の総額が 50,000,000 円以下であって常時使用す

る従業員の数が300人以下の会社又は常時使用する従

業員の数が 300 人以下の個人を除く。） 

(4) ばいじん（条例第２条第 12 号エに定めるばいじんに

限る。以下この条及び別表第５において同じ。）を発生

する排煙発生施設（同表に掲げる施設（小型ボイラーの

うちガスを専焼させるもの、軽質液体燃料（灯油、軽油

又は A 重油をいう。以下同じ。）を専焼させるもの及び

ガスと軽質液体燃料を混焼させるものを除く。）に限

る。）を使用する指定事業所の事業者 

(5) 排煙指定物質を排出する指定事業所の事業者（資本金

の額又は出資の総額が 50,000,000 円以下であって常時

使用する従業員の数が 300 人以下の会社又は常時使用

する従業員の数が 300 人以下の個人を除く。） 

(6) ダイオキシン類（条例第２条第 12 号カに定めるダイ

オキシン類に限る。以下この条及び別表第７において同

じ。）が発生する施設（同表に掲げる施設に限る。）を使

用する事業者 

２ 条例第 27 条の規定による排煙量及び排煙濃度の測定は、

次に定めるところにより行わなければならない。 

(1) 硫黄酸化物にあっては、２月に１回以上次に掲げる方

法により行うこと。 

ア 燃料の燃焼の場合（指定施設に排煙脱硫設備を設置

している場合を除く。）は、燃料の使用量及び燃料中

の硫黄含有率から硫黄酸化物の量を算定すること。こ

の場合において、液体燃料（石油系のものに限る。）

中の硫黄含有率は規格Ｋ2541-1 から 2541-7 までに定

める方法により、固体燃料中の硫黄含有率は規格Ｍ

8813 に定める全硫黄の定量方法により測定すること。

ただし、他の方法により燃料中の硫黄含有量を確認す

ることができる場合は、この限りでない。 

イ 燃料の燃焼の場合（指定施設に排煙脱硫設備を設置

している場合に限る。）及び燃料以外の物の燃焼の場

合は、規格Ｚ8808 に定める方法により排出ガス量を、

規格Ｋ0103 に定める方法により硫黄酸化物の濃度を

それぞれ測定して硫黄酸化物の量を算定すること。 

(2) 窒素酸化物にあっては、排煙発生施設において発生

し、排出口から大気中に排出される排出ガス量を規格Ｚ

8808 に定める方法により、窒素酸化物の濃度を規格Ｋ

0104 に定める方法により、次に掲げる頻度でそれぞれ

測定して、窒素酸化物の量を算定すること。 

ア 当該排出ガス量が 40,000 立方メートル以上の排煙

発生施設（ウに掲げるものを除く。）においては、当

該排出ガス量及び窒素酸化物の濃度を２月に１回以
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上それぞれ測定すること。ただし、当該排煙発生施設

のうち、大気汚染防止法第５条の２第１項に規定する

特定工場等に設置されるばい煙発生施設においては、

当該排出ガス量を２月に１回以上及び窒素酸化物の

濃度を常時測定すること。 

イ 当該排出ガス量が 40,000 立方メートル未満の排煙

発生施設（ウに掲げるものを除く。）においては、当

該排出ガス量及び窒素酸化物の濃度を６月に１回以

上それぞれ測定すること。 

ウ 大気汚染防止法施行令別表第１の２の項に掲げる

ガス発生炉のうち、水蒸気改質方式の改質器であって

水素（温度が零度であって、圧力が１気圧の状態に換

算したものをいう。第４号イ(ｳ)において同じ。）の製

造能力が毎時 1,000 立方メートル未満の施設（気体状

の燃料及び原料のみを使用するものに限る。）及び燃

料電池用改質器においては、当該排出ガス量及び窒素

酸化物の濃度を５年に１回以上それぞれ測定するこ

と。 

(3) 炭化水素系物質にあっては、次に掲げる方法により

行うこと。 

ア 別表第４の１に定める規制基準の適用を受ける出

荷施設から排出する炭化水素系物質にあっては、同表

の１に定める方法により、当該炭化水素系物質の濃度

又は除去率を年２回以上測定すること。 

イ 炭化水素系特定物質（原材料等から判断して排出す

るおそれがあると認められるものに限る。）にあって

は、別表第４の２に定める方法により、指定施設の排

出口から大気中に排出される当該炭化水素系特定物

質の濃度を年２回以上測定すること。 

(4) ばいじんにあっては、次に掲げる方法により行うこ

と。 

ア 排煙発生施設のうち廃棄物焼却炉においては、排出

口から大気中に排出されるばいじんの量を別表第５

の１に定める方法により、次に掲げる施設の規模に応

じ、それぞれ次に定める頻度で測定すること。 

(ｱ) １時間当たりの焼却能力が４トン以上の施設 

２月に１回以上 

(ｲ) １時間当たりの焼却能力が４トン未満の施設 

６月に１回以上 

イ 排煙発生施設のうち別表第５の２に掲げる施設（小

型ボイラーのうちガスを専焼させるもの、軽質液体燃

料を専焼させるもの及びガスと軽質液体燃料を混焼

させるものを除く。）においては、排出口から大気中

に排出されるばいじんの濃度を同表の２に定める方

法により、次に掲げる施設の種類又は規模に応じ、そ

れぞれ次に定める頻度で測定すること。 

(ｱ) 排出口から大気中に排出される排出ガス量が

40,000 立方メートル以上の施設（(ｳ)に掲げるもの

を除く。） ２月に１回以上 

(ｲ) 排出口から大気中に排出される排出ガス量が

40,000 立方メートル未満の施設（(ｳ)に掲げるもの

を除く。） ６月に１回以上 

(ｳ) 別表第５の２の表の 51 の項に掲げる施設（ガス
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第２節 水質の汚濁の防止 

（水質の汚濁の防止に関する規制基準） 

第 28 条 水質の汚濁の防止に関する規制基準は、次に掲げる

事項について規則で定める。 

(1) 排水指定物質のうち、排出を防止すべきものとして規

則で定める物質の種類ごとの許容限度 

(2) 生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、浮遊物質

量その他の水の汚染状態を示す項目として規則で定め

る項目ごとの許容限度 

２ 事業者は、前項の規制基準を遵守しなければならない。 

 

（地下浸透禁止物質を製造等する作業に係る水等の地下浸透

の禁止） 

第 29 条 事業者は、地下浸透禁止物質又は地下浸透禁止物質

を製造し、使用し、処理し、若しくは保管する作業に係る

水その他の液体を地下に浸透させる方法で排出してはなら

ない。 

２ 前項の作業を行う事業者は、同項の作業に係る施設を設

置するとき（第２条第 16 号の規則の改正により新たに地下

浸透禁止物質が追加された場合にあっては、当該規則の施

行の日以後に施設を設置するとき）は、規則で定める構造

を有するものとしなければならない。 

３ 市長は、第１項の規定に違反している事業者に対し、排

出の中止又は排出の方法の変更を命ずることができる。 

４ 市長は、事業者が第２項の規定に違反していると認める

ときは、当該事業者に対し、期限を定めて、施設を同項の

規則で定める構造を有するものに改善するよう命ずること

ができる。 

（排水の測定等） 

第 30 条 排水を排出する事業者のうち、排水の量が規則で定

める量以上である事業者は、規則で定めるところにより、

排水の汚染状態及び量を測定し、その結果を記録し、及び

保存しておかなければならない。 

 

 

 

を専焼させるものに限る。）、53 の項に掲げる施設、

54 の項に掲げる施設（水蒸気改質方式の改質器で

あって水素の製造能力が毎時 1,000 立方メートル

未満のもの（気体状の燃料及び原料のみを使用す

るものに限る。）及び燃料電池用改質器に限る。）、

59 の３の項に掲げる施設、64 の項に掲げる施設、

68 の項に掲げる施設及び 73 の項に掲げる施設 

５年に１回以上 

(5) 排煙指定物質（原材料等から判断して排出するおそれ

があると認められるものに限る。）にあっては、別表第

６の１に定める方法により、排出口から大気中に排出さ

れる排煙指定物質の濃度を年２回以上測定すること。 

(6) ダイオキシン類にあっては別表第７に定める方法に

より、年１回以上測定すること。 

３ 条例第 27 条の規定による記録は、３年間（５年に１回以

上測定する施設にあっては、５年間）保存しておかなけれ

ばならない。 

第２節 水質の汚濁の防止 

（水質の汚濁の防止に関する規制基準） 

第 34 条 条例第 28 条第１項に規定する規制基準は、別表第

11 及び別表第 12 のとおりとする。 

２ 条例第28条第１項第１号に規定する規則で定める物質の

種類は、別表第 11 の左欄に掲げるとおりとする。 

３ 条例第 28 条第１項第２号に規定する規則で定める項目

は、生物化学的酸素要求量、化学的酸素要求量、浮遊物質

量、水素イオン濃度、ノルマルヘキサン抽出物質含有量、

大腸菌数、外観及び臭気とする。 

第 35 条 削除 

 

（施設の構造基準） 

第36条 条例第29条第２項に規定する規則で定める構造は、

次に掲げる構造とする。 

(1) 床面が地下浸透禁止物質の地下浸透を適切に防止で

きるコンクリート、タイル等の不透水性材質であり、そ

の表面に地下浸透禁止物質若しくは地下浸透禁止物質

を含む水その他の液体の種類若しくは性状により必要

に応じて耐薬品性及び不浸透性のある材質で被覆がな

されていること又は条例第 29 条第１項の作業に係る施

設の下に地下浸透を防止することができる材質の受皿

を設置する等の地下浸透禁止物質の浸透を防止する措

置が執られていること。 

(2) 取り扱う地下浸透禁止物質の量及び作業に応じ必要

な場合には、地下浸透禁止物質を取り扱う施設の周辺に

防液堤、側溝又はためますを設置する等地下浸透禁止物

質の流出を防止する措置がとられていること。 

（排水の測定等） 

第 37 条 条例第 30 条に規定する規則で定める量は、１日当

たり 300 立方メートルとする。 

２ 条例第30条の規定による排水の汚染状態の測定は別表第

11 及び別表第 12 に定める方法により月１回以上（ダイオキ

シン類については、年１回以上）行うものとし、排水の量

の測定は当該指定事業所の量水計その他実情に応じた方法

により行うものとする。 
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第３節 騒音及び振動の防止 

（騒音及び振動に関する規制基準） 

第 31 条 騒音及び振動の防止に関する規制基準は、事業所に

おいて発生する騒音及び振動の許容限度について、規則で

定める。 

２ 事業者は、前項の規制基準を遵守しなければならない。 

（騒音に係る住居系地域において禁止される行為） 

第 32 条 市長は、住居系地域における生活環境を保全するた

めに、著しい騒音を発生する行為であり、かつ、その行為

を禁止する以外には当該騒音による公害を防止することが

著しく困難であると認める行為を規則で指定することがで

きる。 

２ 事業者は、住居系地域において、前項の規定により規則

で指定された行為を行ってはならない。ただし、公害を生

ずるおそれがない場合として市長が特に認めた場合は、こ

の限りでない。 

３ 前項の規定は、一の行為が第１項の規定により規則で指

定された行為となった際現に当該行為を行っている者の当

該行為については、規則で定める日から適用する。 

 

（騒音及び振動の測定） 

第33条 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる工業専用地

域及び工業地域（規則で定める地域に限る。）以外の地域内

の指定事業所に係る第３条第１項又は第８条第１項の許可

を受けた者で規則で定める指定施設を配置するものは、規

則で定めるところにより、当該許可に係る当該指定施設の

使用を開始した日から起算して 30 日以内に、当該施設から

発生する騒音及び振動を測定し、その結果を記録し、及び

測定した日から起算して 30 日以内に、その結果を市長に報

告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 市長が特に認めた指定事業所については、前項の規定に

かかわらず、同項の方法に代わる方法として市長が認めた

方法により測定することができる。 

４ 条例第 30 条の規定による記録は、３年間保存しておかな

ければならない。 

第３節 騒音及び振動の防止 

（騒音及び振動に関する規制基準） 

第 38 条 条例第 31 条第１項に規定する規制基準は、別表第

13 及び別表第 14 のとおりとする。 

 

 

（騒音に係る住居系地域において禁止される行為） 

第 39 条 条例第 32 条第１項の規定により規則で指定する行

為は、次に掲げる行為とする。 

(1) 鍛造機（つちの重量が 250 キログラム以上のものに限

る。）の使用 

(2) 板金（厚さが 0.5 ミリメートル未満の材料を用いて行

う行為、建設工事の現場において行う行為及び屋内にお

いて行う行為を除く。） 

(3) 製缶（建設工事の現場において行う行為及び屋内にお

いて行う行為を除く。） 

(4) 鉄骨又は橋りょうの組立て（建設工事の現場において

行う行為及び屋内において行う行為を除く。） 

(5) 運行の用に供しなくなった自動車を解体することを

専業とする者が屋外で行う当該自動車の解体 

（騒音及び振動の測定） 

第 40 条 条例第 33 条に規定する規則で定める地域は、金沢

区鳥浜町、幸浦一丁目、幸浦二丁目、福浦一丁目、福浦二

丁目及び福浦三丁目とする。 

２ 条例第 33 条に規定する規則で定める指定施設は、次に掲

げるとおりとする。 

(1) 騒音を測定しなければならないもの 

ア 圧延施設（製管施設を含む。） 

イ ロール式ベンディングマシン（原動機の定格出力が

3.75 キロワット以上であるものに限る。） 

ウ 動力プレス機（加圧能力が 294 キロニュートン以上

であるものに限る。） 

エ せん断機（原動機の定格出力が 3.75 キロワット以

上であるものに限る。） 

オ 鍛造施設 

カ ワイヤーフォーミングマシン 

キ ブラスト（密閉式のものを除く。） 

ク タンブラー 

ケ 破砕施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

コ 摩砕施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

サ 分別施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

シ コンクリートプラント 

ス アスファルトプラント 

セ 製粉機（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上で

あるものに限る。） 

- 17 -



横浜市生活環境の保全等に関する条例 
 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（騒音及び振動に係る製造事業者等の責務等） 

第34条 施設又は機器で騒音その他の公害を生ずるおそれが

あるものとして規則で定める施設又は機器を製造し、又は

販売する事業者は、当該施設又は機器の見やすい箇所に当

該施設又は機器から発生する音の大きさその他の公害の発

生に係る事項を表示し、併せて当該施設又は機器に公害の

防止上必要な使用上の注意書を添付して使用者に注意を促

す等の措置をとることにより、当該施設又は機器の使用上

発生する公害の防止に努めなければならない。 

２ 建築物等の設計又は建築物等に係る施設若しくは機器の

設置の工事の委託を受けて設計又は工事をする事業者は、

委託者に対し、騒音その他の公害を生ずるおそれがある施

設又は機器について、適切な取付けの位置の選択、必要な

防音工事の施工等について公害の防止上必要な助言をする

ものとする。 

 

第４章 指定事業所等に対する命令等 

（許可違反に対する措置命令） 

第 35 条 市長は、第３条第１項の許可を受けることなく指定

事業所を設置した者又は第８条第１項の許可を受けること

なく同項の規則で定める変更をした者に対し、当該指定事

業所に係る事業の全部又は一部の停止、施設の除却その他

必要な措置をとることを命ずることができる。 

（指定事業所に対する改善命令等） 

第 36 条 市長は、指定事業所を設置している者が第 25 条第

２項、第 28 条第２項又は第 31 条第２項の規定に違反して

ソ バーカー 

タ チッパー（原動機の定格出力が 2.2 キロワットを超

えるものに限る。） 

チ 砕木施設 

ツ 動力のこぎり盤（原動機の定格出力が 2.2 キロワッ

トを超えるものに限る。） 

テ 動力かんな盤（原動機の定格出力が 2.2 キロワット

を超えるものに限る。） 

ト 動力印刷機（原動機の定格出力の合計が 2.2 キロワ

ットを超えるものに限る。） 

ナ 合成樹脂製品の成形施設（真空成形施設を除く。） 

ニ 鋳型造型施設 

ヌ コルゲートマシン 

(2) 振動を測定しなければならないもの 

ア 動力プレス機（加圧能力が 294 キロニュートン以上

であるものに限る。ただし、液圧プレス機にあっては、

加圧能力が 980 キロニュートン以上であるものに限

る。） 

イ せん断機（原動機の定格出力が 3.75 キロワット以

上であるものに限る。） 

ウ 鍛造施設 

エ 破砕施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

オ 摩砕施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

カ 分別施設（原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるものに限る。） 

（騒音及び振動に係る製造事業者等の責務等） 

第 41 条 条例第 34 条第１項に規定する規則で定める施設又

は機器は、空気調和機器又は冷凍機であって原動機の定格

出力が 7.5 キロワット以上であるものとする。 
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いると認めるときは、その者に対し、当該指定事業所にお

ける排煙、粉じん、悪臭、排水、騒音若しくは振動の処理

の方法、施設等の構造若しくは作業の方法の改善、施設等

の除却、原材料等の撤去その他必要な措置をとるべきこと

を命じ、又は当該指定事業所に係る事業の全部若しくは一

部の停止を命ずることができる。 

２ 前項の規定は、第５条（第８条第４項において準用する

場合を含む。）の条件に違反している者について準用する。 

（指定外事業所に対する改善命令等） 

第 37 条 前条第１項の規定は、指定外事業所を設置している

者について準用する。この場合において、同項中「違反し

ていると認めるとき」とあるのは「違反している場合で、

当該指定外事業所に係る事業活動に伴って公害が生じてい

るとき」と、「指定事業所」とあるのは「指定外事業所」と

読み替えるものとする。 

 

第５章 事業所における環境への負荷の低減 

    等 

第１節 環境への負荷の低減 

（環境への負荷の低減） 

第 38 条 事業者は、次条の指針に従い、事業活動を行うに当

たり、環境への負荷を継続的に低減するため、事業内容、

事業所の形態等に応じ、必要な措置を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

（環境への負荷の低減に関する指針） 

第 39 条 市長は、事業者が実施する環境への負荷の低減に係

る取組を支援するため、環境への負荷の低減に関する指針

を定め、これを公表しなければならない。 

第２節 化学物質の適正な管理 

（化学物質の適正な管理） 

第 40 条 事業者は、次条の指針に従い、事業活動を行うに当

たり、化学物質による環境の汚染を未然に防止するため、

事業内容、事業所の形態等に応じ、化学物質の適正な管理

に努めなければならない。 

（化学物質の適正な管理に関する指針） 

第 41 条 市長は、事業者が実施する化学物質の適正な管理に

係る取組を支援するため、化学物質の適正な管理に関する

指針を定め、これを公表しなければならない。 

（化学物質の管理状況等に係る報告の徴収） 

第 42 条 市長は、化学物質を取り扱う事業所のうち、環境へ

の配慮が特に必要と認められる規則で定める事業所を設置

する者に対し、化学物質に係る管理状況、取扱状況、受入

量その他の規則で定める事項について、報告を求めること

ができる。 

（化学物質の適正な管理に係る指導等） 

第 43 条 市長は、前条の事業所を設置する者に対し、化学物

質を適正に管理するため、第 41 条の指針に基づき、必要な

指導及び助言を行うことができる。 

（化学物質情報の提供） 

第 44 条 市長は、事業者が実施する化学物質の適正な管理に

係る取組に資するため、化学物質を適正に管理するための

情報を収集し、及び整理するとともに、事業者に提供する

よう努めるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 事業所における環境への負荷の低減 

    等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（化学物質の管理状況等に係る報告） 

第 42 条 条例第 42 条に規定する規則で定める事業所は、次

に掲げる事業所とする。 

(1) 特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律（平成 11 年法律第 86 号）第５

条第２項の届出に係る事業所（届出に係る事業所であっ

たものを含む。） 

(2) その他市長が特に必要と認める事業所 

２ 条例第 42 条に規定する規則で定める事項は、次に掲げる

事項（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の

改善の促進に関する法律第５条第２項の規定に基づき主務

大臣に届け出た事項を除く。）とする。 

(1) 化学物質に係る管理状況及び取扱状況 

(2) 化学物質に係る排出量及び移動量 

(3) 化学物質に係る受入量、保管量、使用量及び出荷量 
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２ 市長は、化学物質に関する知識の普及を図るため、必要

な情報を市民に提供するよう努めるものとする。 

３ 事業者は、取り扱う化学物質に係る管理の状況に関する

情報を市民に提供するよう努めるものとする。 

（化学物質の自主的な管理の推進） 

第 44 条の２ 事業者は、事業活動を行うに当たり、当該事業

所で製造し、使用し、処理し、排出し、又は保管する化学

物質に関する情報の収集及び整理に努めなければならな

い。 

第３節 環境の保全に係る組織体制の整備 

（環境の保全に係る組織体制の整備） 

第 45 条 事業者は、次条の指針に従い、事業活動を行うに当

たり、環境への負荷を低減するため、事業内容、事業所の

形態等に応じ、環境の保全に係る組織体制の整備に努めな

ければならない。 

（環境の保全に係る組織体制の整備に関する指針） 

第 46 条 市長は、事業者が実施する環境の保全に係る組織体

制の整備を支援するため、環境の保全に係る組織体制の整

備に関する指針を定め、これを公表しなければならない。 

 

第６章 特定行為の制限等 

第１節 屋外燃焼行為の制限 

第 47 条 何人も、燃焼の際排煙又は悪臭を発生するおそれが

ある合成樹脂、ゴム、木材その他の物で規則で定めるもの

を、屋外において燃焼させてはならない。ただし、次に掲

げる燃焼行為については、この限りでない。 

(1) 規則で定める焼却施設を用いる燃焼行為 

(2) 地域的慣習による催しに伴う燃焼行為その他の規則

で定める燃焼行為（規則で定める物の燃焼に限る。） 

２ 前項第２号の燃焼行為を行う者は、みだりに当該燃焼行

為を行ってはならない。 

３ 市長は、第１項の規定に違反して燃焼行為を行っている

者に対し、当該行為の中止を命ずることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 前２号に掲げるものの削減の対策又は計画 

(5) 災害又は事故による化学物質の漏出時の状況及び措

置 

(6) その他市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 特定行為の制限等 

第１節 屋外燃焼行為の制限 

第 43 条 条例第 47 条第１項に規定する規則で定める物は、

次に掲げる物及びこれらを含む物とする。 

(1) 合成樹脂 

(2) ゴム 

(3) 木材（伐採木及び木の枝を含む。） 

(4) 油脂類（鉱物油及び有機溶剤を含む。） 

(5) 布 

(6) 紙 

２ 条例第47条第１項第１号に規定する規則で定める焼却施

設は、別表第５の１の廃棄物焼却炉に係る基準に適合する

焼却施設とする。 

３ 条例第47条第１項第２号に規定する規則で定める燃焼行

為は、次に掲げる燃焼行為とする。 

(1) 農林業者（日本標準産業分類（統計法（平成 19 年法

律第 53 号）第 28 条第３項の規定により総務大臣が公示

したものをいう。以下同じ。）に定める農業、林業（管

理、補助的経済活動を行う事業所及び園芸サービス業を

除く。）を営む者に限る。）が、自己の農業又は林業の作

業に伴い行う燃焼行為 

(2) 日常生活を営む上で通常行われる燃焼行為であって

軽微なもの 

(3) 屋外レジャーにおいて通常行われる燃焼行為であっ

て軽微なもの 

(4) 教育活動の一環として通常行われる燃焼行為であっ

て軽微なもの 

(5) 地域的慣習による催し又は宗教上の儀式行事に伴う

燃焼行為 

(6) 消火訓練に伴う燃焼行為 

(7) 災害の予防、応急対策又は復旧のために必要な燃焼行

為 

４ 条例第 47 条第１項第２号に規定する規則で定める物は、
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第２節 炭化水素系物質の発散の防止 

第 48 条 炭化水素系物質を車両（交通安全対策基本法（昭和

45 年法律第 110 号）第２条第２号に規定する車両をいう。

以下同じ。）で規則で定めるものにより運搬する事業者は、

当該車両に係る積卸しの作業の際における当該物質の発散

の防止に必要な設備で規則で定めるものを当該車両に設け

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定に違反して必要な設備を設けていな

い事業者に対し、必要な設備を設けるべきことを命ずるこ

とができる。 

第 49 条 削除 

第３節 船舶からの排煙の排出の制限 

第50条 船舶を航行させる者は、横浜港の港湾区域において、

当該船舶から規則で定める濃度以上の排煙を大気中に排出

してはならない。 

２ 市長は、船舶を航行させる者が前項の規定に違反して船

舶から規則で定める濃度以上の排煙を大気中に排出してい

るとき、又はそのおそれがあると認めるときは、その者に

対し、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

第４節 拡声機騒音の規制 

第 51 条 何人も、航空機（航空法（昭和 27 年法律第 231 号）

第２条第１項に規定する航空機をいう。）から拡声機を使用

して宣伝放送を行ってはならない。 

２ 前項に規定するもののほか、何人も、学校教育法（昭和

22 年法律第 26 号）第１条に規定する学校、医療法（昭和

23 年法律第 205 号）第１条の５第１項に規定する病院その

他の特に静穏の保持を必要とする施設の周辺の区域で規則

で定めるものにおいては、屋外において、又は屋内から屋

外に向けて拡声機を使用して宣伝放送を行ってはならな

い。 

３ 前２項に規定するもののほか、屋外において、又は屋内

から屋外に向けて拡声機を使用して宣伝放送を行う者は、

拡声機の使用時間、音量等に関し規則で定める事項を遵守

しなければならない。 

４ 前３項の規定は、宣伝放送のうち公共のためのもの又は

営利を目的としないもので、規則で定めるものには、適用

しない。 

５ 市長は、第２項又は第３項の規定に違反して宣伝放送を

行っている者に対し、当該行為の中止を命ずることができ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

次のとおりとする。 

(1) 前項第１号から第５号まで又は第７号の燃焼行為に

あっては、第１項第３号及び第６号に掲げる物 

(2) 前項第６号の燃焼行為にあっては、第１項各号に掲げ

る物 

第２節 炭化水素系物質の発散の防止 

第44条 条例第48条第１項に規定する規則で定める車両は、

揮発油を運搬するタンクローリーのうち別表第１の68の項

に掲げる給油施設（蒸気返還方式接続設備以外の設備を設

けることにより別表第４の１に定める規制基準に適合する

ものを除く。）において揮発油を注入する作業を行うタンク

ローリーとする。 

２ 条例第 48 条第１項に規定する規則で定める設備は、蒸気

返還方式接続設備とする。 

 

第 45 条 削除 

第３節 船舶からの排煙の排出の制限 

第46条 条例第50条第１項に規定する規則で定める濃度は、

リンゲルマン濃度１度とする。ただし、総トン数が 3,000

トン未満の船舶については、この限りでない。 

 

 

 

 

第４節 拡声機騒音の規制 

（拡声機を使用する宣伝放送の禁止区域） 

第47条 条例第51条第２項に規定する規則で定める区域は、

次に掲げる施設の敷地の周囲 50 メートル以内の区域とす

る。 

(1) 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定す

る学校 

(2) 児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）第７条第１項

に規定する乳児院及び保育所 

(3) 医療法（昭和 23 年法律第 205 号）第１条の５第１項

に規定する病院及び同条第２項に規定する診療所のう

ち患者を入院させるための施設を有する診療所 

(4) 図書館法（昭和 25 年法律第 118 号）第２条第１項に

規定する図書館 

(5) 老人福祉法（昭和 38 年法律第 133 号）第５条の３に

規定する特別養護老人ホーム 

(6) 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供

の推進に関する法律（平成 18 年法律第 77 号）第２条第

７項に規定する幼保連携型認定こども園 

（拡声機を使用する宣伝放送を行う者の遵守事項） 

第48条 条例第51条第３項に規定する規則で定める事項は、

次に掲げる事項とする。 

(1) 午後９時から翌日の午前８時までの間は、拡声機を使

用しないこと。 

(2) 拡声機から発する音量は、別表第 13 の表の午前８時

から午後６時までの欄に掲げる数値の範囲内の音量と

すること。この場合において、音量の測定は、拡声機か

ら発する音を受ける者の居住する建物の敷地内におい

て最も音量の大きい場所で行うものとすること。 
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第５節 飲食店等における夜間騒音の防止 

（夜間における営業に係る騒音の防止に関する指針） 

第 51 条の２ 市長は、次条第１項に規定する飲食店営業若し

くは第 55 条第１項に規定する夜間営業を営む者又は第 60

条第１項に規定する客用駐車施設等管理者が、午後 11 時か

ら翌日の午前６時までの間（以下「夜間」という。）におけ

る営業に伴って発生する騒音を抑制する取組を支援するた

め、夜間における営業に係る騒音の防止に関する指針を定

め、これを公表するものとする。 

（飲食店における音響機器の使用時間の制限） 

第 52 条 次に掲げる地域において食品衛生法施行令（昭和 28

年政令第229号）第35条第１号に掲げる飲食店営業のうち、

設備を設けて客に飲食させる飲食店営業（風俗営業等の規

制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）第２条第１項に規定する風俗営業に該当するものを除

く。以下「飲食店営業」という。）を営む者は、その飲食店

内の規則で定める音響機器（以下この条において「音響機

器」という。）から発する音が外部に漏れない防音装置を講

じた場合を除き、夜間においては、当該飲食店において音

響機器を使用し、又は使用させてはならない。 

(1) 住居系地域 

(2) 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる近隣商業地

域 

(3) 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる用途地域以

外の地域 

２ 市長は、前項各号に掲げる地域において飲食店営業を営

む者が、夜間にその飲食店内において音響機器を使用し、

又は使用させることにより、騒音による公害が生じている

と認めるときは、当該飲食店営業を営む者に対し、夜間に

おける当該音響機器の使用の停止を命じ、又は防音設備の

改善その他必要な措置をとるべきことを命ずることができ

る。 

（飲食店営業に係る営業時間の制限） 

第53条 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる第一種低層

住居専用地域、第二種低層住居専用地域、第一種中高層住

（拡声機騒音の規制が適用されない宣伝放送） 

第 48 条の２ 条例第 51 条第４項に規定する宣伝放送のうち

公共のためのもの又は営利を目的としないもので、規則で

定めるものは、次に掲げるものとする。 

(1) 公職選挙法（昭和 25 年法律第 100 号）の定めるとこ

ろにより、選挙運動又は選挙における政治活動のために

拡声機を使用するもの 

(2) 国又は地方公共団体の業務を行うために拡声機を使

用するもの 

(3) 災害、事故等の警戒及び救助活動のために拡声機を使

用するもの 

(4) 電気、ガス、水道又は電気通信の事業に関し、緊急の

広報活動のために拡声機を使用するもの 

(5) 祭礼、運動会その他地域習慣となっている行事を行う

ために拡声機を使用するもの 

(6) 前各号に掲げるもののほか、公共のために拡声機を使

用するもの又は営利を目的としないで拡声機を使用す

るもので市長が認めるもの 

第５節 飲食店等における夜間騒音の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

（使用時間の制限の対象となる音響機器） 

第 49 条 条例第 52 条第１項に規定する規則で定める音響機

器は、次に掲げる音響機器とする。 

(1) カラオケ機器（伴奏音楽を収録したビデオディスク、

磁気テープその他これらに類するものを再生するなど

し、これに合わせてマイクロホンを使って歌唱ができる

ような機能を有する装置をいう。） 

(2) ステレオセットその他の音声機器 

(3) 拡声装置 

(4) 録音・再生装置 

(5) 楽器 

(6) 有線ラジオ放送装置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（営業時間の制限から除外される飲食店営業を営む者） 

第 50 条 条例第 53 条第１項に規定する規則で定める者は、

次に掲げる飲食店営業を営む者とする。 

- 22 -



横浜市生活環境の保全等に関する条例 
 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

  

居専用地域及び第二種中高層住居専用地域（以下「住居専

用地域」という。）において飲食店営業を営む者（規則で定

める者を除く。次項において同じ。）は、その飲食店の付近

の状況からみて騒音による公害が生ずるおそれがない場合

を除き、午前零時から午前６時までの間（以下「深夜」と

いう。）においては、営業を営んではならない。 

２ 市長は、住居専用地域において飲食店営業を営む者が、

深夜において営業を営んでいることにより、騒音による公

害が生じていると認めるときは、当該飲食店営業を営む者

に対し、深夜における営業の停止を命ずることができる。 

（飲食店に係る外部騒音の防止） 

第54条 住居専用地域以外の地域において飲食店営業を営む

者は、深夜におけるその飲食店に係る外部騒音（当該飲食

店の営業が誘因となって発生する当該飲食店の外部におけ

る人声、自動車の発着音、自動車の扉の開閉音等をいう。

以下この条において同じ。）による公害が生ずることのない

よう努めなければならない。 

２ 市長は、住居専用地域以外の地域において飲食店営業を

営む者が、深夜において営業を営んでいることにより、そ

の飲食店に係る外部騒音により公害が生じていると認める

ときは、当該飲食店営業を営む者に対し、その営業時間を

変更すべきことを勧告することができる。 

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が当該勧告に

従わないで飲食店営業を営んでいるときは、当該飲食店営

業を営む者に対し、その営業時間の変更を命ずることがで

きる。 

（夜間営業に係る届出） 

第 55 条 小売業を営むための店舗の用に供される床面積（以

下「店舗面積」という。）の合計が 500 平方メートルを超え

る一の店舗又は規則で定める業を営むための施設でその面

積（以下「施設面積」という。）が規則で定める規模を超え

るもの（以下「店舗等」という。）において、夜間における

営業（以下「夜間営業」という。）を営もうとする者は、当

該夜間営業を開始する日の 30 日前までに、規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を市長に届け出なければなら

ない。ただし、大規模小売店舗立地法（平成 10 年法律第 91

号）第２条第２項に規定する大規模小売店舗において、夜

間営業を営もうとするときは、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 夜間営業を営む店舗等の名称及び所在地 

(3) 夜間営業を開始する日 

(4) 店舗面積又は施設面積 

(5) 開店及び閉店時刻 

(6) 夜間営業に伴って生ずるおそれがある騒音による公

害の防止の方法に関する計画 

(7) その他規則で定める事項 

２ 前項の届出をした者は、同項第３号から第７号までに掲

げる事項（同項第５号に掲げる事項にあっては、閉店時刻

の繰上げを除く。）の変更をしようとするときは、その変更

の日の 30 日前までに、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

３ 第１項の届出をした者は、同項第１号、第２号又は第５

(1) 移動式店舗で移動しながら営む飲食店営業 

(2) 事業所において、その事業活動に従事する者に利用さ

せるために営む飲食店営業 

(3) ホテル又は旅館の施設内において、その宿泊客のため

に営む飲食店営業 

２ 前項各号に掲げる飲食店営業を営む者のほか、元日の初

もうで又は地域習慣となっている行事が行われる場合の当

該初もうで又は行事が行われる地域において飲食店営業を

営む者は、当該初もうで又は行事が行われる時間又は期間

中に限り、条例第 53 条第１項に規定する規則で定める者と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（夜間営業に係る届出） 

第 51 条 条例第 55 条第１項に規定する規則で定める業は、

日本標準産業分類に定める次に掲げるものとする。 

(1) 音楽・映像記録物賃貸業（別掲を除く） 

(2) 一般公衆浴場業 

(3) その他の公衆浴場業 

(4) ボウリング場 

(5) ゲームセンター 

２ 条例第 55 条第１項に規定する規則で定める規模は、500

平方メートルとする。 

３ 条例第 55 条第１項第７号に規定する規則で定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

(1) 夜間営業を営む店舗等の敷地内における店舗等の位

置 

(2) 夜間営業を営む店舗等の客用の駐車又は駐輪のため

の施設の位置及び収容台数並びに当該施設を利用でき

る時間帯 

(3) 荷さばきを行う場所及び時間帯 

(4) その他夜間営業に伴う騒音による公害の防止に必要

な限度において市長が必要と認める事項 

４ 条例第 55 条第１項の規定による届出は、夜間営業開始届

出書（第 22 号様式）により行うものとする。 

５ 条例第 55 条第２項の規定による届出は、夜間営業に係る

変更計画届出書（第 23 号様式）により行うものとする。 

６ 条例第 55 条第３項の規定による届出は、夜間営業に係る

変更届出書（第 24 号様式）により行うものとする。 

７ 条例第 55 条第４項の規定による届出は、夜間営業に係る
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号に掲げる事項（同項第５号に掲げる事項にあっては、閉

店時刻の繰上げに限る。）の変更をしたときは、その日から

起算して 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

４ 第１項の届出をした者は、当該夜間営業を廃止したとき、

又は同項に規定する者に該当しなくなったときは、その日

から起算して 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

（夜間営業に係る承継） 

第 56 条 前条第１項の届出をした者について相続、合併又は

分割（当該夜間営業を承継させるものに限る。）があったと

きは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設

立した法人又は分割により当該夜間営業を承継した法人

は、当該届出をした者の地位を承継する。 

２ 前項の規定により前条第１項の届出をした者の地位を承

継した者は、その承継のあった日から起算して30日以内に、

その旨を市長に届け出なければならない。 

（夜間営業に係る外部騒音の防止） 

第 57 条 夜間営業を営む者は、夜間営業に係る外部騒音（当

該営業が誘因となって発生するその店舗等の外部における

人声、自動車の発着音、自動車の扉の開閉音等をいう。第

59 条において同じ。）による公害が生ずることのないよう努

めなければならない。 

第 58 条 削除 

（夜間営業に係る指導、勧告及び改善命令） 

第 59 条 市長は、第 55 条第１項又は第２項の届出をした者

に対し、その夜間営業に係る外部騒音を防止するため、必

要な指導及び助言を行うことができる。 

２ 市長は、夜間営業に係る外部騒音により公害が生じてい

ると認めるときは、当該夜間営業を営む者に対し、その営

業時間の変更その他必要な措置をとるよう勧告することが

できる。 

３ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が、当該勧告

に従わないで夜間営業を営んでいるときは、当該夜間営業

を営む者に対し、その営業時間の変更その他必要な措置を

とるべきことを命ずることができる。 

（客用駐車施設等における外部騒音の防止） 

第 60 条 規則で定める業を営むため、規則で定める規模以上

の客用の駐車又は駐輪のための施設（以下「客用駐車施設

等」という。）を管理する者（以下「客用駐車施設等管理者」

という。）は、夜間における当該客用駐車施設等に係る外部

騒音（当該営業が誘因となって発生する当該客用駐車施設

等及びその外部における人声、自動車の発着音、自動車の

扉の開閉音等をいう。以下この条において同じ。）による公

害が生ずることのないよう努めなければならない。 

２ 市長は、客用駐車施設等管理者に対し、夜間における当

該客用駐車施設等に係る外部騒音による公害の防止につい

て、必要な指導及び助言を行うことができる。 

３ 市長は、夜間における当該客用駐車施設等に係る外部騒

音による公害が生じていると認めるときは、当該客用駐車

施設等管理者に対し、必要な措置をとるよう勧告すること

ができる。 

 

廃止等届出書（第 25 号様式）により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（夜間営業に係る承継） 

第 52 条 条例第 56 条第２項の規定による届出は、夜間営業

に係る地位承継届出書（第 26 号様式）により行うものとす

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（客用駐車施設等における外部騒音の防止） 

第 53 条 条例第 60 条第１項に規定する規則で定める業は、

日本標準産業分類に定める次に掲げるものとする。 

(1) 卸売業、小売業（小売業に係るものに限る。） 

(2) 音楽・映像記録物賃貸業（別掲を除く） 

(3) 一般公衆浴場業 

(4) その他の公衆浴場業 

(5) ボウリング場 

(6) ゲームセンター 

２ 条例第 60 条第１項に規定する規則で定める規模は、音が

外部に漏れない構造の部分を除く面積が 1,000 平方メート

ルであることとする。 
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第７章 地下水、土壌及び地盤環境の保全 

第１節 地下水の水質の浄化対策 

（汚染原因調査への協力） 

第 61 条 市長は、地下浸透禁止物質による地下水の水質の汚

濁（以下「地下水汚染」という。）があると認める場合は、

その原因を調査するために必要な最小限度の規模に限り、

他人の所有し、管理し、又は占有する土地の試掘等の調査

を行うことについて、当該土地の所有者、管理者又は占有

者（以下「所有者等」という。）に対し協力を求めることが

できる。 

（事業者による調査） 

第 61 条の２ 市長は、地下水の利用状況及び地下水汚染の状

況等を勘案し、地下水汚染の防止に必要な限度において、

地下水汚染の原因である可能性があると認められる土地に

おいて事業を行っている者又は事業を行っていた者で規則

で定めるものに対し、地下水汚染の原因に係る調査を実施

するよう指導することができる。 

２ 前項の指導を受けた者は、速やかに調査を実施し、その

結果を市長に報告するよう努めるものとする。 

（地下水の水質の浄化に係る措置及び勧告） 

第61条の３ 地下水汚染の原因であることが認められた土地

（以下「地下水汚染原因地」という。）において事業を行っ

ている者（当該地下水汚染原因地において事業を行ってい

る者が当該地下水汚染の原因者でないと認められる場合に

あっては、規則で定める者）は、規則で定めるところによ

り、地下水の水質を浄化するための措置を講じなければな

らない。ただし、土壌汚染対策法第７条第１項第１号に規

定する実施措置又は第66条の２第１項第１号に規定する条

例実施措置により地下水汚染の拡散の防止に係る措置が講

じられるときは、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により措置を講じた者は、その結果を速

やかに市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、第１項に規定する者が同項本文の措置を講じて

いないと認めるときは、その者に対し、地下水の利用状況、

地下水汚染の状況等を勘案し、同項本文の措置を講ずるよ

う勧告することができる。 

 

（地下水の水質の浄化に係る命令等） 

第 61 条の４ 市長は、前条第３項の規定による勧告を受けた

者が当該勧告に従わない場合で、当該勧告に係る地下水汚

染により、現に人の健康に係る被害が生じ、又は生ずるお

それがあると認めるときは、規則で定めるところにより、

その被害を防止するため必要な限度において、当該勧告を

受けた者に対し、相当の期限を定めて、地下水の水質を浄

化するための措置を講ずるよう命ずることができる。 

２ 前項の規定による命令を受けた者が地下水汚染原因地の

所有者等と異なる場合においては、当該地下水汚染原因地

の所有者等は、同項の規定による命令があったときは、当

該命令に係る措置に協力しなければならない。 

（地下水調査記録等の管理） 

第 61 条の５ 第 61 条の２第２項の規定により調査を実施し

た者又は第61条の３第１項本文の規定により措置を講じた

者は、それぞれの記録を作成し、及び保存しておかなけれ

第６章 地下水、土壌及び地盤環境の保全 

第１節 地下水の水質の浄化対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地下水汚染の原因に係る調査） 

第 54 条 条例第 61 条の２第１項に規定する規則で定める者

は、地下水汚染の原因である可能性があると認められる土

地において、当該地下水汚染の原因である地下浸透禁止物

質を製造し、使用し、処理し、又は保管する作業を行って

いた者（相続、合併又は分割によりその地位を承継した者

を含む。）とする。 

 

 

（地下水の水質の浄化に係る措置） 

第 55 条 条例第 61 条の３第１項の規則で定める者は、次に

掲げる者とする。 

(1) 地下水汚染原因地において、当該地下水汚染の原因で

ある地下浸透禁止物質を製造し、使用し、処理し、又は

保管する作業を行っていた者（相続、合併又は分割によ

りその地位を承継した者を含む。） 

(2) 地下水汚染原因地において、条例第 62 条の３第１項

の規定に違反して、同項に規定する汚染土壌（第 59 条

の 16 第１項の基準（以下「土壌溶出量基準」という。）

に適合しないもので、当該基準に適合しない特定有害物

質が当該地下水汚染の原因であるものに限る。）を使用

して埋立て、盛土その他の土地への土砂の堆積を行った

者（相続、合併又は分割によりその地位を承継した者を

含む。） 

２ 条例第61条の３第１項の規定による地下水の水質を浄化

するための措置は、地下水汚染原因地から当該地下水汚染

の拡散を防止する措置とする。 

（地下水の水質の浄化に係る命令等） 

第 56 条 条例第 61 条の４第１項に規定する必要な限度は、

地下水に含まれる地下浸透禁止物質の量について、別表第

15 の左欄に掲げる地下浸透禁止物質の種類ごとに同表の右

欄に掲げる基準値（以下「地下水浄化基準」という。）を超

える地下水に関し、次の各号に掲げる地下水の利用等の状

態に応じて当該各号に定める地点（以下「測定点」という。）

において、当該地下水に含まれる地下浸透禁止物質の量が

地下水浄化基準を超えないこととする。ただし、同項の命

令を２以上の者に対して行う場合は、当該命令に係る地下

水の測定点における測定値が地下水浄化基準を超えないこ

ととなるようにそれらの者に係る地下水汚染原因地におけ

る地下浸透禁止物質を含む水その他の液体の地下への浸透

が当該地下水汚染の原因となると認められる程度に応じて

市長が定める当該地下水に含まれる地下浸透禁止物質の量

の削減目標（以下「削減目標」という。）を達成することと
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ばならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、同項の記録を作成した時点に

おいて、同項に規定する者が地下水汚染の原因である可能

性があると認められる土地又は地下水汚染原因地（以下「地

下水汚染原因地等」という。）の全部又は一部を所有してい

ない場合は、同項に規定する者は、当該記録をその時点に

おいて地下水汚染原因地等を所有している者に交付すると

ともに、当該地下水汚染原因地等を借り受けている者があ

るときは、当該記録の写しを当該地下水汚染原因地等を借

り受けている者に交付しなければならない。 

３ 前２項の規定により第１項の記録の保存を行い、又は交

付を受けた者は、地下水汚染原因地等の全部若しくは一部

を譲渡しようとするとき、又は借り受けていた地下水汚染

原因地等の全部若しくは一部を返還しようとするときにあ

っては同項の記録を、地下水汚染原因地等の全部又は一部

を貸与しようとするときにあっては同項の記録の写しを、

地下水汚染原因地等を譲渡し、若しくは返還し、又は貸与

しようとする相手方に交付しなければならない。地下水汚

染原因地等を譲り受け、又は地下水汚染原因地等の返還若

しくは貸与を受けた者にあっても、同様とする。 

 

第２節 土地の形質の変更に伴う公害の防止 

（土地の形質の変更に伴う公害の防止） 

第 62 条 土地の掘削等その他の土地の形質の変更（以下「土

地の形質の変更」という。）を行おうとする者は、当該土地

の土壌の汚染状態及び当該土地に埋め立てられた物の状態

に配慮し、次条の指針に従い、汚染された土壌又は埋め立

てられた物に起因する公害が発生しない方法により行うよ

うに努めなければならない。 

（土地の形質の変更に伴う公害の防止に関する指針） 

第 62 条の２ 市長は、土地の形質の変更を行おうとする者の

汚染された土壌又は埋め立てられた物に起因する公害の防

止に係る取組を支援するため、土地の形質の変更に伴う公

害の防止に関する指針を定め、これを公表しなければなら

ない。 

（汚染土壌による埋立て等の禁止等） 

第 62 条の３ 何人も、特定有害物質又はダイオキシン類によ

る汚染状態が規則で定める基準に適合していない土壌（以

下この条において「汚染土壌」という。）を使用して埋立て、

盛土その他の土地への土砂の堆積（以下この条において「埋

立て等」という。）を行ってはならない。ただし、次に掲げ

る行為にあっては、この限りでない。 

(1) 土壌汚染対策法（以下この項及び次節において「法」

という。）第９条各号又は第 66 条の３各号に掲げる行為

で、法第６条第１項又は第 66 条第１項の規定による指

定に係る区域内において掘削した汚染土壌を当該区域

内に埋め戻す行為 

(2) 法第11条第１項又は第67条第１項の規定による指定

に係る区域内において掘削した汚染土壌を当該区域内

に埋め戻す行為 

(3) 法第18条第１項第２号若しくは第３号又は第69条の

３第１項第２号に規定する土地の形質の変更に使用す

る行為 

する。 

(1) 人の飲用に供せられ、又は供せられることが確実であ

る場合（次号に掲げる場合を除く。） 井戸のストレー

ナー、揚水機の取水口その他の地下水の取水口 

(2) 水質汚濁に係る環境基準について（昭和 46 年環境庁

告示第 59 号。以下「環境庁告示第 59 号」という。）（地

下浸透禁止物質に該当する物質に係るものに限る。）に

おいて定める基準及びダイオキシン類による大気の汚

染、水質の汚濁及び土壌の汚染に係る環境基準について

（平成 11 年環境庁告示第 68 号。以下「環境庁告示第

68 号」という。）において定める基準が確保されない公

共用水域の水質の汚濁の主たる原因となり、又は原因と

なることが確実である場合 地下水の公共用水域への

湧出口に近接する井戸のストレーナー、揚水機の取水口

その他の地下水の取水口 

２ 地下水浄化基準及び削減目標は、ダイオキシン類にあっ

ては規格Ｋ0312 に定める方法、ダイオキシン類以外の地下

浸透禁止物質にあっては水質汚濁防止法施行規則第９条の

４の規定に基づく環境大臣が定める測定方法（平成８年環

境庁告示第 55 号）に定める方法により測定した場合におけ

る測定値によるものとする。 

第２節 土地の形質の変更に伴う公害の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土壌の汚染状態の基準） 

第 57 条 条例第 62 条の３第１項の規則で定める基準は、土

壌溶出量基準、第 59 条の 16 第２項の基準（以下「土壌含

有量基準」という。）又は第 60 条の４の基準とする。 

（生活環境を保全するために必要な措置） 

第 58 条 条例第 62 条の３第１項第４号の規則で定める措置

は、特定有害物質若しくはダイオキシン類又はこれらを含

む固体若しくは液体の飛散、揮散、流出及び地下への浸透

並びに悪臭の発散を防止するための措置とする。 
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(4) 生活環境を保全するために必要な措置として規則で

定める措置が講じられている行為 

２ 土地の所有者等は、前項の規定に違反することとなる埋

立て等を行わせるために、その所有し、管理し、又は占有

する土地を譲渡し、又は使用させてはならない。 

３ 市長は、第１項の規定に違反して汚染土壌による埋立て

等が行われ、又は行われるおそれがあると認めるときは、

当該埋立て等を行い、若しくは行おうとする者又は当該埋

立て等に係る土地の所有者等に対し、必要な措置を講ずる

よう勧告することができる。 

第２節の２ 特定有害物質による土壌の汚染 

の防止等 

（用語の定義） 

第 63 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 土壌汚染状況調査 法第２条第２項に規定する土壌

汚染状況調査をいう。 

(2) 指定調査機関 法第３条第８項に規定する指定調査

機関をいう。 

(3) 特定有害物質使用等事業所 特定有害物質若しくは

特定有害物質を含む固体若しくは液体の製造、使用、処

理、保管若しくは貯蔵（以下「特定有害物質の使用等」

という。）を行う事業所又は過去において特定有害物質

の使用等を行った事業所をいう。 

（特定有害物質の使用状況等の記録の管理等） 

第 64 条 特定有害物質使用等事業所を設置している者は、規

則で定めるところにより、当該特定有害物質使用等事業所

における特定有害物質の使用状況その他の規則で定める事

項を調査し、その結果を記録しなければならない。この場

合において、特定有害物質使用等事業所を設置している者

以外に当該特定有害物質使用等事業所の敷地である土地の

所有者等があるときは、規則で定める期間ごとに、当該土

地の所有者等に対し当該記録の写しを送付しなければなら

ない。 

２ 前項の規定による記録をした者又は同項の規定により記

録の写しを送付された者は、規則で定めるところにより、

当該記録又はその写しを保存しなければならない。 

３ 前項の規定による保存を行う特定有害物質使用等事業所

の敷地である土地の所有者等は、当該特定有害物質使用等

事業所の敷地である土地又は敷地であった土地の全部又は

一部を譲渡し、又は貸与しようとするときは、当該記録又

はその写しを当該譲渡又は貸与に係る相手方に交付しなけ

ればならない。特定有害物質使用等事業所の敷地であった

土地を譲り受けた者にあっても、同様とする。 

４ 市長は、前３項の規定に違反している者があるときは、

その者に対し、第１項の規定による調査、記録若しくは送

付、第２項の規定による保存又は前項の規定による交付を

するよう勧告することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節の２ 特定有害物質による土壌の汚染 

の防止等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定有害物質の使用状況等の記録の管理等） 

第 59 条 条例第 64 条第１項の規定による調査は、次項各号

に掲げる事項に係る資料の調査、関係者に対する聞き取り、

現場の踏査その他の必要な調査を毎年１回以上行うととも

に、当該事項に変更がある場合においては、その都度その

状況の調査を行うものとする。 

２ 条例第 64 条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

(1) 特定有害物質使用等事業所の敷地の利用の状況の概

要 

(2) 特定有害物質使用等事業所の敷地の造成の状況の概

要 

(3) 事業活動の概要 

(4) 特定有害物質を含む原材料及び使用薬品等の種類、使

用量、保管場所、保管方法、保管量、使用期間及び使用

状況 

(5) 施設の破損、事故等による特定有害物質の漏出の有

無、時期、場所及び漏出量 

(6) 特定有害物質を含む排水、廃棄物等の発生状況及び排

出経路 

(7) 排水の処理施設及び廃棄物焼却炉その他の廃棄物処

理施設の概要及び場所 

(8) 特定有害物質を含む廃棄物の埋立て等の有無、時期、

場所及び量 

(9) 施設撤去時において特定有害物質が残存し、又は付着

した装置等の解体方法及び解体場所 

(10) 地形、地質等の概要 

(11) その他市長が特に必要と認める事項 

３ 条例第 64 条第１項の規則で定める期間は、１年とする。
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（廃止された特定有害物質使用等事業所の敷地であった土地

等の調査） 

第 64 条の２ 特定有害物質使用等事業所を設置していた者

は、当該特定有害物質使用等事業所を廃止したときは、当

該廃止した日から30日以内に、規則で定めるところにより、

市長にその旨を届け出なければならない。 

２ 廃止された特定有害物質使用等事業所の敷地であった土

地の所有者等であって、当該特定有害物質使用等事業所を

設置していたもの又は次項の規定により市長から通知を受

けたものは、規則で定めるところにより、当該土地の土壌

の特定有害物質による汚染の状況について、指定調査機関

に土壌汚染状況調査の例により調査させて、その結果を市

長に報告しなければならない。ただし、次に掲げる場合は、

この限りでない。 

(1) 当該土地について、法第３条第１項ただし書の規定に

よる確認を受けた場合 

(2) 当該土地について、土壌汚染状況調査（法第 14 条第

３項の規定により土壌汚染状況調査とみなされる調査

及び土壌汚染対策法の一部を改正する法律（平成 21 年

法律第 23 号）による改正前の法第３条第１項又は第４

条第１項の規定による調査を含む。）が行われた場合（当

該土壌汚染状況調査が行われた日から当該特定有害物

質使用等事業所が廃止された日までの間に、当該土地に

おいて特定有害物質の使用等が行われた場合を除く。） 

(3) 規則で定めるところにより、当該土地について予定さ

れている利用の方法からみて、土壌の特定有害物質によ

る汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれがな

い旨の市長の確認を受けた場合 

３ 市長は、第１項の規定による届出を受けた場合その他特

定有害物質使用等事業所が廃止されたことを知った場合に

おいて、当該特定有害物質使用等事業所を設置していた者

ただし、特定有害物質使用等事業所を廃止し、又は特定有

害物質使用等事業所の敷地であった土地の一部の利用の方

法が変更され、当該特定有害物質使用等事業所の敷地以外

の用に供されることとなったときは、当該土地の所有者等

（条例第 61 条に規定する所有者等をいう。以下同じ。）に

最後に記録の写しが送付された日から当該廃止又は変更が

行われる日までの期間とする。 

４ 条例第 64 条第２項の規定による保存は、次の各号に掲げ

る場合に応じ、当該各号に定めるまでの間行うものとする。 

(1) 条例第 64 条第１項の規定による記録をした者が当該

特定有害物質使用等事業所の敷地である土地の所有者

等である場合 当該土地の譲渡に係る同条第３項の規

定による交付を行うまでの間 

(2) 条例第 64 条第１項の規定により記録の写しを送付さ

れた土地の所有者等である場合（前項ただし書に規定す

る場合に記録の写しを送付されたときを除く。） 新た

に記録の写しが送付されるまでの間 

(3) 条例第 64 条第１項の規定により記録の写しを送付さ

れた土地の所有者等である場合（前項ただし書に規定す

る場合に記録の写しを送付されたときに限る。） 当該

土地の譲渡に係る同条第３項の規定による交付を行う

までの間 

（廃止された特定有害物質使用等事業所の敷地であった土地

等の調査） 

第 59 条の２ 条例第 64 条の２第１項（同条第７項において

準用する場合を含む。）の規定による届出は、次に掲げる事

項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 特定有害物質使用等事業所の名称 

(3) 特定有害物質使用等事業所を廃止し、又は特定有害物

質使用等事業所の敷地であった土地の一部の利用の方

法を変更し当該特定有害物質使用等事業所の敷地以外

の用に供することとなったこと（以下「特定有害物質使

用等事業所の廃止等」という。）の理由 

(4) 特定有害物質使用等事業所の廃止等をした年月日 

(5) 特定有害物質使用等事業所の廃止等をした場所 

(6) 特定有害物質使用等事業所の廃止等に係る土地の所

在地 

(7) 特定有害物質使用等事業所の廃止等の対象となる土

地の所有者等の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ

っては、その代表者の氏名 

(8) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 条例第 64 条の２第２項本文（同条第７項において準用す

る場合を含む。以下同じ。）の規定による報告は、次の各号

に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定める日から起算

して 120 日以内に行わなければならない。ただし、当該期

間内に当該報告を行うことができない特別の事情があると

認められるときは、市長は、当該土地の所有者等の申請に

より、その期限を延長することができる。 

(1) 当該土地の所有者等が当該特定有害物質使用等事業

所の廃止等をした者である場合 当該特定有害物質使

用等事業所の廃止等がされた日 
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以外に当該土地の所有者等があるときは、規則で定めると

ころにより、当該土地の所有者等に対し、当該特定有害物

質使用等事業所が廃止された旨その他の規則で定める事項

を通知するものとする。 

４ 市長は、第２項に規定する者が同項の規定による報告を

せず、又は虚偽の報告をしたときは、規則で定めるところ

により、その者に対し、その報告を行い、又はその報告の

内容を是正すべきことを命ずることができる。 

５ 第２項第３号の確認を受けた者は、当該確認に係る土地

の利用の方法の変更をしようとするときは、規則で定める

ところにより、あらかじめ、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

６ 市長は、前項の規定による届出を受けた場合において、

当該変更後の土地の利用の方法からみて土壌の特定有害物

質による汚染により人の健康に係る被害が生ずるおそれが

ないと認められないときは、当該確認を取り消すものとす

る。 

７ 前各項の規定は、特定有害物質使用等事業所を設置して

いる者が当該特定有害物質使用等事業所の敷地であった土

地の一部の利用の方法を変更し、当該特定有害物質使用等

事業所の敷地以外の用に供することとなった場合について

準用する。この場合において、第１項中「設置していた」

とあるのは「設置している」と、「を廃止した」とあるのは

「の敷地であった土地の一部の利用の方法を変更し、当該

特定有害物質使用等事業所の敷地以外の用に供することと

なった」と、「当該廃止した」とあるのは「当該変更した」

と、第２項中「廃止された特定有害物質使用等事業所の敷

地」とあるのは「特定有害物質使用等事業所の敷地の一部」

と、「設置していた」とあるのは「設置している」と、「次

項」とあるのは「第７項において読み替えて準用する次項」

と、同項第２号中「が廃止された」とあるのは「の敷地で

あった土地の一部の利用の方法が変更され当該特定有害物

質使用等事業所の敷地以外の用に供することとなった」と、

第３項中「第１項」とあるのは「第７項において読み替え

て準用する第１項」と、「が廃止された」とあるのは「の敷

地であった土地の一部の利用の方法が変更され当該特定有

害物質使用等事業所の敷地以外の用に供することとなっ

た」と、「設置していた」とあるのは「設置している」と、

第４項中「第２項」とあるのは「第７項において読み替え

て準用する第２項」と、第５項中「第２項第３号」とある

のは「第７項において準用する第２項第３号」と、第６項

中「前項」とあるのは「第７項において読み替えて準用す

る前項」と読み替えるものとする。 

８ 特定有害物質使用等事業所の敷地であった土地の所有者

等が前項において準用する第２項の規定による報告をした

場合における第２項の規定の適用については、同項中「で

あった土地」とあるのは、「であった土地（第７項において

読み替えて準用するこの項の規定による報告に係る部分を

除く。以下この条（第８項を除く。）において同じ。）」とす

る。 

 

 

 

(2) 当該土地の所有者等が条例第 64 条の２第３項（同条

第７項において準用する場合を含む。以下同じ。）の通

知を受けた者である場合 当該通知を受けた日 

(3) 条例第 64 条の２第２項第３号の確認が取り消された

場合 第 59 条の９の通知を受けた日 

３ 条例第 64 条の２第２項本文の規定による報告は、次に掲

げる事項を記載した報告書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 特定有害物質使用等事業所の名称及び当該特定有害

物質使用等事業所の廃止等に係る土地の所在地 

(3) 特定有害物質使用等事業所の廃止等がされた年月日

及び当該特定有害物質使用等事業所又は当該特定有害

物質使用等事業所の敷地の一部であった土地において

製造され、使用され、処理され、保管され、又は貯蔵さ

れていた特定有害物質の種類その他の条例土壌汚染状

況調査（条例第 66 条第１項第１号に規定する条例土壌

汚染状況調査をいう。以下同じ。）の対象となる土地（以

下「条例土壌汚染状況調査の対象地」という。）におい

て土壌の汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基

準に適合していないおそれがある特定有害物質の種類 

(4) 土壌その他の試料の採取を行った地点及び日時、当該

試料の分析の結果、当該分析を行った計量法（平成４年

法律第 51 号）第 107 条の登録を受けた者の氏名又は名

称その他の条例土壌汚染状況調査の結果に関する事項 

(5) 条例土壌汚染状況調査を行った指定調査機関の氏名

又は名称 

(6) 条例土壌汚染状況調査に従事した者を監督した技術

管理者（土壌汚染対策法（以下この節において「法」と

いう。）第 33 条の技術管理者をいう。以下この節におい

て同じ。）の氏名及び技術管理者証（土壌汚染対策法に

基づく指定調査機関及び指定支援法人に関する省令（平

成 14 年環境省令第 23 号）第１条第２項第３号の技術管

理者証をいう。以下この節において同じ。）の交付番号 

４ 前項の報告書には、条例土壌汚染状況調査の対象地の土

壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面を添

付しなければならない。 

（人の健康に係る被害が生ずるおそれがない旨の確認） 

第 59 条の３ 条例第 64 条の２第２項第３号（同条第７項に

おいて準用する場合を含む。以下同じ。）の確認を受けよう

とする土地の所有者等は、次に掲げる事項を記載した申請

書を提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 特定有害物質使用等事業所の名称及び当該特定有害

物質使用等事業所の廃止等に係る土地の所在地 

(3) 特定有害物質使用等事業所の廃止等がされた年月日

及び当該特定有害物質使用等事業所又は当該特定有害

物質使用等事業所の敷地の一部であった土地において

製造され、使用され、処理され、保管され、又は貯蔵さ

れていた特定有害物質の種類 

(4) 確認を受けようとする土地の場所 

(5) 確認を受けようとする土地について予定されている

- 29 -



横浜市生活環境の保全等に関する条例 
 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用の方法 

(6) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 前項の申請書には、条例第 64 条の２第２項本文に規定す

る特定有害物質使用等事業所の敷地であった土地及び同項

第３号の確認を受けようとする土地の場所を明らかにした

図面を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請に係る同項第４号の土地の場所が

次のいずれかに該当することが確実であると認められる場

合に限り、当該土地の場所について、条例第 64 条の２第２

項第３号の確認をするものとする。 

(1) 事業所（当該特定有害物質使用等事業所において事業

の用に供されていた建築物が引き続き当該事業所にお

いて事業の用に供されるものに限る。）の敷地として利

用されること。 

(2) 当該特定有害物質使用等事業所において、事業の用に

供されている建築物と当該事業所の設置者（その者が法

人である場合にあっては、その代表者）の居住の用に供

されている建築物とが同一のものであり、又は近接して

設置されており、かつ、当該居住の用に供されている建

築物が引き続き当該設置者の居住の用に供される場合

において、当該居住の用に供されている建築物の敷地

（これと一体として管理される土地を含む。）として利

用されること。 

４ 条例第64条の２第２項第３号の確認を受けた土地の所有

者等が当該確認に係る土地に関する権利を譲渡し、又は当

該土地の所有者等について相続、合併若しくは分割（当該

確認に係る土地に関する権利を承継させるものに限る。）が

あったときは、その権利を譲り受けた者又は相続人、合併

若しくは分割後存続する法人若しくは合併若しくは分割に

より設立した法人は、当該土地の所有者等の地位を承継す

る。 

５ 前項の規定により土地の所有者等の地位を承継した者

は、遅滞なく、次に掲げる事項を記載した届出書により市

長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例第 64 条の２第２項第３号の確認に係る土地の所

在地及び当該確認を受けた年月日 

(3) 承継した土地の場所 

(4) 承継の年月日 

(5) 被承継者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっ

ては、その代表者の氏名 

(6) 承継の原因 

(7) その他市長が特に必要と認める事項 

（特定有害物質使用等事業所の廃止等の通知） 

第 59 条の４ 条例第 64 条の２第３項の通知は、特定有害物

質使用等事業所の廃止等がされた際の土地の所有者等（当

該土地の所有者等から土地に関する権利を譲り受けた者そ

の他の新たに土地の所有者等となった者が同条第２項の調

査を行うことについて、当該特定有害物質使用等事業所の

廃止等がされた際の土地の所有者等及び当該新たに土地の

所有者等となった者が合意している場合にあっては、当該

新たに土地の所有者等となった者）に対して行うものとす
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（土壌汚染のおそれがある土地の形質の変更が行われる場合

の調査） 

第 65 条 土地の形質の変更をしようとする者は、当該土地の

形質の変更に着手する日の 30 日前までに、規則で定めると

ころにより、当該土地の形質の変更の場所及び着手予定日

その他規則で定める事項を市長に届け出なければならな

い。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

(1) 法第３条第７項及び第４条第１項の規定による届出

に係る行為 

る。 

（特定有害物質使用等事業所の廃止等に関し通知すべき事

項） 

第59条の５ 条例第64条の２第３項の規則で定める事項は、

次のとおりとする。 

(1) 特定有害物質使用等事業所の廃止等がされた年月日

及び当該特定有害物質使用等事業所又は当該特定有害

物質使用等事業所の敷地の一部であった土地において

製造され、使用され、処理され、保管され、又は貯蔵さ

れていた特定有害物質の種類 

(2) 特定有害物質使用等事業所の名称及び当該特定有害

物質使用等事業所の廃止等に係る土地の所在地 

(3) 条例第 64 条の２第２項の規定による報告を行うべき

期限 

（条例土壌汚染状況調査の結果の報告を行うべき旨又はその

報告の内容を是正すべき旨の命令） 

第 59 条の６ 条例第 64 条の２第４項（同条第７項において

準用する場合を含む。）に規定する命令は、相当の履行期限

を定めて、書面により行うものとする。 

（条例第64条の２第２項第３号の確認に係る土地の利用の方

法の変更の届出） 

第 59 条の７ 条例第 64 条の２第５項（同条第７項において

準用する場合を含む。）の届出は、次に掲げる事項を記載し

た届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例第 64 条の２第２項第３号の確認に係る土地の所

在地及び当該確認を受けた年月日 

(3) 利用の方法を変更しようとする土地の場所 

(4) 当該変更後の当該確認に係る土地の利用の方法 

(5) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 前項の届出書には、条例第 64 条の２第２項本文に規定す

る特定有害物質使用等事業所の敷地であった土地及び同項

第３号の確認を受けた土地の場所を明らかにした図面を添

付しなければならない。 

（条例第 64 条の２第２項第３号の確認の取消しを行う場所） 

第 59 条の８ 条例第 64 条の２第６項（同条第７項において

準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による同条第２項

第３号の確認の取消しは、前条第１項第３号の土地の場所

について行うものとする。 

（条例第 64 条の２第２項第３号の確認の取消しの通知） 

第 59 条の９ 市長は、条例第 64 条の２第６項の規定により

同条第２項第３号の確認を取り消したときは、遅滞なく、

その旨を当該確認に係る土地の所有者等に通知するものと

する。 

（条例第 65 条第１項の土地の形質の変更の届出） 

第 59 条の 10 条例第 65 条第１項の届出は、次に掲げる図面

及び書類を添付して行うものとする。 

(1) 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにし

た平面図、立面図及び断面図 

(2) 土地の形質の変更をしようとする者が当該土地の所

有者等でない場合にあっては、登記事項証明書その他の

当該土地の所有者等の所在が明らかとなる書面 
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(2) 法第９条第１号及び第２号に掲げる行為 

(3) 法第 11 条第１項の規定による指定に係る区域内にお

ける行為 

(4) 特定有害物質使用等事業所の敷地である土地又は敷

地であった土地以外の土地にあっては、その対象となる

土地の面積が規則で定める規模未満の土地の形質の変

更をする行為 

(5) 軽易な行為その他の行為であって、規則で定めるもの 

(6) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

２ 前項に規定する者は、規則で定めるところにより、当該

土地の所有者等の全員の同意を得て、当該土地の土壌の特

定有害物質による汚染の状況について、指定調査機関に土

壌汚染状況調査の例により調査させて、同項の規定による

土地の形質の変更の届出に併せて、その結果を市長に提出

することができる。 

３ 市長は、第１項の規定による土地の形質の変更の届出を

受けた場合において、当該土地が特定有害物質によって汚

染されているおそれがあるものとして規則で定める基準に

該当すると認めるときは、規則で定めるところにより、当

該土地の土壌の特定有害物質による汚染の状況について、

当該土地の所有者等に対し、指定調査機関に土壌汚染状況

調査の例により調査させて、その結果を報告することを命

ずることができる。ただし、前項の規定により当該土地の

土壌汚染状況調査の例により調査した結果の提出があった

場合は、この限りでない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 59 条の 11 条例第 65 条第１項の規則で定める事項は、次

のとおりとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 土地の形質の変更の対象となる土地の所在地 

(3) 土地の形質の変更の対象となる土地の面積及び当該

土地の形質の変更に係る部分の深さ 

(4) 土地の形質の変更の場所の全部又は一部が特定有害

物質使用等事業所の敷地である土地である場合にあっ

ては、当該特定有害物質使用等事業所の名称及び当該特

定有害物質使用等事業所において製造され、使用され、

処理され、保管され、又は貯蔵されていた特定有害物質

の種類 

(5) その他市長が特に必要と認める事項 

（条例第65条第１項の土地の形質の変更の届出の対象となら

ない土地の規模） 

第 59 条の 12 条例第 65 条第１項第４号の規則で定める規模

は、2,000 平方メートルとする。 

（条例第65条第１項の土地の形質の変更の届出を要しない行

為） 

第 59 条の 13 条例第 65 条第１項第５号の規則で定める行為

は、次に掲げる行為とする。 

(1) 次のいずれにも該当する行為 

ア 土壌を当該土地の形質の変更の対象となる土地の

区域外（当該土地の形質の変更の場所の全部が事業所

の敷地内である場合にあっては、当該事業所の敷地

外）へ搬出しないこと。 

イ 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更を行

わないこと。 

(2) 農業を営むために通常行われる行為であって、前号ア

に該当するもの 

(3) 林業の用に供する作業路網の整備であって、第１号ア

に該当するもの 

(4) 土壌又は地質に関する調査のための試料の採取を行

うもの 

(5) 土壌汚染対策法施行規則（平成 14 年環境省令第 29

号。以下この節において「法施行規則」という。）第 25

条第５号の規定により市長が指定した土地において行

われる土地の形質の変更 

（条例土壌汚染状況調査の結果の提出に係る土地の所有者等

の同意） 

第59条の13の２ 条例第65条第２項の規定による土地の所

有者等の同意は、同条第１項の規定による届出に係る土地

の形質の変更の場所を記載した書面により行うものとす

る。 

（条例第 65 条第２項の調査の結果の提出） 

第 59 条の 13 の３ 条例第 65 条第２項の結果の提出は、次に

掲げる事項を記載した報告書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例土壌汚染状況調査を行った場所 

(3) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さ（法

施行規則第４条第４項に規定する最大形質変更深さを
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いう。以下同じ。）より１メートルを超える深さの位置

について試料採取等（法施行規則第３条第２項に規定す

る試料採取等をいう。以下同じ。）の対象としなかった

場合はその旨、当該試料採取等の対象としなかった深さ

の位置及び当該深さの位置の土壌の汚染状態が土壌溶

出量基準又は土壌含有量基準に適合していないおそれ

がある特定有害物質の種類 

(4) 条例土壌汚染状況調査の対象地において土壌の汚染

状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合して

いないおそれがある特定有害物質の種類 

(5) 土壌その他の試料の採取を行った地点及び深さ、日

時、当該試料の分析の結果、当該分析を行った計量法第

107 条の登録を受けた者の氏名又は名称その他の条例

土壌汚染状況調査の結果に関する事項 

(6) 条例土壌汚染状況調査を行った指定調査機関の氏名

又は名称 

(7) 条例土壌汚染状況調査に従事した者を監督した技術

管理者の氏名及び技術管理者証の交付番号 

(8) 土地の形質の変更をしようとする者が条例土壌汚染

状況調査に係る土地の所有者等でない場合にあっては、

当該土地の所有者等の氏名又は名称 

２ 前項の報告書には、条例土壌汚染状況調査の対象地の土

壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面及び

条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さより１メ

ートルを超える深さの位置について試料採取等の対象とし

なかった場合は当該試料採取等の対象としなかった深さの

位置を明らかにした図面を添付しなければならない。 

（特定有害物質によって汚染されているおそれがある土地の

基準） 

第 59 条の 14 条例第 65 条第３項の規則で定める基準は、次

のいずれかに該当することとする。 

(1) 土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量基

準又は土壌含有量基準に適合しないことが明らかであ

る土地であること。 

(2) 特定有害物質又は特定有害物質を含む固体若しくは

液体が埋められ、飛散し、流出し、又は地下に浸透した

土地であること。 

(3) 特定有害物質使用等事業所の敷地である土地である

こと。 

(4) 前２号に掲げる土地と同等程度に土壌の特定有害物

質による汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基

準に適合しないおそれがある土地であること。 

（条例第65条第１項に規定する届出に係る土地における条例

土壌汚染状況調査の命令） 

第 59 条の 15 条例第 65 条第３項に規定する命令は、次に掲

げる事項を記載した書面により行うものとする。 

(1) 条例第 65 条第３項に規定する調査の対象となる土地

の場所及び特定有害物質の種類並びにその理由 

(2) 条例第 65 条第３項に規定する命令に係る報告を行う

べき期限 

（条例第 65 条第３項に規定する命令に係る報告） 

第59条の15の２ 条例第65条第３項に規定する命令に係る

報告は、次に掲げる事項を記載した報告書により行うもの
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（条例要措置区域の指定等） 

第 66 条 市長は、土地が次の各号のいずれにも該当すると認

める場合には、当該土地の区域を、その土地が特定有害物

質によって汚染されており、当該汚染による人の健康に係

る被害を防止するため当該汚染の除去、当該汚染の拡散の

防止その他の措置（以下「汚染の除去等の措置」という。）

を講ずることが必要な区域として指定するものとする。た

だし、当該土地が法第６条第４項に規定する要措置区域（以

下「要措置区域」という。）に含まれるときは、この限りで

ない。 

(1) 第 64 条の２第２項（同条第７項において読み替えて

準用する場合を含む。）又は前条第２項若しくは第３項

本文の規定による調査（以下「条例土壌汚染状況調査」

という。）の結果、当該土地の土壌の特定有害物質によ

る汚染状態が規則で定める基準に適合しないこと。 

(2) 土壌の特定有害物質による汚染により、人の健康に係

る被害が生じ、又は生ずるおそれがあるものとして規則

で定める基準に該当すること。 

２ 市長は、前項の規定による指定をするときは、規則で定

めるところにより、その旨を告示しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定は、前項の規定による告示によ

ってその効力を生ずる。 

４ 市長は、汚染の除去等の措置により、第１項の規定によ

る指定に係る区域（以下「条例要措置区域」という。）の全

部又は一部について同項の規定による指定の事由がなくな

とする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例第 65 条第３項に規定する命令を受けた年月日 

(3) 条例土壌汚染状況調査を行った場所 

(4) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合はその旨、当該試料採取等の対

象としなかった深さの位置及び当該深さの位置の土壌

の汚染状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適

合していないおそれがある特定有害物質の種類 

(5) 条例土壌汚染状況調査の対象地において土壌の汚染

状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合して

いないおそれがある特定有害物質の種類 

(6) 土土壌その他の試料の採取を行った地点及び深さ、日

時、当該試料の分析の結果、当該分析を行った計量法第

107 条の登録を受けた者の氏名又は名称その他の条例

土壌汚染状況調査の結果に関する事項 

(7) 条例土壌汚染状況調査を行った指定調査機関の氏名

又は名称 

(8) 条例土壌汚染状況調査に従事した者を監督した技術

管理者の氏名及び技術管理者証の交付番号 

２ 前項の報告書には、条例土壌汚染状況調査の対象地の土

壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面及び

条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さより１メ

ートルを超える深さの位置について試料採取等の対象とし

なかった場合は当該試料採取等の対象としなかった深さの

位置を明らかにした図面を添付しなければならない。 

（区域の指定に係る基準） 

第 59 条の 16 条例第 66 条第１項第１号の規則で定める基準

のうち土壌に水を加えた場合に溶出する特定有害物質の量

に関するものは、特定有害物質の量を法施行規則第６条第

３項第４号の規定により環境大臣が定める方法により測定

した結果が、法施行規則別表第４の上欄に掲げる特定有害

物質の種類の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる要

件に該当することとする。 

２ 条例第66条第１項第１号の規則で定める基準のうち土壌

に含まれる特定有害物質の量に関するものは、特定有害物

質の量を法施行規則第６条第４項第２号の規定により環境

大臣が定める方法により測定した結果が、法施行規則別表

第５の上欄に掲げる特定有害物質の種類の区分に応じ、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる要件に該当することとする。 

第 59 条の 17 条例第 66 条第１項第２号に規定する規則で定

める基準は、次のいずれにも該当することとする。 

(1) 次のいずれかに該当すること。 

ア 土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌溶出量

基準に適合しない土地にあっては、当該土地又はその

周辺の土地にある地下水の流動、利用状況その他の状

況等からみて、地下水汚染が生じているとすれば地下

水汚染が拡大するおそれがあると認められる区域に、

次のいずれかの地点があること。 

(ｱ) 地下水を人の飲用に供するために用い、又は用

いることが確実である井戸のストレーナー、揚水
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ったと認めるときは、当該条例要措置区域の全部又は一部

について同項の規定による指定を解除するものとする。 

５ 第２項及び第３項の規定は、前項の規定による解除につ

いて準用する。 

６ 条例要措置区域の全部又は一部について、法第６条第１

項の規定による指定がされた場合においては、当該条例要

措置区域の全部又は一部について第１項の規定による指定

が解除されたものとする。この場合において、同条第２項

の規定による公示が行われたときは、前項において準用す

る第２項の規定による解除の告示をしたものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（条例汚染除去等計画の提出等） 

第 66 条の２ 市長は、前条第１項の規定による指定をしたと

きは、規則で定めるところにより、当該汚染による人の健

康に係る被害を防止するため必要な限度において、条例要

措置区域内の土地の所有者等に対し、当該条例要措置区域

内において講ずべき汚染の除去等の措置及びその理由、当

該措置を講ずべき期限その他規則で定める事項を示して、

機の取水口その他の地下水の取水口 

(ｲ) 地下水を水道法（昭和 32 年法律第 177 号）第３

条第２項に規定する水道事業（同条第５項に規定

する水道用水供給事業者により供給される水道水

のみをその用に供するものを除く。）、同条第４項

に規定する水道用水供給事業又は同条第６項に規

定する専用水道のための原水として取り入れるた

めに用い、又は用いることが確実である取水施設

の取水口 

(ｳ) 法施行規則第７条第１項に規定する地下水基準

に適合しない地下水の湧出を主たる原因として、

水質の汚濁に係る環境上の条件についての環境基

本法（平成５年法律第 91 号）第 16 条第１項の基

準が確保されない水質の汚濁が生じ、又は生ずる

ことが確実である公共用水域の地点 

イ 土壌の特定有害物質による汚染状態が土壌含有量

基準に適合しない土地にあっては、当該土地が人が立

ち入ることができる土地であること。 

  (2) 条例第66条の２第４項の技術的基準に適合する汚染

の除去等の措置（条例第 66 条第１項に規定する汚染の

除去等の措置をいう。以下同じ。）が講じられていない

こと。 

（条例要措置区域の指定の告示） 

第 59 条の 18 条例第 66 条第２項（同条第５項において準用

する場合を含む。）の条例要措置区域（同条第４項に規定す

る条例要措置区域をいう。以下同じ。）の指定（同条第５項

において準用する場合にあっては、指定の解除）の告示は、

次に掲げる事項を明示して、横浜市報に登載して行うもの

とする。 

(1) 当該指定をする旨（条例第 66 条第５項において準用

する場合にあっては、当該指定の解除をする旨） 

(2) 当該条例要措置区域 

(3) 当該条例要措置区域において土壌の汚染状態が土壌

溶出量基準又は土壌含有量基準に適合していない特定

有害物質の種類 

(4) 当該条例要措置区域において講ずべき汚染の除去等

の措置（条例第 66 条第５項において準用する場合にあ

っては、当該条例要措置区域において講じられた条例実

施措置（条例第 66 条の２第１項第１号に規定する条例

実施措置をいう。以下同じ。）） 

２ 前項第２号の条例要措置区域の明示については、次のい

ずれかによることとする。 

(1) 区名、町名及び地番 

(2) 一定の地物、施設若しくは工作物又はこれらからの距

離及び方向 

(3) 平面図 

（条例汚染除去等計画の作成及び提出の指示） 

第59条の19 条例第66条の２第１項本文に規定する指示は、

書面により行うものとする。 

（条例汚染除去等計画の作成及び提出の指示において示す事

項） 

第59条の19の２ 条例第66条の２第１項本文の規則で定め

る事項は、次のとおりとする。 
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次に掲げる事項を記載した計画（以下「条例汚染除去等計

画」という。）を作成し、これを市長に提出すべきことを指

示するものとする。ただし、当該土地の所有者等以外の者

の行為によって当該土地の土壌の特定有害物質による汚染

が生じたことが明らかな場合であって、その行為をした者

（相続、合併又は分割によりその地位を承継した者を含む。

以下この項において同じ。）に汚染の除去等の措置を講じさ

せることが相当であると認められ、かつ、これを講じさせ

ることについて当該土地の所有者等に異議がないときは、

規則で定めるところにより、その行為をした者に対し、指

示するものとする。 

(1) 市長により示された汚染の除去等の措置及びこれと

同等以上の効果を有すると認められる汚染の除去等の措

置として規則で定めるもののうち、当該土地の所有者等

（この項ただし書に規定するときにあっては、同項ただ

し書の規定により市長から指示を受けた者）が講じよう

とする措置（以下「条例実施措置」という。） 

(2) 条例実施措置の着手予定時期及び完了予定時期 

(3) その他規則で定める事項 

２ 市長は、前項の規定により市長から指示を受けた者が条

例汚染除去等計画を提出しないときは、その者に対し、条

例汚染除去等計画を提出すべきことを命ずることができ

る。 

３ 条例汚染除去等計画の提出をした者は、第１項各号に掲

げる事項の変更（規則で定める軽微な変更を除く。）をした

ときは、規則で定めるところにより、変更後の条例汚染除

去等計画を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、条例汚染除去等計画（条例汚染除去等計画の変

更があったときは、その変更後のもの。以下この項から第

９項まで、次条第１号及び第 66 条の４において同じ。）の

提出があった場合において、当該条例汚染除去等計画に記

載された条例実施措置が規則で定める技術的基準（次項に

おいて「技術的基準」という。）に適合していないと認める

ときは、その提出があった日から起算して30日以内に限り、

当該提出をした者に対し、その変更を命ずることができる。 

５ 市長は、条例汚染除去等計画の提出があった場合におい

て、当該条例汚染除去等計画に記載された条例実施措置が

技術的基準に適合していると認めるときは、前項に規定す

る期間を短縮することができる。この場合において、市長

は、当該提出をした者に対し、遅滞なく、短縮後の期間を

通知しなければならない。 

６ 条例汚染除去等計画の提出をした者は、第４項に規定す

る期間（前項の規定による通知があったときは、その通知

に係る期間）を経過した後でなければ、条例実施措置を講

じてはならない。 

７ 条例汚染除去等計画の提出をした者は、当該条例汚染除

去等計画に従って条例実施措置を講じなければならない。 

８ 市長は、条例汚染除去等計画の提出をした者が当該条例

汚染除去等計画に従って条例実施措置を講じていないと認

めるときは、その者に対し、当該条例実施措置を講ずべき

ことを命ずることができる。 

９ 条例汚染除去等計画の提出をした者は、当該条例汚染除

去等計画に記載された条例実施措置を講じたときは、規則

(1) 汚染の除去等の措置を講ずべき条例要措置区域の場

所 

(2) 条例汚染除去等計画（条例第 66 条の２第１項に規定

する条例汚染除去等計画をいう。以下同じ。）を提出す

べき期限 

２ 条例第 66 条の２第１項本文の措置を講ずべき期限は、汚

染の除去等の措置を講ずべき条例要措置区域の場所、当該

条例要措置区域内の土地の土壌の特定有害物質による汚染

状態、当該条例要措置区域内の土地の所有者等の経理的基

礎及び技術的能力等を勘案し、相当なものとなるよう示す

ものとする。 

３ 第１項第１号の条例要措置区域の場所は、当該条例要措

置区域若しくはその周辺の土地の土壌又は当該条例要措置

区域若しくはその周辺の土地にある地下水の特定有害物質

による汚染状態等を勘案し、人の健康に係る被害を防止す

るため必要な限度において示すものとする。 

４ 第１項第２号の条例汚染除去等計画を提出すべき期限

は、基準不適合土壌（法施行規則第３条の２第１号に規定

する基準不適合土壌をいう。以下同じ。）のある範囲及び深

さを把握するための調査に要する期間等を勘案し、相当な

ものとなるよう示すものとする。 

（土壌汚染を生じさせる行為をした者に対する指示） 

第 59 条の 20 条例第 66 条の２第１項ただし書に規定する指

示は、特定有害物質又は特定有害物質を含む固体若しくは

液体を埋め、飛散させ、流出させ、又は地下へ浸透させる

行為をした者（相続、合併又は分割によりその地位を承継

した者を含む。）に対して行うものとする。ただし、当該行

為が次に掲げる行為に該当する場合は、この限りでない。 

(1) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条の２第２

項に規定する一般廃棄物処理基準に従って行う同法第

２条第２項に規定する一般廃棄物の埋立処分 

(2) 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第 12 条第１項に

規定する産業廃棄物処理基準又は同法第 12 条の２第１

項に規定する特別管理産業廃棄物処理基準に従って行

う同法第２条第４項に規定する産業廃棄物の埋立処分 

(3) 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和

45 年法律第 136 号）第 10 条第２項第４号に規定する基

準に従って行う同法第３条第６号に規定する廃棄物の

排出 

２ 条例第 66 条の２第１項ただし書に規定する指示は、２以

上の者に対して行う場合には、当該２以上の者が当該土地

の土壌の特定有害物質による汚染を生じさせたと認められ

る程度を勘案して行うものとする。 

３ 前２条の規定は、条例第 66 条の２第１項ただし書に規定

する指示について準用する。この場合において、前条第２

項中「当該条例要措置区域内の土地の所有者等」とあるの

は、「当該土壌汚染を生じさせる行為をした者（相続、合併

又は分割によりその地位を承継した者を含む。）」と読み替

えるものとする。 

（条例第66条の２第１項の規定により指示する汚染の除去等

の措置及び指示された汚染の除去等の措置と同等以上の効

果を有すると認められるもの） 

第 59 条の 21 条例第 66 条の２第１項の規定により指示する
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で定めるところにより、その旨を市長に報告しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

汚染の除去等の措置は、法施行規則別表第６の上欄に掲げ

る土地の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に定める措置と

する。 

２ 条例第66条の２第１項第１号の規則で定める汚染の除去

等の措置は、法施行規則別表第６の上欄に掲げる土地の区

分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める措置とする。 

（条例汚染除去等計画の記載事項） 

第 59 条の 22 条例第 66 条の２第１項第３号の規則で定める

事項は、次のとおりとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 汚染の除去等の措置を講ずべき条例要措置区域の所

在地 

(3) 条例実施措置を選択した理由 

(4) 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで又は 10 の項第２

号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測定そ

の他の方法により、条例汚染除去等計画の作成のために

必要な情報を把握した場合にあっては、土壌その他の試

料の採取を行った地点及び日時、当該試料の分析の結

果、当該分析を行った計量法第 107 条の登録を受けた者

の氏名又は名称その他の調査の結果に関する事項 

(5) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について汚染の除去等の措置を講ずるときは、法施行

規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた方法

により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした調査に係る土壌その他の試料の採取を行った

地点及び日時、当該試料の分析の結果、当該分析を行っ

た計量法第 107 条の登録を受けた者の氏名又は名称そ

の他の調査の結果に関する事項 

(6) 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が

条例要措置区域内の帯水層に接する場合にあっては、基

準不適合土壌、特定有害物質又は特定有害物質を含む液

体の飛散、揮散又は流出（以下この節において「飛散等」

という。）、地下への浸透及び地下水汚染の拡大を防止す

るために講ずる措置 

(7) 前号に定めるもののほか、基準不適合土壌、特定有害

物質又は特定有害物質を含む液体の飛散等を防止する

ために講ずる措置 

(8) 条例実施措置の施行中に基準不適合土壌、特定有害物

質又は特定有害物質を含む液体の飛散等、地下への浸透

又は地下水汚染の拡大が確認された場合における対応

方法 

(9) 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における

対応方法 

(10) 土壌を掘削する範囲及び深さと地下水位との位置関

係 

(11) 条例要措置区域外から搬入された土壌を使用する場

合にあっては、当該土壌の特定有害物質による汚染状態

を把握するための法施行規則第６条第１項第２号に規

定する土壌溶出量調査及び同号に規定する土壌含有量
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調査における試料採取の頻度並びに当該土壌の使用方

法 

(12) 条例要措置区域の指定に係る条例土壌汚染状況調査

と一の条例土壌汚染状況調査により指定された他の条

例要措置区域から搬出された条例汚染土壌（条例第 69

条第１項に規定する条例汚染土壌をいう。以下同じ。）

を使用する場合にあっては、当該他の条例要措置区域の

汚染状態及び当該条例汚染土壌の使用方法 

(13) 条例実施措置の種類の区分に応じ、法施行規則別表第

７の中欄に定める事項 

（条例汚染除去等計画の提出） 

第 59 条の 22 の２ 条例汚染除去等計画には、次に掲げる図

面を添付しなければならない。 

(1) 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで又は 10 の項第２

号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測定そ

の他の方法により、条例汚染除去等計画の作成のために

必要な情報を把握した場合にあっては、汚染の除去等の

措置を講ずべき条例要措置区域内の土地の土壌の特定

有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

(2) 汚染の除去等の措置を講ずべき条例要措置区域の場

所及び条例実施措置の施行方法を明らかにした平面図、

立面図及び断面図 

(3) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について汚染の除去等の措置を講ずるときは、法施行

規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた方法

により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした図面 

（軽微な変更） 

第59条の22の３ 条例第66条の２第３項の規則で定める軽

微な変更は、次のとおりとする。 

(1) 条例実施措置の着手予定時期の変更 

(2) 条例実施措置の完了予定時期に係る変更であって、条

例第 66 条の２第１項本文の規定により市長が示した措

置を講ずべき期限までのもの 

(3) 基準不適合土壌、特定有害物質又は特定有害物質を含

む液体の飛散等、地下への浸透及び地下水汚染の拡大を

防止するために講ずる措置を、当該措置と同等以上の効

果を有する措置に変更するもの 

(4) 条例実施措置の種類の区分に応じ、法施行規則別表第

７の下欄に定める事項に係る変更 

（変更後の条例汚染除去等計画の提出） 

第59条の22の４ 条例第66条の２第３項の変更後の条例汚

染除去等計画の提出は、変更後の同条第１項各号に掲げる

事項を記載した計画により行うものとする。 

（条例汚染除去等計画の変更の命令） 

第59条の22の５ 条例第66条の２第４項に規定する命令は、

相当の履行期限を定めて、書面により行うものとする。 

（条例実施措置に係る技術的基準） 

第59条の22の６ 条例第66条の２第４項の規則で定める技

術的基準は、法施行規則第 39 条に規定する技術的基準の例
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による。 

（条例実施措置を講ずべき旨の命令） 

第 59 条の 23 条例第 66 条の２第８項に規定する命令は、相

当の履行期限を定めて、書面により行うものとする。 

（工事完了の報告及び条例実施措置完了の報告に係る手続） 

第59条の23の２ 条例第66条の２第９項に規定する報告は、

次項から第５項までに定めるところにより行うものとす

る。 

２ 次に掲げる措置の実施が完了した場合は、次項各号に掲

げる事項を記載した報告書を提出するものとする。 

(1) 法施行規則別表第８の２の項の原位置封じ込めに係

る措置の実施のうち、同項の下欄イからチまでの実施が

完了した場合 

(2) 法施行規則別表第８の３の項の遮水工封じ込めに係

る措置の実施のうち、同項の下欄イからチまでの実施が

完了した場合 

(3) 法施行規則別表第８の４の項の地下水汚染の拡大の

防止に係る措置の実施のうち、同項の下欄第２号に掲げ

る透過性地下水浄化壁による地下水汚染の拡大の防止

のイからハまでの実施が完了した場合 

(4) 法施行規則別表第６の１の項から６の項までの上欄

に掲げる土地に該当する条例要措置区域において条例

実施措置を講じた場合であり、法施行規則別表第８の５

の項の土壌汚染の除去に係る措置の実施のうち、同項の

下欄第１号に掲げる基準不適合土壌の掘削による除去

のイからニまでの実施が完了したとき又は同欄第２号

に掲げる原位置での浄化による除去のイからハまでの

実施が完了したとき 

(5) 法施行規則別表第８の６の項の遮断工封じ込めに係

る措置の実施のうち、同項の下欄イからチまでの実施が

完了した場合 

(6) 法施行規則別表第８の７の項の不溶化に係る措置の

実施のうち、同項の下欄第１号に掲げる原位置不溶化の

イからホまでの実施が完了した場合又は同欄第２号に

掲げる不溶化埋め戻しのイからホまでの実施が完了し

た場合 

３ 前項の報告書に記載する事項は、次のとおりとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域の所在地 

(3) 条例実施措置の種類 

(4) 条例実施措置の着手時期及び前項各号に掲げる措置

の実施が完了した時期 

(5) 条例要措置区域外から搬入された土壌を使用した場

合にあっては、法施行規則第 40 条第２項第３号に定め

る方法その他の方法により当該搬入された土壌の特定

有害物質による汚染状態を明らかにした調査の土壌の

採取を行った地点及び日時、当該土壌の分析の結果、当

該分析を行った計量法第 107 条の登録を受けた者の氏

名又は名称その他の調査の結果に関する事項 

(6) 第59条の22の３第３号に規定する軽微な変更を行っ

た場合にあっては、変更後の基準不適合土壌、特定有害

物質又は特定有害物質を含む液体の飛散等、地下への浸
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（条例要措置区域内における土地の形質の変更の禁止） 

第 66 条の３ 条例要措置区域内においては、何人も、土地の

形質の変更をしてはならない。ただし、次に掲げる行為に

ついては、この限りでない。 

(1) 前条第１項の規定により市長から指示を受けた者が

条例汚染除去等計画に基づく条例実施措置として行う

行為 

(2) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為であって、

規則で定めるもの 

(3) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

（適用除外） 

第 66 条の４ 第 65 条第１項の規定は、第 66 条の２第１項の

規定により市長から指示を受けた者が条例汚染除去等計画

に基づく条例実施措置として行う行為については、適用し

ない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

透及び地下水汚染の拡大を防止するために講じた措置 

(7) 条例実施措置の種類の区分に応じ、法施行規則別表第

９の中欄に定める工事完了の報告事項 

４ 条例実施措置に係る全ての措置の実施が完了した場合

は、次に掲げる事項を記載した報告書を提出するものとす

る。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域の所在地 

(3) 条例実施措置の種類 

(4) 条例実施措置の着手時期及び条例実施措置に係る全

ての措置の実施が完了した時期 

(5) 条例実施措置の種類の区分に応じ、法施行規則別表第

９の下欄に定める措置完了の報告事項 

５ 第２項及び前項の報告書には、条例実施措置が講じられ

た条例要措置区域の場所及び条例実施措置の施行方法を明

らかにした書類及び図面を添付しなければならない。 

（条例要措置区域内における土地の形質の変更の禁止の例

外） 

第59条の24 条例第66条の３第２号の規則で定める行為は、

次に掲げるものとする。 

(1) 次のいずれにも該当しない行為 

ア 条例実施措置を講ずるために設けられた構造物に

変更を加えること。 

イ 土地の形質の変更であって、その対象となる土地の

面積の合計が 10 平方メートル以上であり、かつ、そ

の深さが 50 センチメートル以上（地表から一定の深

さまでに帯水層（その中にある地下水が飲用に適さな

いものとして法施行規則第 43 条第１号ロの規定によ

り環境大臣が定める要件に該当するものを除く。）が

ない旨の市長の確認を受けた場合にあっては、当該一

定の深さより１メートル浅い深さ以上）であること。 

ウ 土地の形質の変更であって、その深さが３メートル

以上（イの市長の確認を受けた場合にあっては、当該

一定の深さより１メートル浅い深さ以上）であるこ

と。 

(2) 土壌汚染の状況その他の必要な情報を把握するため

に行う土壌の採取及び測定に係るボーリング又は観測

井を設けるために行うボーリングであって、次のいずれ

にも該当するもの 

ア 基準不適合土壌、特定有害物質若しくは特定有害物

質を含む液体のボーリング孔への流出を防止するた

めに必要な措置が講じられているもの 

イ 掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該

水等により基準不適合土壌、特定有害物質又は特定有

害物質を含む液体の飛散等及び地下への浸透を防止

するために必要な措置が講じられているもの 

(3) 条例実施措置と一体として行われる土地の形質の変

更であって、その施行方法が法施行規則第 40 条第２項

第１号の規定により環境大臣が定める基準に適合する

旨の市長の確認を受けたもの 

(4) 次のいずれかに該当する条例要措置区域内における

土地の形質の変更であって、その施行方法が前号の環境
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大臣が定める基準に適合する旨の市長の確認を受けた

もの 

ア 法施行規則別表第６の１の項の上欄に掲げる土地

に該当する条例要措置区域であって、地下水の水質の

測定が講じられているもの 

イ 法施行規則別表第６の１の項から４の項まで及び

６の項の上欄に掲げる土地（同表の１の項の上欄に掲

げる土地にあっては、土壌の第三種特定有害物質（法

施行規則第４条第３項第２号ロに規定する第三種特

定有害物質をいう。以下この節において同じ。）によ

る汚染状態が第二溶出量基準（法施行規則第９条第１

項第２号の第二溶出量基準をいう。以下この節におい

て同じ。）に適合しない土地を除く。）に該当する条例

要措置区域であって、原位置封じ込め（法施行規則別

表第６の２の項の中欄に規定する原位置封じ込めを

いう。以下この条において同じ。）が講じられている

もの（法施行規則別表第８の２の項の原位置封じ込め

に係る措置の実施のうち、同項の下欄イからチまでの

実施が完了しているものに限る。） 

ウ 法施行規則別表第６の１の項から４の項まで及び

６の項の上欄に掲げる土地（同表の１の項の上欄に掲

げる土地にあっては、土壌の第三種特定有害物質によ

る汚染状態が第二溶出量基準に適合しない土地を除

く。）に該当する条例要措置区域であって、遮水工封

じ込め（法施行規則別表第６の２の項の中欄に規定す

る遮水工封じ込めをいう。以下この条において同じ。）

が講じられているもの（法施行規則別表第８の３の項

の遮水工封じ込めに係る措置の実施のうち、同項の下

欄イからチまでの実施が完了しているものに限る。） 

エ 法施行規則別表第６の１の項から６の項までの上

欄に掲げる土地に該当する条例要措置区域であって、

地下水汚染の拡大の防止が講じられているもの 

オ 土壌汚染の除去（法施行規則別表第６の２の項の下

欄ロに規定する土壌汚染の除去をいう。）が講じられ

ている条例要措置区域（法施行規則別表第８の５の項

の土壌汚染の除去に係る措置の実施のうち、同項の下

欄第１号に掲げる基準不適合土壌の掘削による除去

のイからニまでの実施が完了しているもの又は同欄

第２号に掲げる原位置での浄化による除去のイから

ハまで及びホの実施が完了しているものに限る。） 

カ 法施行規則別表第６の１の項及び３の項から６の

項までの上欄に掲げる土地（同表の１の項の上欄に掲

げる土地にあっては、土壌の第一種特定有害物質（法

施行規則第４条第３項第２号イに規定する第一種特

定有害物質をいう。以下この条において同じ。）によ

る汚染状態が土壌溶出量基準に適合しない土地を除

く。）に該当する条例要措置区域であって、遮断工封

じ込め（法施行規則別表第６の３の項の下欄イに規定

する遮断工封じ込めをいう。以下この条において同

じ。）が講じられているもの（法施行規則別表第８の

６の項の遮断工封じ込めに係る措置の実施のうち、同

項の下欄イからチまでの実施が完了しているものに

限る。） 
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キ 法施行規則別表第６の１の項及び４の項の上欄に

掲げる土地（同表の１の項の上欄に掲げる土地にあっ

ては、土壌の第一種特定有害物質又は第三種特定有害

物質による汚染状態が土壌溶出量基準に適合しない

土地及び土壌の第二種特定有害物質（法施行規則第４

条第３項第２号ロに規定する第二種特定有害物質を

いう。以下この節において同じ。）による汚染状態が

第二溶出量基準に適合しない土地を除く。）に該当す

る条例要措置区域であって、不溶化（法施行規則別表

第６の４の項の下欄イに規定する不溶化をいう。）が

講じられているもの（法施行規則別表第８の７の項の

不溶化に係る措置の実施のうち、同項の下欄第１号に

掲げる原位置不溶化のイからホまでの措置の実施が

完了しているもの又は同欄第２号に掲げる不溶化埋

め戻しのイからホまでの実施が完了しているものに

限る。） 

（土地の形質の変更の例外） 

第 59 条の 24 の２ 一の条例土壌汚染状況調査の結果に基づ

き指定された複数の条例要措置区域の間において、一の条

例要措置区域から搬出された条例汚染土壌を他の条例要措

置区域内の土地の形質の変更に自ら使用し、又は他人に使

用させる場合にあっては、当該土地の形質の変更は、当該

条例汚染土壌が当該他の条例要措置区域に搬入された日か

ら 60 日以内に終了するものとする。 

（帯水層の深さに係る確認の申請） 

第59条の25 第59条の24第１号イの確認を受けようとする

者は、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければ

ならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域の所在地 

(3) 条例要措置区域の地下水位を観測するための井戸を

設置した地点及び当該地点に当該井戸を設置した理由 

(4) 前号の地下水位の観測の結果 

(5) 観測された地下水位のうち最も浅いものにおける地

下水を含む帯水層の深さ 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しな

ければならない。 

(1) 前項第３号の井戸の構造図 

(2) 前項第３号の井戸を設置した地点を明らかにした当

該条例要措置区域の図面 

(3) 前項第５号の帯水層の深さを定めた理由を説明する

書類 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、同項第３号の井

戸を設置した地点及び当該地点に当該井戸を設置した理由

並びに同項第４号の観測の結果からみて前項第３号の帯水

層の深さを定めた理由が相当であると認められる場合に限

り、第 59 条の 24 第１号イの確認をするものとする。 

４ 市長は、第 59 条の 24 第１号イの確認をする場合におい

て、当該確認に係る地下水位及び帯水層の深さの変化を的

確に把握するため必要があると認めるときは、当該確認に、

当該地下水位及び帯水層の深さを市長に定期的に報告する

ことその他の条件を付することができる。 
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５ 市長は、第 59 条の 24 第１号イの確認をした後において、

前項の報告その他の資料により当該確認に係る条例要措置

区域において当該確認に係る深さまで帯水層が存在しない

と認められなくなったとき、又は同項の報告がなかったと

きは、遅滞なく、当該確認を取り消し、その旨を当該確認

を受けた者に通知するものとする。 

（土地の形質の変更に係る確認の申請） 

第59条の26 第59条の24第３号の確認を受けようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければな

らない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 土地の形質の変更（当該土地の形質の変更と一体とし

て行われる条例実施措置を含む。以下この条において同

じ。）を行う条例要措置区域の所在地 

(3) 土地の形質の変更の種類 

(4) 土地の形質の変更の場所 

(5) 土地の形質の変更の施行方法 

(6) 土地の形質の変更の着手予定日及び完了予定日 

 (7) 土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確

認された場合における対応方法 

(8) 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における

対応方法 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しな

ければならない。 

(1) 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにし

た条例要措置区域の図面 

(2) 土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、

立面図及び断面図 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、当該申請に係る

土地の形質の変更が次の要件のいずれにも該当すると認め

られる場合に限り、第 59 条の 24 第３号の確認をするもの

とする。 

(1) 当該申請に係る土地の形質の変更とそれと一体とし

て行われる条例実施措置との間に一体性が認められる

こと。 

(2) 当該申請に係る土地の形質の変更の施行方法が法施

行規則第 40 条第２項第１号の規定により環境大臣が定

める基準に適合していること。 

(3) 当該申請に係る土地の形質の変更の着手予定日及び

完了予定日が条例第 66 条の２第１項の期限に照らして

適当であると認められること。 

（土地の形質の変更の施行方法に係る確認の申請） 

第59条の27 第59条の24第４号の確認を受けようとする者

は、次に掲げる事項を記載した申請書を提出しなければな

らない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 土地の形質の変更を行う条例要措置区域の所在地 

(3) 土地の形質の変更の種類 

(4) 土地の形質の変更の場所 

(5) 土地の形質の変更の施行方法 

(6) 土地の形質の変更の着手予定日及び完了予定日 
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（条例形質変更時要届出区域の指定等） 

第 67 条 市長は、土地が第 66 条第１項第１号に該当し、同

項第２号に該当しないと認める場合には、当該土地の区域

を、その土地が特定有害物質によって汚染されており、当

該土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなけれ

ばならない区域として指定するものとする。ただし、当該

土地が法第 11 条第２項に規定する形質変更時要届出区域

（以下「形質変更時要届出区域」という。）に含まれるとき

は、この限りでない。 

２ 市長は、土壌の特定有害物質による汚染の除去により、

前項の規定による指定に係る区域（以下「条例形質変更時

要届出区域」という。）の全部又は一部について同項の規定

による指定の事由がなくなったと認めるときは、当該条例

形質変更時要届出区域の全部又は一部について同項の規定

(7) 土地の形質の変更を行う条例要措置区域において講

じられている条例実施措置 

(8) 土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確

認された場合における対応方法 

(9) 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における

対応方法 

(10) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について土地の形質の変更（当該土地の形質の変更に

係る部分のうち最も深い位置の深さより１メートルを

超える深さの位置に汚染のおそれが生じた場所の位置

がある場合の土地の形質の変更を除く。次項第３号、第

59 条の 29 第１項第５号、第 59 条の 30 第１項第６号及

び第 59 条の 32 第１項第 10 号において同じ。）をしよう

とするときは、法施行規則第３条から第 15 条までに定

める方法に準じた方法により、当該土壌の特定有害物質

による汚染状態を明らかにした調査に係る土壌その他

の試料の採取を行った地点及び日時、当該試料の分析の

結果、当該分析を行った計量法第 107 条の登録を受けた

者の氏名又は名称その他の調査の結果に関する事項 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しな

ければならない。 

(1) 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにし

た条例要措置区域の図面 

(2) 土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、

立面図及び断面図 

(3) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について土地の形質の変更をしようとするときは、法

施行規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた

方法により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を

明らかにした図面 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、当該申請に係る

土地の形質の変更の施行方法が法施行規則第40条第２項第

１号の規定により環境大臣が定める基準に適合していると

認められる場合に限り、第 59 条の 24 第４号の確認をする

ものとする。 

（条例形質変更時要届出区域の指定の告示） 

第59条の28 条例第67条第３項において準用する条例第66

条第２項の規定による条例形質変更時要届出区域（条例第

67 条第２項に規定する条例形質変更時要届出区域をいう。

以下同じ。）の指定及びその解除の告示は、次に掲げる事項

を明示して、横浜市報に登載して行うものとする。 

(1) 当該指定又は当該指定の解除をする旨 

(2) 当該条例形質変更時要届出区域 

(3) 当該条例形質変更時要届出区域において土壌の汚染

状態が土壌溶出量基準又は土壌含有量基準に適合して

いない特定有害物質の種類 

  (4) 当該条例形質変更時要届出区域内の土地の土壌の特

定有害物質による汚染状態が専ら自然に由来すると認

められるもの（当該土地の土壌の第二種特定有害物質
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による指定を解除するものとする。 

３ 第 66 条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定による

指定及び前項の規定による解除について準用する。 

４ 条例形質変更時要届出区域の全部又は一部について、法

第６条第１項若しくは第 11 条第１項又は第 66 条第１項の

規定による指定がされた場合においては、当該条例形質変

更時要届出区域の全部又は一部について第１項の規定によ

る指定が解除されたものとする。この場合において、法第

６条第２項（法第 11 条第３項において準用する場合を含

む。）の規定による指定の公示又は第 66 条第２項の規定に

よる指定の告示をしたときは、前項において準用する同条

第２項の規定による解除の告示をしたものとみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（土壌汚染対策法施行令（平成 14 年政令第 336 号。以

下この節において「法施行令」という。）第１条第５号

に掲げる特定有害物質を除く。）による汚染状態が土壌

溶出量基準又は土壌含有量基準に適合せず、かつ、第

二溶出量基準に適合するものに限る。）にあっては、そ

の旨（法施行規則第 10 条の２第２項に規定する自然由

来盛土等に使用した土壌がある区域である場合にあっ

ては、その旨を含む。） 

(5) 当該条例形質変更時要届出区域内の土地の土壌の特

定有害物質による汚染状態が土地の造成に係る水面埋

立てに用いられた土砂に由来するものであって、次のい

ずれにも該当すると認められるものにあっては、その旨 

ア 昭和 52 年３月 15 日以降に公有水面埋立法（大正 10

年法律第 57 号）による埋立て若しくは干拓の事業に

より造成が開始された土地（廃棄物（廃棄物の処理及

び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物

をいう。以下この条において同じ。）が埋め立てられ

ている場所を除く。）又は大正 11 年４月 10 日から昭

和 52年３月 14日までに公有水面埋立法による埋立て

若しくは干拓の事業により造成が開始された土地（当

該土地の土壌の第一種特定有害物質、第三種特定有害

物質及び法施行令第１条第５号に掲げる特定有害物

質による汚染状態が土壌溶出量基準及び土壌含有量

基準に適合する土地（廃棄物が埋め立てられている場

所を除く。）に限る。）であって、当該土地の土壌の特

定有害物質による汚染状態が第二溶出量基準に適合

するもの 

イ 土地の土壌の特定有害物質による汚染状態が人為

等に由来するおそれがない土地であること、当該汚染

状態が人為等に由来するおそれがある土地であって、

法施行規則第３条の２第１号に掲げる土地の区分に

分類した土地であること又は条例土壌汚染状況調査

その他法施行規則第３条から第 15 条までに定める方

法に準じた方法により調査した結果、当該汚染状態が

人為等に由来する土地でないと認められるもの 

(6) 条例形質変更時要届出区域内の土地が公有水面埋立

法による埋立て又は干拓の事業により造成が開始され

た土地として次のいずれかに該当すると認められる土

地にあっては、その旨 

ア 工業専用地域（都市計画法（昭和 43 年法律第 100

号）第８条第１項第１号に規定する工業専用地域をい

う。以下この号において同じ。）内にある土地 

イ アに掲げる土地以外の土地であって当該土地又は

その周辺の土地にある地下水の利用状況その他の状

況が工業専用地域内にある土地と同等以上に将来に

わたり第 59条の 17第１号アに該当しないと認められ

るもの 

  (7) 指定の解除の告示の場合は、当該条例形質変更時要

届出区域において講じられた汚染の除去等の措置 

２ 前項第２号の条例形質変更時要届出区域の明示について

は、次のいずれかによることとする。 

(1) 区名、町名及び地番 

(2) 一定の地物、施設若しくは工作物又はこれらからの距
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（条例形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更の

届出及び計画変更命令） 

第67条の２ 条例形質変更時要届出区域内において土地の形

質の変更をしようとする者は、当該土地の形質の変更に着

手する日の 14 日前までに、規則で定めるところにより、当

該土地の形質の変更の種類、場所、施行方法及び着手予定

日その他規則で定める事項を市長に届け出なければならな

い。ただし、次に掲げる行為については、この限りでない。 

(1) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為であって、

規則で定めるもの 

(2) 条例形質変更時要届出区域が指定された際既に着手

していた行為 

(3) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

２ 条例形質変更時要届出区域が指定された際当該条例形質

変更時要届出区域内において既に土地の形質の変更に着手

している者は、その指定の日から起算して 14 日以内に、規

則で定めるところにより、市長にその旨を届け出なければ

ならない。 

３ 条例形質変更時要届出区域内において非常災害のために

必要な応急措置として土地の形質の変更をした者は、当該

土地の形質の変更をした日から起算して 14 日以内に、規則

で定めるところにより、市長にその旨を届け出なければな

らない。 

４ 市長は、第１項の規定による届出を受けた場合において、

その届出に係る土地の形質の変更の施行方法が規則で定め

る基準に適合しないと認めるときは、その届出を受けた日

から 14 日以内に限り、その届出をした者に対し、その届出

に係る土地の形質の変更の施行方法に関する計画の変更を

命ずることができる。 

（適用除外） 

第 67 条の３ 第 65 条第１項の規定は、条例形質変更時要届

出区域内における土地の形質の変更については、適用しな

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

離及び方向 

(3) 平面図 

（条例形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更の

届出） 

第 59 条の 29 条例第 67 条の２第１項本文の規定による届出

は、次に掲げる書類及び図面を添付して行うものとする。 

(1) 土地の形質の変更をしようとする場所を明らかにし

た条例形質変更時要届出区域の図面 

(2) 土地の形質の変更をしようとする条例形質変更時要

届出区域の状況を明らかにした図面 

(3) 土地の形質の変更の施行方法を明らかにした平面図、

立面図及び断面図 

(4) 土地の形質の変更の終了後における当該土地の利用

の方法を明らかにした図面 

(5) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について土地の形質の変更をしようとするときは、法

施行規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた

方法により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を

明らかにした図面 

２ 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで若しくは 10 の項第２

号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測定その他

の方法又はこれらと同等な方法により、土地の形質の変更

をしようとする条例形質変更時要届出区域内の土地の土壌

の特定有害物質による汚染状態を把握した場合にあって

は、当該汚染状態を明らかにした図面を添付することがで

きる。 

第 59 条の 30 条例第 67 条の２第１項本文に規定する規則で

定める事項は、次のとおりとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 土地の形質の変更を行う条例形質変更時要届出区域

の所在地 

(3) 土地の形質の変更の完了予定日 

(4) 土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確

認された場合における対応方法 

(5) 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における

対応方法 

(6) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について土地の形質の変更をしようとするときは、法

施行規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた

方法により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を

明らかにした調査に係る土壌その他の試料の採取を行

った地点及び日時、当該試料の分析の結果、当該分析を

行った計量法第 107 条の登録を受けた者の氏名又は名

称その他の調査の結果に関する事項 

(7) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで若しくは 10 の項第２
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号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測定その他

の方法又はこれらと同等な方法により、土地の形質の変更

をしようとする条例形質変更時要届出区域内の土地の土壌

の特定有害物質による汚染状態を把握した場合にあって

は、土壌その他の試料の採取を行った地点及び日時、当該

試料の分析の結果、当該分析を行った計量法第 107 条の登

録を受けた者の氏名又は名称その他の調査の結果に関する

事項を記載することができる。 

（条例形質変更時要届出区域内における土地の形質の変更の

届出を要しない通常の管理行為、軽易な行為その他の行為） 

第 59 条の 31 条例第 67 条の２第１項第１号の規則で定める

行為は、次に掲げるものとする。 

(1) 次のいずれにも該当しない行為 

ア 汚染の除去等の措置を講ずるために設けられた構

造物に変更を加えること。 

イ 土地の形質の変更であって、その対象となる土地の

面積の合計が 10 平方メートル以上であり、かつ、そ

の深さが 50 センチメートル以上（地表から一定の深

さまでに帯水層（その中にある地下水が飲用に適さな

いものとして法施行規則第 43 条第１号ロの規定によ

り環境大臣が定める要件に該当するものを除く。）が

ない旨の市長の確認を受けた場合にあっては、当該一

定の深さより１メートル浅い深さ以上）であること。 

ウ 土地の形質の変更であって、その深さが３メートル

以上（イの市長の確認を受けた場合にあっては、当該

一定の深さより１メートル浅い深さ以上）であるこ

と。 

エ 一の条例土壌汚染状況調査の結果に基づき指定さ

れた複数の条例形質変更時要届出区域の間において、

他の条例形質変更時要届出区域内の土地の形質の変

更に一の条例形質変更時要届出区域から搬出された

条例汚染土壌を、自ら使用し、又は他人に使用させる

ために、当該条例形質変更時要届出区域内で土地の形

質の変更を行うこと。 

オ 一の条例土壌汚染状況調査の結果に基づき指定さ

れた複数の条例形質変更時要届出区域の間において、

一の条例形質変更時要届出区域から搬出された条例

汚染土壌を他の条例形質変更時要届出区域内の土地

の形質の変更に自ら使用し、又は他人に使用させるこ

と。 

(2) 土壌汚染の状況その他の必要な情報を把握するため

に行う土壌の採取及び測定に係るボーリング又は観測

井を設けるために行うボーリングであって、次のいずれ

にも該当すること。 

ア 基準不適合土壌又は特定有害物質のボーリング孔

への流出を防止するために必要な措置が講じられて

いるもの 

イ 掘削に当たって水等を用いる場合にあっては、当該

水等により基準不適合土壌、特定有害物質又は特定有

害物質を含む液体の飛散等及び地下への浸透を防止

するために必要な措置が講じられているもの 

(3) 土地の形質の変更であって、その施行方法が法施行規

則第 40 条第２項第１号の規定により環境大臣が定める
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基準に適合する旨の市長の確認を受けたもの 

２ 第 59 条の 25 の規定は、前項第１号イの確認を受けよう

とする者について準用する。この場合において、同条中「条

例要措置区域」とあるのは、「条例形質変更時要届出区域」

と読み替えるものとする。 

３ 第 59 条の 27 の規定は、第１項第３号の確認を受けよう

とする者について準用する。この場合において、同条中「条

例要措置区域」とあるのは、「条例形質変更時要届出区域」

と読み替えるものとする。 

４ 第 59 条の 24 第１号イの確認に係る条例要措置区域が条

例第67条第１項の規定により条例形質変更時要届出区域と

して指定された場合においては、当該条例形質変更時要届

出区域は、第１項第１号イの確認に係る条例形質変更時要

届出区域とみなす。 

５ 第１項第１号イの確認に係る条例形質変更時要届出区域

が条例第66条第１項の規定により条例要措置区域として指

定された場合においては、当該条例要措置区域は、第 59 条

の 24 第１号イの確認に係る条例要措置区域とみなす。 

（既に土地の形質の変更に着手している者の届出） 

第 59 条の 32 条例第 67 条の２第２項の規定による届出は、

次に掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 土地の形質の変更をしている条例形質変更時要届出

区域の所在地 

(3) 土地の形質の変更の種類 

(4) 土地の形質の変更の場所 

(5) 土地の形質の変更の施行方法 

(6) 土地の形質の変更の着手日 

(7) 土地の形質の変更の完了日又は完了予定日 

(8) 土地の形質の変更の施行中に地下水汚染の拡大が確

認された場合の対応方法 

(9) 事故、災害その他の緊急事態が発生した場合における

対応方法 

(10) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について土地の形質の変更をしているときは、法施行

規則第３条から第 15 条までに定める方法に準じた方法

により、当該土壌の特定有害物質による汚染状態を明ら

かにした調査に係る土壌その他の試料の採取を行った

地点及び日時、当該試料の分析の結果、当該分析を行っ

た計量法第 107 条の登録を受けた者の氏名又は名称そ

の他の調査の結果に関する事項 

２ 第 59 条の 29 の規定は、前項の届出について準用する。

この場合において、同条中「変更をしようとする」とある

のは、「変更をしている」と読み替えるものとする。 

（非常災害のために必要な応急措置として土地の形質の変更

をした者の届出） 

第 59 条の 33 第 59 条の 29 及び前条第１項（第８号及び第９

号を除く。）の規定は、条例第 67 条の２第３項の届出につ

いて準用する。この場合において、第 59 条の 29 中「変更

をしようとする」とあり、及び前条第１項中「変更をして
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（周辺住民への周知） 

第68条 要措置区域若しくは形質変更時要届出区域又は条例

要措置区域若しくは条例形質変更時要届出区域（以下「条

例要措置区域等」という。）内において汚染の除去等の措置

を講じようとする者又は土地の形質の変更をしようとする

者は、規則で定めるところにより、あらかじめ、規則で定

める範囲の住民にその旨を周知しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する者が同項の規定による周知をし

ていない場合で、汚染の除去等の措置又は土地の形質の変

更によって特定有害物質により汚染された土壌に起因する

公害が生ずるおそれがあると認めるときは、その者に対し、

同項の規定による周知をするよう勧告することができる。 

いる」とあるのは「変更をした」と、同項第７号中「完了

日又は完了予定日」とあるのは「完了日」と、それぞれ読

み替えるものとする。 

（土地の形質の変更の施行方法に関する基準） 

第59条の34 条例第67条の２第４項の規則で定める基準は、

次のとおりとする。 

(1) 土壌溶出量基準に適合しない汚染状態にある土壌が

条例形質変更時要届出区域内の帯水層に接する場合に

あっては、土地の形質の変更の施行方法が法施行規則第

40 条第２項第１号の規定により環境大臣が定める基準

に適合すること。ただし、次のいずれかに該当する場合

は、この限りでない。 

ア 第 59条の 28第４号又は第５号に該当する区域内に

おける土地の形質の変更である場合 

イ 第 59条の 28第６号に該当する区域内における土地

の形質の変更であって、その施行方法が法施行規則第

53 条第１号ロの規定により環境大臣が定める基準に

適合するものである場合 

 (2) 前号に定めるもののほか、土地の形質の変更に当た

り、基準不適合土壌、特定有害物質又は特定有害物質を

含む液体の飛散等を防止するために必要な措置を講ず

ること。 

(3) 条例形質変更時要届出区域の指定に係る条例土壌汚

染状況調査と一の条例土壌汚染状況調査により指定さ

れた他の条例形質変更時要届出区域から搬出された条

例汚染土壌を使用する場合にあっては、当該土壌の使用

に伴い、人の健康に係る被害が生ずるおそれがないよう

にすること。 

(4) 土地の形質の変更を行った後、条例第 66 条の２第４

項の技術的基準に適合する汚染の除去等の措置が講じ

られた場合と同等以上に人の健康に係る被害が生ずる

おそれがないようにすること。 

（土地の形質の変更の例外） 

第 59 条の 34 の２ 一の条例土壌汚染状況調査の結果に基づ

き指定された複数の条例形質変更時要届出区域の間におい

て、一の条例形質変更時要届出区域から搬出された条例汚

染土壌を他の条例形質変更時要届出区域内の土地の形質の

変更に自ら使用し、又は他人に使用させる場合にあっては、

当該土地の形質の変更は、当該条例汚染土壌が当該他の条

例形質変更時要届出区域に搬入された日から60日以内に終

了するものとする。 

（周辺住民への周知） 

第 59 条の 35 条例第 68 条第１項の規定による汚染の除去等

の措置を講ずる旨又は土地の形質の変更をする旨の周知

は、次に掲げる事項について印刷物の配布、掲示板への掲

示その他の方法により行うものとする。 

(1) 汚染の除去等の措置を講じようとし、又は土地の形質

の変更をしようとする者の氏名又は名称及び住所並び

に法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 汚染の除去等の措置を講じようとし、又は土地の形質

の変更をしようとする土地の土壌の汚染状態 

(3) 汚染の除去等の措置又は土地の形質の変更の内容 

(4) その他市長が特に必要と認める事項 
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（土壌汚染による地下水への影響の調査） 

第 68 条の２ 土壌汚染状況調査又は条例土壌汚染状況調査

（以下「条例土壌汚染状況調査等」という。）の結果、条例

土壌汚染状況調査等を行った土地の土壌の特定有害物質に

よる汚染状態が第 66 条第１項第１号の規則で定める基準

（規則で定める事項を除く。）に適合していないと認められ

たときは、当該条例土壌汚染状況調査等をさせた者は、当

該土壌の汚染による地下水への影響を規則で定める方法に

より調査し、その結果を市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する者が同項の規定による調査又は

報告をしていないときは、その者に対し、同項の規定によ

る調査又は報告をするよう勧告することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（台帳） 

第 68 条の３ 市長は、条例要措置区域等の台帳、条例土壌汚

染状況調査が行われその結果が第66条第１項第１号の規則

で定める基準に適合している土地の台帳及び条例要措置区

域等の指定が解除された土地の台帳（以下この条において

「台帳」という。）を調製し、これを保管しなければならな

い。 

２ 台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事

項は、規則で定める。 

３ 市長は、台帳の閲覧を求められたときは、正当な理由が

なければ、これを拒むことができない。 

 

２ 条例第 68 条第１項に規定する規則で定める範囲は、次の

とおりとする。 

(1) 汚染の除去等の措置を講じようとする土地又は土地

の形質の変更をしようとする土地を含む敷地の境界に

隣接する土地の範囲 

(2) 汚染の除去等の措置を講じようとする土地又は土地

の形質の変更をすることによって人の健康又は生活環

境に係る被害が生ずるおそれがある範囲 

（土壌汚染による地下水への影響の調査） 

第59条の36 条例第68条の２第１項の規則で定める事項は、

土壌含有量基準に係る事項とする。 

２ 条例第 68 条の２第１項の規則で定める方法は、次のとお

りとする。 

(1) 条例土壌汚染状況調査等（条例第 68 条の２第１項に

規定する条例土壌汚染状況調査等をいう。以下同じ。）

を行った土地を含む一団の土地においてボーリング調

査を実施し、土壌の汚染による帯水層への影響を調査す

ること。 

(2) 前号の調査において土壌の汚染に起因して帯水層に

汚染が生じるおそれがあると認められる場合は、土壌の

汚染に起因する地下水汚染を的確に把握し、又は周縁の

地下水の水質への影響の有無を判断することができる

と認められる地点における帯水層の地下水を採取する

こと。 

(3) 前号の規定により採取した地下水は、第 56 条第２項

に定める方法により、条例土壌汚染状況調査等において

土壌の汚染状態が土壌溶出量基準に適合していなかっ

た特定有害物質の測定を行うこと。 

３ 条例第 68 条の２第１項の規定による報告は、次に掲げる

事項を記載した報告書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例土壌汚染状況調査等を行った土地を含む一団の

土地の所在地 

(3) 条例土壌汚染状況調査等において土壌の汚染状態が

土壌溶出量基準に適合していなかった特定有害物質の

種類 

(4) 地下水の採取を行った地点及び日時、当該試料の測定

の結果、当該測定を行った者の氏名又は名称その他の条

例土壌汚染状況調査等の結果に関する事項 

(5) その他市長が特に必要と認める事項 

（台帳） 

第 59 条の 37 台帳（条例第 68 条の３第１項に規定する台帳

をいう。以下この条において同じ。）は、帳簿及び図面をも

って調製するものとする。 

２ 前項の帳簿及び図面は、条例要措置区域等（条例第 68 条

第１項に規定する条例要措置区域等をいう。以下同じ。）、

条例土壌汚染状況調査が行われその結果が条例第66条第１

項第１号の規則で定める基準に適合している土地（以下「条

例基準適合地」という。）又は条例要措置区域等の指定が解

除された土地（以下この条において「指定解除地」という。）

ごとに調製するものとする。 

３ 第１項の帳簿及び図面は、条例要措置区域、条例形質変
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更時要届出区域、条例基準適合地又は指定解除地に関する

ものを区別して保管しなければならない。 

４ 第１項の帳簿の様式は、条例要措置区域にあっては第 26

号様式の２、条例形質変更時要届出区域にあっては第 26 号

様式の３、条例基準適合地にあっては第 26 号様式の４のと

おりとする。 

５ 指定解除地に係る第１項の帳簿は、当該条例要措置区域

等の帳簿に当該指定の解除をした旨を記載したものとす

る。 

６ 第１項の図面は、次のとおりとする。 

(1) 条例土壌汚染状況調査において土壌その他の試料の

採取を行った地点及び条例要措置区域等内の土地の土

壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした図面 

(2) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さ

より１メートルを超える深さの位置について試料採

取等の対象としなかった場合（第６号に掲げる場合を

除く。）は、当該試料採取等の対象としなかった深さ

の位置を明らかにした図面 

(3) 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで若しくは 10 の項

第２号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測

定その他の方法又はこれらと同等な方法により、条例要

措置区域等内の土地の土壌の特定有害物質による汚染

状態を明らかにした図面 

(4) 汚染の除去等の措置の実施場所及び施行方法を明ら

かにした図面 

(5) 土地の形質の変更を行った場合にあっては、条例実施

措置又は土地の形質の変更の施行方法を明らかにした

平面図、立面図及び断面図 

(6) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について汚染の除去等の措置を講じたとき、又は土地

の形質の変更をしたときにあっては、法施行規則第３条

から第 15 条までに定める方法に準じた方法により、当

該土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした

図面 

(7) 条例第 69 条第１項の調査（以下「条例認定調査」と

いう。）を行った場合にあっては、土壌の掘削の対象と

なる土地の区域の土地の土壌の特定有害物質による汚

染状態を明らかにした図面 

(8) 条例要措置区域等の周辺の地図 

(9) 条例第 68 条の２第１項の規定により地下水の水質を

測定した場合にあっては、当該地下水の採取を行った地

点を明らかにした図面 

７ 台帳には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 条例要措置区域等の指定に係る条例土壌汚染状況調

査の土壌その他の試料の分析の結果 

(2) 法施行規則別表第８の１の項第２号、２の項、３の項、

４の項第２号、５の項から７の項まで若しくは 10 の項

第２号に規定するボーリングによる土壌の採取及び測

定その他の方法又はこれらと同等な方法により、条例要

措置区域等内の土地の土壌の特定有害物質による汚染
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（汚染された土壌の搬出時の届出及び計画変更命令） 

第 69 条 条例要措置区域等内の土地の土壌（指定調査機関が

規則で定める方法により調査した結果、特定有害物質によ

る汚染状態が第66条第１項第１号の規則で定める基準に適

合すると市長が認めたものを除く。以下「条例汚染土壌」

という。）を当該条例要措置区域等外へ搬出しようとする者

（その委託を受けて当該条例汚染土壌の運搬のみを行おう

とする者を除く。）は、当該条例汚染土壌の搬出に着手する

日の 14 日前までに、規則で定めるところにより、次に掲げ

る事項を市長に届け出なければならない。ただし、非常災

害のために必要な応急措置として当該搬出を行う場合及び

条例汚染土壌を試験研究の用に供するために当該搬出を行

う場合は、この限りでない。 

(1) 当該条例汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 

(2) 当該条例汚染土壌の体積 

(3) 当該条例汚染土壌の運搬の方法 

(4) 当該条例汚染土壌を運搬する者の氏名又は名称 

(5) 当該条例汚染土壌を処理する場合にあっては、当該条

例汚染土壌を処理する者の氏名又は名称 

(6) 当該条例汚染土壌を処理する場合にあっては、当該条

例汚染土壌を処理する施設の所在地 

(7) 当該条例汚染土壌を第 69 条の３第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合にあっては、当該

土地の形質の変更をする条例要措置区域等の所在地 

(8) 当該条例汚染土壌の搬出の着手予定日 

(9) その他規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出をした者は、その届出に係る事項

を変更しようとするときは、その届出に係る行為に着手す

る日の 14 日前までに、規則で定めるところにより、その旨

を市長に届け出なければならない。 

３ 非常災害のために必要な応急措置として条例汚染土壌を

当該条例要措置区域等外へ搬出した者は、当該条例汚染土

壌を搬出した日から起算して 14 日以内に、規則で定めると

ころにより、市長にその旨を届け出なければならない。 

４ 市長は、第１項又は第２項の届出があった場合において、

次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、その届出

状態を明らかにした調査の土壌その他の試料の分析の

結果 

(3) 条例土壌汚染状況調査において最大形質変更深さよ

り１メートルを超える深さの位置について試料採取等

の対象としなかった場合であって、当該深さの位置の土

壌について汚染の除去等の措置を講じたとき、又は土地

の形質の変更をしたときにあっては、法施行規則第３条

から第 15 条までに定める方法に準じた方法により、当

該土壌の特定有害物質による汚染状態を明らかにした

調査の土壌その他の試料の分析の結果 

(4) 条例要措置区域外から搬入された土壌を使用した場

合にあっては、法施行規則第 40 条第２項第３号に定め

る方法その他の方法により当該搬入された土壌の特定

有害物質による汚染状態を明らかにした調査の土壌の

分析の結果その他の調査の結果に関する事項 

８ 帳簿の記載事項、図面又は書類に変更があったときは、

市長は、速やかにこれを訂正しなければならない。 

（搬出しようとする土壌の調査） 

第 59 条の 38 条例第 69 条第１項に規定する規則で定める方

法は、法施行規則第 59 条第１項第１号の掘削前調査の方法

（以下「掘削前調査の方法」という。）又は同項第２号の掘

削後調査の方法（以下「掘削後調査の方法」という。）の例

による。 

（搬出しようとする土壌に係る規則で定める基準に適合する

旨の認定） 

第 59 条の 39 条例第 69 条第１項の規定による市長の認定を

受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を

提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域等の所在地 

(3) 条例認定調査の方法の種類 

(4) 掘削前調査の方法の例により条例認定調査を行った

場合にあっては、土壌の採取を行った地点及び日時、当

該土壌の分析の結果、当該分析を行った計量法第 107

条の登録を受けた者の氏名又は名称その他の条例認定

調査の結果に関する事項 

(5) 掘削後調査の方法の例により条例認定調査を行った

場合にあっては、土壌の採取を行った日時、調査対象と

した土壌全体の体積、当該土壌の分析の結果、当該分析

を行った計量法第 107 条の登録を受けた者の氏名又は

名称その他の条例認定調査の結果に関する事項 

(6) 条例認定調査を行った指定調査機関の氏名又は名称 

(7) 条例認定調査に従事した者を監督した技術管理者の

氏名及び技術管理者証の交付番号 

２ 前項の申請書には、同項の認定を受けようとする範囲及

び条例要措置区域等内の土地の土壌の特定有害物質による

汚染状態を明らかにした図面を添付しなければならない。 

３ 市長は、第１項の申請があったときは、法施行規則第 60

条第３項の規定の例により、条例第 69 条第１項の認定をす

るものとする。 

（条例汚染土壌の搬出の届出） 

第 59 条の 40 条例第 69 条第１項の規定による届出は、次に
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を受けた日から14日以内に限り、その届出をした者に対し、

当該各号に定める措置を講ずべきことを命ずることができ

る。 

(1) 運搬の方法が次条の規則で定める条例汚染土壌の運

搬に関する基準に違反している場合 当該条例汚染土

壌の運搬の方法を変更すること。 

(2) 第 69 条の３第１項の規定に違反して当該条例汚染土

壌の処理を法第 22 条第１項の許可を受けた者（以下「汚

染土壌処理業者」という。）に委託しない場合 当該条例

汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

掲げる書類及び図面を添付して行わなければならない。 

(1) 条例汚染土壌の場所を明らかにした条例要措置区域

等の図面 

(2) 土壌の特定有害物質による汚染状態が条例土壌汚染

状況調査により第二溶出量基準に適合しない土地とみ

なされた条例要措置区域等において、ボーリングによる

土壌の採取及び測定その他の方法により搬出しようと

する土壌が第二溶出量基準に適合することが明らかと

なった場合にあっては、土壌の採取を行った地点及び日

時、当該土壌の分析の結果、当該分析を行った計量法第

107 条の登録を受けた者の氏名又は名称その他の調査

の結果に関する事項 

(3) 搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票

（条例第 69 条の５第１項に規定する管理票をいう。以

下同じ。）の写し 

(4) 条例汚染土壌の運搬の用に供する自動車等（条例第

69 条の８第２項に規定する自動車等をいう。以下同

じ。）の構造を記した書類 

(5) 運搬の過程において、積替えのために当該条例汚染土

壌を一時的に保管する場合には、当該保管の用に供する

施設の構造を記した書類 

(6) 条例汚染土壌を処理する場合にあっては、次に掲げる

書類 

ア 条例汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者（法第 16

条第４項第２号に規定する汚染土壌処理業者をいう。

以下同じ。）に委託したことを証する書類 

イ 条例汚染土壌の処理を行う汚染土壌処理施設に関

する法第 22 条第１項の許可を受けた者の当該許可に

係る許可証（汚染土壌処理業に関する省令（平成 21

年環境省令第 10 号）第 17 条第１項に規定する許可証

をいう。第 59 条の 43 第２項第５号イにおいて同じ。）

の写し 

(7) 条例汚染土壌を条例第 69 条の３第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合にあっては、次に

掲げる書類及び図面 

ア 一の条例要措置区域から搬出された条例汚染土壌

を他の条例要措置区域（以下「搬出先の条例要措置区

域」という。）内の土地の形質の変更又は一の条例形

質変更時要届出区域から搬出された条例汚染土壌を

他の条例形質変更時要届出区域（以下「搬出先の条例

形質変更時要届出区域」という。）内の土地の形質の

変更に自ら使用し、又は他人に使用させる場所を明ら

かにした図面 

イ 条例要措置区域及び搬出先の条例要措置区域又は

条例形質変更時要届出区域及び搬出先の条例形質変

更時要届出区域が一の条例土壌汚染状況調査の結果

に基づき指定された条例要措置区域等であることを

証する書類 

第 59 条の 41 条例第 69 条第１項第９号の規則で定める事項

は、次のとおりとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域等の所在地 
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(3) 条例汚染土壌の搬出及び運搬の完了予定日 

(4) 条例汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の使用者

の氏名又は名称及び連絡先 

(5) 運搬の際、積替えを行う場合には、当該積替えを行う

場所の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び連絡先 

(6) 前条第５号の場合における当該保管の用に供する施

設（以下「保管施設」という。）の所在地並びに所有者

の氏名又は名称及び連絡先 

(7) 条例汚染土壌を処理する場合にあっては、処理の完了

予定日 

(8) 条例汚染土壌を条例第 69 条の３第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合にあっては、当該

土地の形質の変更の完了予定日 

(9) その他市長が特に必要と認める事項 

（変更の届出） 

第 59 条の 42 条例第 69 条第２項の規定による届出は、第 59

条の40各号に掲げる書類及び図面を添付して行わなければ

ならない。ただし、既に市長に提出されている当該書類又

は図面の内容に変更がないときは、届出書にその旨を記載

して当該書類又は図面の添付を省略することができる。 

（非常災害のために必要な応急措置として条例汚染土壌の搬

出をした場合の届出） 

第 59 条の 43 条例第 69 条第３項の規定による届出は、次に

掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 条例要措置区域等の所在地 

(3) 条例汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 

(4) 条例汚染土壌の体積 

(5) 条例汚染土壌の搬出先 

(6) 条例汚染土壌の搬出の着手日 

(7) 条例汚染土壌の搬出の完了日 

(8) 条例汚染土壌の搬出先から再度搬出を行う場合にあ

っては、当該搬出の着手予定日 

(9) 条例汚染土壌の運搬の方法 

(10) 条例汚染土壌を運搬する者の氏名又は名称 

(11) 条例汚染土壌の運搬の完了予定日 

(12) 条例汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の使用者

の氏名又は名称及び連絡先 

(13) 運搬の際、積替えを行う場合には、当該積替えを行う

場所の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び連絡先 

(14) 保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び

連絡先 

(15) 条例汚染土壌を処理する場合にあっては、次に掲げる

事項 

ア 条例汚染土壌を処理する施設の所在地 

イ 条例汚染土壌を処理する者の氏名又は名称 

ウ 条例汚染土壌の処理の完了予定日 

(16) 条例汚染土壌を条例第 69 条の３第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合にあっては、次に

掲げる事項 

ア 搬出先の条例要措置区域等の所在地 

イ 当該土地の形質の変更の完了予定日 
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（運搬に関する基準） 

第69条の２ 条例要措置区域等外において条例汚染土壌を運

搬する者は、規則で定める条例汚染土壌の運搬に関する基

準に従い、当該条例汚染土壌を運搬しなければならない。

ただし、非常災害のために必要な応急措置として当該運搬

を行う場合は、この限りでない。 

（汚染された土壌の処理の委託） 

第69条の３ 条例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出

する者（その委託を受けて当該条例汚染土壌の運搬のみを

行う者を除く。）は、当該条例汚染土壌の処理を汚染土壌処

理業者に委託しなければならない。ただし、次に掲げる場

合は、この限りでない。 

(1) 条例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出する

者が汚染土壌処理業者であって当該条例汚染土壌を自

ら処理する場合 

(2) 一の条例土壌汚染状況調査の結果に基づき指定され

た複数の条例要措置区域等の間において、一の条例要措

置区域から搬出された条例汚染土壌を他の条例要措置

区域内の土地の形質の変更に、又は一の条例形質変更時

要届出区域から搬出された条例汚染土壌を他の条例形

質変更時要届出区域内の土地の形質の変更に自ら使用

し、又は他人に使用させるために搬出を行う場合 

(17) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類及び図面を添付しな

ければならない。 

(1) 条例汚染土壌の搬出先の場所の状況を示す図面及び

写真 

(2) 搬出に係る必要事項が記載された使用予定の管理票

の写し 

(3) 条例汚染土壌の運搬の用に供する自動車等の構造を

記した書類 

(4) 保管施設の構造を記した書類 

(5) 条例汚染土壌の処理を行う場合にあっては、次に掲げ

る書類 

ア 条例汚染土壌の処理を汚染土壌処理業者に委託し

たことを証する書類 

イ 条例汚染土壌の処理を委託した汚染土壌処理施設

に関する法第 22 条第１項の許可を受けた者の当該許

可に係る許可証の写し 

(6) 条例汚染土壌を条例第 69 条の３第１項第２号に規定

する土地の形質の変更に使用する場合にあっては、次に

掲げる書類及び図面 

ア 一の条例要措置区域から搬出された条例汚染土壌

を搬出先の条例要措置区域内の土地の形質の変更又

は一の条例形質変更時要届出区域から搬出された条

例汚染土壌を搬出先の条例形質変更時要届出区域内

の土地の形質の変更に自ら使用し、又は他人に使用さ

せる場所を明らかにした図面 

イ 条例要措置区域及び搬出先の条例要措置区域又は

条例形質変更時要届出区域及び搬出先の条例形質変

更時要届出区域が一の条例土壌汚染状況調査の結果

に基づき指定された条例要措置区域等であることを

証する書類 

（運搬に関する基準） 

第 59 条の 44 条例第 69 条の２の規則で定める条例汚染土壌

の運搬に関する基準は、法施行規則第 65 条に規定する基準

の例による。 
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(3) 非常災害のために必要な応急措置として当該搬出を

行う場合 

(4) 条例汚染土壌を試験研究の用に供するために当該搬

出を行う場合 

２ 前項本文の規定は、非常災害のために必要な応急措置と

して条例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出した者

について準用する。ただし、当該搬出をした者が汚染土壌

処理業者であって当該条例汚染土壌を自ら処理する場合

は、この限りでない。 

（措置命令） 

第 69 条の４ 市長は、次の各号のいずれかに該当する場合に

おいて、条例汚染土壌の特定有害物質による汚染の拡散の

防止のため必要があると認めるときは、当該各号に定める

者に対し、相当の期限を定めて、当該条例汚染土壌の適正

な運搬及び処理のための措置その他必要な措置を講ずべき

ことを命ずることができる。 

(1) 第 69 条の２の規定に違反して当該条例汚染土壌を運

搬した場合 当該運搬を行った者 

(2) 前条第１項（同条第２項において準用する場合を含

む。）の規定に違反して当該条例汚染土壌の処理を汚染

土壌処理業者に委託しなかった場合 当該条例汚染土

壌を当該条例要措置区域等外へ搬出した者（その委託を

受けて当該条例汚染土壌の運搬のみを行った者を除

く。） 

（管理票） 

第69条の５ 条例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出

する者は、その条例汚染土壌の運搬又は処理を他人に委託

する場合には、規則で定めるところにより、当該委託に係

る条例汚染土壌の引渡しと同時に当該条例汚染土壌の運搬

を受託した者（当該委託が条例汚染土壌の処理のみに係る

ものである場合にあっては、その処理を受託した者）に対

し、当該委託に係る条例汚染土壌の特定有害物質による汚

染状態及び体積、運搬又は処理を受託した者の氏名又は名

称その他規則で定める事項を記載した管理票を交付しなけ

ればならない。ただし、非常災害のために必要な応急措置

として当該搬出を行う場合及び条例汚染土壌を試験研究の

用に供するために当該搬出を行う場合は、この限りでない。 

２ 前項本文の規定は、非常災害のために必要な応急措置と

して条例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出した者

について準用する。 

３ 条例汚染土壌の運搬を受託した者（以下「運搬受託者」

という。）は、当該運搬を終了したときは、第１項（前項に

おいて準用する場合を含む。以下この項及び次項において

同じ。）の規定により交付された管理票に規則で定める事項

を記載し、規則で定める期間内に、第１項の規定により管

理票を交付した者（以下この条において「管理票交付者」

という。）に当該管理票の写しを送付しなければならない。

この場合において、当該条例汚染土壌について処理を委託

された者があるときは、当該処理を委託された者に管理票

を回付しなければならない。 

４ 条例汚染土壌の処理を受託した者（以下「処理受託者」

という。）は、当該処理を終了したときは、第１項の規定に

より交付された管理票又は前項後段の規定により回付され

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（管理票の交付） 

第 59 条の 45 条例第 69 条の５第１項の管理票の交付は、次

に掲げるところにより行うものとする。 

(1) 第 59条の40第３号又は第59条の43第２項第２号の

規定により市長に提出した管理票の写しの原本を交付

すること。 

(2) 運搬の用に供する自動車等ごとに交付すること。ただ

し、一の自動車等で運搬する条例汚染土壌の運搬先が２

以上である場合には、運搬先ごとに交付すること。 

(3) 交付した管理票の控えを、運搬受託者（条例第 69 条

の５第３項に規定する運搬受託者をいう。以下同じ。）

（処理受託者（条例第 69 条の５第４項に規定する処理

受託者をいう。以下同じ。）がある場合にあっては、当

該処理受託者）から管理票の写しの送付があるまでの間

保管すること。  

（管理票の記載事項等） 

第59条の46 条例第69条の５第１項の規則で定める事項は、

次のとおりとする。 

(1) 管理票の交付年月日及び交付番号 

(2) 氏名又は名称、住所及び連絡先並びに法人にあって

は、その代表者の氏名 

(3) 当該条例要措置区域等の所在地 

(4) 法人にあっては、管理票の交付を担当した者の氏名 

(5) 運搬受託者の住所及び連絡先 

(6) 運搬の際、積替えを行う場合には、当該積替えを行う

場所の名称及び所在地 

(7) 保管施設の所在地並びに所有者の氏名又は名称及び

連絡先 

(8) 処理受託者の住所及び連絡先 
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た管理票に規則で定める事項を記載し、規則で定める期間

内に、当該処理を委託した管理票交付者に当該管理票の写

しを送付しなければならない。この場合において、当該管

理票が同項後段の規定により回付されたものであるとき

は、当該回付をした者にも当該管理票の写しを送付しなけ

ればならない。 

５ 管理票交付者は、前２項の規定による管理票の写しの送

付を受けたときは、当該運搬又は処理が終了したことを当

該管理票の写しにより確認し、かつ、当該管理票の写しを

当該送付を受けた日から規則で定める期間保存しなければ

ならない。 

６ 管理票交付者は、規則で定める期間内に、第３項又は第

４項の規定による管理票の写しの送付を受けないとき、又

はこれらの規定に規定する事項が記載されていない管理票

の写し若しくは虚偽の記載のある管理票の写しの送付を受

けたときは、速やかに当該委託に係る条例汚染土壌の運搬

又は処理の状況を把握し、その結果を市長に届け出なけれ

ばならない。 

７ 運搬受託者は、第３項前段の規定により管理票の写しを

送付したとき（同項後段の規定により管理票を回付したと

きを除く。）は当該管理票を当該送付の日から、第４項後段

の規定による管理票の写しの送付を受けたときは当該管理

票の写しを当該送付を受けた日から、それぞれ規則で定め

る期間保存しなければならない。 

８ 処理受託者は、第４項前段の規定により管理票の写しを

送付したときは、当該管理票を当該送付の日から規則で定

める期間保存しなければならない。 

９ 前各項の規定は、条例汚染土壌を他人に第 69 条の３第１

項第２号に規定する土地の形質の変更に使用させる場合に

ついて準用する。この場合において、第１項中「（当該委託

が条例汚染土壌の処理のみに係るものである場合にあって

は、その処理を受託した者）」とあるのは「（運搬を委託し

ない場合にあっては、当該条例汚染土壌を土地の形質の変

更に使用する者）」と、「運搬又は処理を受託した者」とあ

るのは「運搬を受託した者又は土地の形質の変更に使用す

る者」と、第３項中「処理を委託された者」とあるのは「土

地の形質の変更に使用する者」と、第４項中「の処理を受

託した者（以下「処理受託者」という。）」とあるのは「を

土地の形質の変更に使用する者（以下「土壌使用者」とい

う。）」と、「処理を終了した」とあるのは「土地の形質の変

更をした」と、「処理を委託した」とあるのは「土地の形質

の変更に使用させた」と、第５項中「運搬又は処理が終了

した」とあるのは「運搬が終了し、又は土地の形質の変更

が行われた」と、第６項中「委託に係る条例汚染土壌の運

搬又は処理」とあるのは「運搬又は土地の形質の変更」と、

前項中「処理受託者」とあるのは「土壌使用者」と読み替

えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

(9) 当該委託に係る条例汚染土壌の処理を行う汚染土壌

処理施設の名称及び所在地 

(10) 当該委託に係る条例汚染土壌の荷姿 

（運搬受託者の記載事項） 

第59条の47 条例第69条の５第３項の規則で定める事項は、

次のとおりとする。 

(1) 運搬を担当した者の氏名 

(2) 運搬の用に供した自動車等の番号 

(3) 条例汚染土壌を引き渡した年月日 

(4) 運搬を行った区間 

(5) 当該委託に係る条例汚染土壌の重量 

（運搬受託者の管理票交付者への送付期限） 

第59条の48 条例第69条の５第３項の規則で定める期間は、

運搬を終了した日から 10 日とする。 

（処理受託者の記載事項） 

第59条の49 条例第69条の５第４項の規則で定める事項は、

次のとおりとする。 

(1) 当該委託に係る条例汚染土壌の引渡しを受けた者の

氏名 

(2) 処理を担当した者の氏名 

(3) 処理を終了した年月日 

(4) 処理の方法 

（処理受託者の管理票交付者への送付期限） 

第59条の50 条例第69条の５第４項の規則で定める期間は、

処理を終了した日から 10 日とする。 

（管理票交付者の管理票の写しの保存期間） 

第59条の51 条例第69条の５第５項の規則で定める期間は、

５年とする。 

（管理票の写しの送付を受けるまでの期間） 

第59条の52 条例第69条の５第６項の規則で定める期間は、

次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める期間とす

る。 

(1) 条例第 69 条の５第３項の規定による管理票の写しの

送付 管理票の交付の日から 40 日 

(2) 条例第 69 条の５第４項の規定による管理票の写しの

送付 管理票の交付の日から 100 日 

（条例汚染土壌の運搬又は処理の状況の届出） 

第 59 条の 53 条例第 69 条の５第６項の規定による届出は、

次に掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 管理票の交付年月日及び交付番号 

(3) 条例要措置区域等の所在地 

(4) 条例汚染土壌の特定有害物質による汚染状態 

(5) 条例汚染土壌の体積 

(6) 届出書の提出事由 

(7) 届出書の提出事由に係る運搬受託者又は処理受託者

の氏名又は名称及び住所 

(8) 把握した運搬又は処理の状況及びその把握の方法 

（運搬受託者の管理票の保存期間）  

第59条の54 条例第69条の５第７項の規則で定める期間は、

５年とする。 

（処理受託者の管理票の保存期間） 
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（虚偽の管理票の交付等の禁止） 

第 69 条の６ 何人も、条例汚染土壌の運搬を受託していない

にもかかわらず、前条第３項（同条第９項において準用す

る場合を含む。）に規定する事項について虚偽の記載をして

管理票を交付してはならない。 

２ 何人も、条例汚染土壌の処理を受託しておらず、又は条

例汚染土壌を土地の形質の変更に使用していないにもかか

わらず、前条第４項（同条第９項において準用する場合を

含む。）に規定する事項について虚偽の記載をして管理票を

交付してはならない。 

３ 運搬受託者、処理受託者又は条例汚染土壌を第 69 条の３

第１項第２号に規定する土地の形質の変更に使用する者

第59条の55 条例第69条の５第８項の規則で定める期間は、

５年とする。 

（準用） 

第 59 条の 55 の２ 第 59 条の 45 から前条までの規定は、条

例汚染土壌を他人に条例第69条の３第１項第２号に規定す

る土地の形質の変更に使用させる場合について準用する。

この場合において、次の表の左欄に掲げる規定中同表の中

欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読

み替えるものとする。 

読み替える規定 読み替えられる

字句 

読み替える字句 

第 59 条の 45 第

３号 

処理受託者（条

例第 69 条の５

第４項に規定す

る処理受託者を

いう。以下同

じ。）がある場合

にあっては、当

該処理受託者 

土壌使用者（条

例第 69 条の５

第９項に規定す

る土壌使用者を

いう。以下同

じ。）がある場合

にあっては、当

該土壌使用者） 

第 59 条の 46 第

８号 

処理受託者 土壌使用者 

第 59 条の 46 第

９号 

当該委託に係る

条例汚染土壌の

処理を行う汚染

土壌処理施設の

名称及び 

当該搬出先の条

例要措置区域等

の 

第 59 条の 49 第

１号 

当該委託 土地の形質の変

更 

第 59 条の 49 第

２号 

処理を担当した 土地の形質の変

更をした 

第 59 条の 49 第

３号 

処理を終了した 土地の形質の変

更をした 

第 59 条の 49 第

４号 

処理 土地の形質の変

更 

第 59 条の 50 処理を終了した 土地の形質の変

更をした 

第 59 条の 53 第

７号 

処理受託者 土壌使用者 

第 59 条の 53 第

８号 

処理 土地の形質の変

更 
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は、受託した条例汚染土壌の運搬若しくは処理を終了して

おらず、又は条例汚染土壌を土地の形質の変更に使用して

いないにもかかわらず、前条第３項又は第４項（これらの

規定を同条第９項において準用する場合を含む。）の規定に

よる送付をしてはならない。 

（汚染土壌処理業許可申請前対策指針） 

第 69 条の７ 市長は、法第 22 条第１項又は第 23 条第１項の

許可を受けようとする者に対して、生活環境の保全に対す

る一層の配慮を求めるとともに、周辺住民の理解を得た円

滑な事業の実施を促すため、汚染土壌処理業許可申請前対

策指針を策定し、必要な指導を行うものとする。 

（報告及び検査） 

第 69 条の８ 市長は、この節の規定の施行に必要な限度にお

いて、条例土壌汚染状況調査に係る土地若しくは条例要措

置区域等内の土地の所有者等又は条例要措置区域等内の土

地において汚染の除去等の措置若しくは土地の形質の変更

を行い、若しくは行った者に対し、当該土地の状況、当該

汚染の除去等の措置若しくは土地の形質の変更の実施状況

その他必要な事項について報告を求め、又はその職員に、

当該土地に立ち入り、当該土地の状況若しくは当該汚染の

除去等の措置若しくは土地の形質の変更の実施状況を検査

させることができる。 

２ 市長は、この節の規定の施行に必要な限度において、条

例汚染土壌を当該条例要措置区域等外へ搬出した者若しく

は条例汚染土壌の運搬を行った者に対し、条例汚染土壌の

運搬若しくは処理の状況に関し必要な報告を求め、又はそ

の職員に、これらの者の事務所、当該条例汚染土壌の積卸

しを行う場所その他の場所若しくは条例汚染土壌の運搬の

用に供する自動車その他の車両若しくは船舶（以下この項

において「自動車等」という。）に立ち入り、当該条例汚染

土壌の状況、自動車等若しくは帳簿、書類その他の物件を

検査させることができる。 

３ 市長は、この節の規定の施行に必要な限度において、汚

染土壌処理業者又は汚染土壌処理業者であった者に対し、

その事業に関し必要な報告を求め、又はその職員に、汚染

土壌処理業者若しくは汚染土壌処理業者であった者の事務

所、汚染土壌処理施設その他の事業場に立ち入り、設備、

帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。 

４ 前３項の規定により立入検査をする職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 

５ 第１項から第３項までに規定する立入検査の権限は、犯

罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

第２節の３ ダイオキシン類による土壌の汚 

染の防止等 

（ダイオキシン類に係る記録の管理等） 

第70条 ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定

する特定施設を設置する事業所（以下「ダイオキシン類管

理対象事業所」という。）を設置している者は、規則で定め

るところにより、ダイオキシン類管理対象事業所における

当該施設の使用状況その他の規則で定める事項を調査し、

その結果を記録しなければならない。 

２ ダイオキシン類管理対象事業所を設置している者は、ダ

イオキシン類管理対象事業所の敷地（ダイオキシン類管理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（立入検査の身分証明書） 

第 59 条の 56 条例第 69 条の８第１項から第３項までの規定

による立入検査に係る同条第４項の証明書の様式は、第 26

号様式の５のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節の３ ダイオキシン類による土壌の汚 

染の防止等 

（ダイオキシン類に係る記録の管理等） 

第 60 条 条例第 70 条第１項の規定による調査は、次項に規

定する事項に係る資料の調査、関係者に対する聞き取り、

現場の踏査その他の必要な調査を毎年１回以上行うととも

に、当該事項に変更がある場合においては、その都度その

状況の調査を行うものとする。 

２ 条例第 70 条第１項の規則で定める事項は、次に掲げる事

項とする。 

(1) ダイオキシン類管理対象事業所（条例第 70 条第１項
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対象事業所がダイオキシン類管理対象事業所に該当しない

事業所となった場合の当該事業所の敷地及びダイオキシン

類管理対象事業所が廃止された場合の当該ダイオキシン類

管理対象事業所の敷地であった土地を含む。以下「ダイオ

キシン類管理対象地」という。）の全部若しくは一部を譲渡

しようとするとき、又は借り受けていた土地にダイオキシ

ン類管理対象事業所を設置していた場合において当該ダイ

オキシン類管理対象地の全部若しくは一部を返還しようと

するときにあっては前項の記録を、当該ダイオキシン類管

理対象地の全部又は一部を貸与しようとするときにあって

は同項の記録の写しを、当該ダイオキシン類管理対象地を

譲渡し、若しくは返還し、又は貸与しようとする相手方に

交付しなければならない。ダイオキシン類管理対象地を譲

り受け、又は返還を受けた者にあっても、同様とする。 

３ 市長は、前２項の規定に違反している者があるときは、

その者に対し、第１項の規定による調査若しくは記録又は

前項の規定による交付をするよう勧告することができる。 

（廃止されたダイオキシン類管理対象事業所の敷地であった

土地等の調査） 

第70条の２ ダイオキシン類管理対象事業所を設置していた

者は、当該ダイオキシン類管理対象事業所を廃止したとき

は、当該廃止した日から 30 日以内に、規則で定めるところ

により、市長にその旨を届け出なければならない。 

２ ダイオキシン類管理対象事業所を設置していた者は、当

該ダイオキシン類管理対象事業所を廃止したときは、規則

で定めるところにより、当該ダイオキシン類管理対象事業

所の敷地であった土地の土壌のダイオキシン類による汚染

の状況について、当該汚染の状況を適切に調査することが

できる者に規則で定める方法により調査させて、その結果

を市長に報告しなければならない。 

３ 市長は、前２項の規定に違反している者があるときは、

その者に対し、第１項の規定による届出又は前項の規定に

よる調査若しくは報告をするよう勧告することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ダイオキシン類管理対象地における土地の形質の変更の実

施等） 

第70条の３ ダイオキシン類管理対象地内において土地の形

質の変更を行おうとする者は、当該土地の形質の変更に着

手する日の 30 日前までに、規則で定めるところにより、当

該土地の形質の変更に係る計画その他規則で定める事項を

市長に届け出なければならない。ただし、次に掲げる行為

については、この限りでない。 

に規定するダイオキシン類管理対象事業所をいう。以下

同じ。）の敷地の利用の状況の概要 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の敷地の造成の状況

の概要 

(3) 事業活動の概要 

(4) ダイオキシン類対策特別措置法第２条第２項に規定

する特定施設（以下「ダイオキシン類特定施設」という。）

の種類、使用時間、使用期間及び使用状況 

(5) ダイオキシン類対策特別措置法第 28 条第１項及び第

２項の規定に基づく測定結果 

(6) ダイオキシン類特定施設の破損、事故等によるダイオ

キシン類を含むおそれのある排水、廃棄物等の漏出の有

無、時期、場所及び漏出量 

(7) ダイオキシン類を含むおそれのある排水、廃棄物等の

発生状況及び排出経路 

(8) ダイオキシン類を含むおそれのある排水の処理施設

及び廃棄物処理施設の概要及び場所 

(9) ダイオキシン類を含むおそれのある廃棄物の埋立て

等の有無、時期、場所及び量 

(10) ダイオキシン類特定施設を撤去した場合にあっては、

ダイオキシン類が残存し、又は付着したおそれのある装

置等の解体方法及び解体場所 

(11) 地形、地質等の概要 

(12) その他市長が特に必要と認める事項 

（廃止されたダイオキシン類管理対象事業所の敷地であった

土地の調査） 

第 60 条の２ 条例第 70 条の２第１項の規定による届出は、

次に掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の名称及び所在地 

(3) ダイオキシン類管理対象事業所を廃止した理由 

(4) ダイオキシン類管理対象事業所を廃止した年月日 

(5) 条例第 70 条第１項の規定による記録 

(6) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 条例第 70 条の２第２項の規定による報告は、次に掲げる

事項を記載した報告書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の名称及び所在地 

(3) 土壌の試料の採取を行った地点及び日時、当該試料の

測定の結果並びに当該測定を行った者の氏名又は名称 

(4) その他市長が特に必要と認める事項 

３ 条例第 70 条の２第２項の規則で定める方法は、別表第 16

に定めるとおりとする。 

（ダイオキシン類管理対象地における土地の形質の変更の届

出等） 

第 60 条の３ 条例第 70 条の３第１項（同条第７項において

準用する場合を含む。以下同じ。）の規定による届出は、次

に掲げる図面を添付して行うものとする。 

(1) ダイオキシン類管理対象地（条例第 70 条第２項に規

定するダイオキシン類管理対象地をいう。以下同じ。）

内において土地の形質の変更又はダイオキシン類管理
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(1) 土壌の掘削を伴わない土地の形質の変更 

(2) 通常の管理行為、軽易な行為その他の行為であって規

則で定める土地の形質の変更 

(3) 非常災害のために必要な応急措置として行う行為 

２ 前項の規定による届出をした者は、当該届出に係る土地

の形質の変更（当該変更に起因して公害が生ずるおそれが

ないことが明らかなものとして規則で定めるものを除く。）

を行う前に、規則で定めるところにより、当該土地の土壌

のダイオキシン類による汚染の状況について、当該汚染の

状況を適切に調査することができる者に規則で定める方法

により調査させて、その結果を市長に報告しなければなら

ない。 

３ 前項の規定による報告をした者は、ダイオキシン類管理

対象地の土壌が規則で定める土壌汚染に係る基準に適合し

ていないことが確認されたときは、当該土地の形質の変更

に伴う当該汚染された土壌に起因する公害を防止する措置

を講じなければならない。 

４ 前項の規定による措置を講じた者は、その結果を市長に

報告しなければならない。 

５ ダイオキシン類管理対象地（前条第２項又は第２項の規

定による調査により土壌の汚染が確認された土地に限る。）

において非常災害のために必要な応急措置として土地の形

質の変更を行った者は、当該土地の形質の変更を行った日

から起算して 14 日以内に、その旨を市長に届け出なければ

ならない。 

６ 市長は、前各項の規定に違反している者があると認める

ときは、その者に対し、第１項の規定による届出若しくは

第２項の規定による調査若しくは報告をし、第３項の規定

による措置を講じ、又は第４項の規定による報告若しくは

前項の規定による届出をするよう勧告することができる。 

７ 前各項（第１項ただし書及び第５項を除く。）の規定は、

ダイオキシン類管理対象事業所を設置している者が当該ダ

イオキシン類管理対象事業所の敷地であった土地の一部の

利用の方法を変更し、当該ダイオキシン類管理対象事業所

の敷地以外の用に供することとなった場合について準用す

る。この場合において、第１項中「土地の形質の変更」と

あるのは「土地の一部の利用の方法の変更」と、「当該土地

の形質の変更に着手する」とあるのは「当該変更をする」

と、「当該土地の形質の変更に係る」とあるのは「当該変更

に係る」と、第２項中「前項」とあるのは「第７項におい

て読み替えて準用する前項」と、「当該届出に係る土地の形

質の変更（当該変更に起因して公害が生ずるおそれがない

ことが明らかなものとして規則で定めるものを除く。）」と

あるのは「当該届出に係る変更」と、第３項中「前項」と

あるのは「第７項において読み替えて準用する前項」と、「ダ

イオキシン類管理対象地」とあるのは「当該報告に係る土

地」と、「当該土地の形質の変更」とあるのは「当該変更」

と、第４項中「前項」とあるのは「第７項において読み替

えて準用する前項」と、第６項中「前各項」とあるのは「第

７項において読み替えて準用する第１項から第４項まで」

と、「第１項」とあるのは「第７項において読み替えて準用

する第１項」と、「第２項」とあるのは「第７項において読

み替えて準用する第２項」と、「第３項」とあるのは「第７

対象事業所の敷地であった土地の一部の利用の方法の

変更（以下「ダイオキシン類管理対象地の形質変更等」

という。）を行おうとする場所を明らかにした図面 

(2) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等の終了後に

おける当該土地の利用の方法を明らかにした図面 

２ 条例第 70 条の３第１項の規則で定める事項は、次に掲げ

る事項とする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の名称及び所在地 

(3) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等を行おうと

する土地の所在地 

(4) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等を行おうと

する場所 

(5) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等を行おうと

する理由 

(6) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等の着手予定

日 

(7) 条例第 70 条第１項の規定による記録（条例第 70 条の

２第１項の規定により、当該記録が報告されている場合

を除く。） 

(8) その他市長が特に必要と認める事項 

３ 条例第 70 条の３第１項第２号の規則で定める土地の形

質の変更は、土壌汚染が存在するおそれが比較的少ないと

認められる土地（ダイオキシン類による土壌汚染のおそれ

の区分として別表第 16 に定めるものをいう。以下この条に

おいて同じ。）において行う次のいずれにも該当するものと

する。 

(1) 掘削した土壌を当該土壌の掘削を行った土地が属す

るダイオキシン類管理対象地から搬出しないもの 

(2) 土壌の飛散又は流出を伴う土地の形質の変更ではな

いもの 

(3) 土地の形質の変更に係る部分の深さが 50 センチメー

トル未満であるもの 

４ 条例第70条の３第２項の規則で定める土地の形質の変更

は、次のとおりとする。 

(1) 土壌汚染が存在するおそれが比較的少ないと認めら

れる土地における土地の形質の変更 

(2) 前号に掲げる土地以外の土地における土地の形質の

変更であって、次のいずれにも該当するもの 

ア 掘削した土壌を当該土壌の掘削を行った土地を含

むダイオキシン類管理対象地から搬出しないこと。 

イ 土壌を掘削する深さまで帯水層が存在しないと認

められること。 

ウ 掘削した土壌の飛散、流出その他の土壌の掘削に起

因した公害を防止するために必要な措置が講じられ

ること。 

５ 条例第 70 条の３第２項の規定による報告は、前条第２項

各号に掲げる事項を記載した報告書により行うものとす

る。 

６ 条例第 70 条の３第２項の規則で定める方法は、前条第３

項に定める方法とする。 

（ダイオキシン類による汚染の基準） 
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項において読み替えて準用する第３項」と、「第４項」とあ

るのは「第７項において読み替えて準用する第４項」と、「報

告若しくは前項の規定による届出」とあるのは「報告」と

読み替えるものとする。 

８ ダイオキシン類管理対象事業所を設置している者が前項

において準用する第２項の規定による報告をした場合にお

ける第２項の規定の適用については、同項中「当該土地」

とあるのは、「当該土地（第７項において読み替えて準用す

るこの項の規定による報告に係る部分を除く。次項におい

て同じ。）」とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（周辺住民への周知） 

第 70 条の４ 前条第３項（同条第７項において読み替えて準

用する場合を含む。）の規定による措置を講じようとする者

は、規則で定めるところにより、あらかじめ、規則で定め

る範囲の住民にその旨を周知しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する者が同項の規定による周知をし

ていない場合で、土地の形質の変更によってダイオキシン

類により汚染された土壌に起因する公害が生ずるおそれが

あると認めるときは、その者に対し、同項の規定による周

知をするよう勧告することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ダイオキシン類による地下水への影響の調査） 

第 70 条の５ 第 70 条の２第２項又は第 70 条の３第２項（同

条第７項において読み替えて準用する場合を含む。）の規定

による調査の結果、当該調査を行った土地の土壌のダイオ

キシン類による汚染状態が規則で定める基準に適合してい

ないと認められたときは、当該調査をさせた者は、当該土

壌の汚染による地下水への影響を規則で定める方法により

調査し、その結果を市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項に規定する者が同項の規定による調査又は

報告をしていないときは、その者に対し、同項の規定によ

る調査又は報告をするよう勧告することができる。 

（土壌調査等の記録の管理等） 

第 70 条の６ 第 70 条の２第２項、第 70 条の３第２項若しく

は第４項（同条第７項においてこれらの規定を読み替えて

準用する場合を含む。）又は前条第１項の規定による報告を

した者は、当該報告に係る記録を保存しておかなければな

らない。 

第 60 条の４ 条例第 70 条の３第３項（同条第７項において

準用する場合を含む。）及び条例第 70 条の５第１項の規則

で定める土壌汚染に係る基準は、土壌１グラム当たりダイ

オキシン類の換算量が 1,000 ピコグラム以下とする。 

（ダイオキシン類管理対象地における非常災害のために必要

な応急措置として行った土地の形質の変更の届出） 

第 60 条の５ 条例第 70 条の３第５項の規定による届出は、

次に掲げる事項を記載した届出書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の名称及び所在地 

(3) 土地の形質の変更を行った土地の所在地 

(4) 土地の形質の変更を行った場所 

(5) 土地の形質の変更を行った理由 

(6) 土地の形質の変更を行った期間 

(7) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 前項の届出書には、土地の形質の変更を行った場所を明

らかにした図面を添付しなければならない。 

（周辺住民への周知） 

第 60 条の６ 条例第 70 条の４第１項の規定による公害を防

止する措置を講ずる旨の周知は、次に掲げる事項について

印刷物の配布、掲示板への掲示その他の方法により行うも

のとする。 

(1) 公害を防止する措置を講じようとする者の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

(2) 公害を防止する措置を講じようとする土地のダイオ

キシン類による汚染状態 

(3) 公害を防止する措置の内容 

(4) その他市長が特に必要と認める事項 

２ 第 70 条の４第１項に規定する規則で定める範囲は、次の

とおりとする。 

(1) 公害を防止する措置を講じようとする土地を含む敷

地の境界に隣接する土地の範囲 

(2) 公害を防止する措置を講じることに伴う作業によっ

て人の健康又は生活環境に係る被害が生ずるおそれが

ある範囲 

（ダイオキシン類による地下水への影響調査） 

第60条の７ 条例第70条の５第１項の規則で定める方法は、

次のとおりとする。 

(1) 条例第 70 条の２第２項又は条例第 70 条の３第２項

（同条第７項において準用する場合を含む。）の調査を

行った土地においてボーリング調査を実施し、土壌の汚

染による帯水層への影響を調査すること。 

(2) 前号の調査において土壌の汚染に起因して帯水層に

汚染が生じるおそれがあると認められる場合は、土壌の

汚染に起因する地下水汚染を的確に把握できると認め

られる地点における帯水層の地下水を採取すること。 

(3) 前号の規定により採取した地下水は、規格Ｋ0312 に

定める方法により、ダイオキシン類の測定を行うこと。 

２ 条例第 70 条の５第１項の規定による報告は、次に掲げる

事項を記載した報告書により行うものとする。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 
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２ 前項に規定する者は、ダイオキシン類管理対象地の全部

若しくは一部を譲渡しようとするとき、又は借り受けてい

たダイオキシン類管理対象地の全部若しくは一部を返還し

ようとするときにあっては同項の記録を、ダイオキシン類

管理対象地の全部又は一部を貸与しようとするときにあっ

ては同項の記録の写しを、当該ダイオキシン類管理対象地

を譲渡し、若しくは返還し、又は貸与しようとする相手方

に交付しなければならない。ダイオキシン類管理対象地を

譲り受け、又は返還を受けた者にあっても、同様とする。 

３ 市長は、前２項の規定に違反している者があるときは、

その者に対し、第１項の規定による保存又は前項の規定に

よる交付をするよう勧告することができる。 

（台帳） 

第 70 条の７ 市長は、第 70 条の２第２項又は第 70 条の３第

２項（同条第７項において読み替えて準用する場合を含

む。）の規定による報告に係る台帳（以下この条において「台

帳」という。）を調製し、これを保管しなければならない。 

２ 台帳の記載事項その他その調製及び保管に関し必要な事

項は、規則で定める。 

３ 市長は、台帳の閲覧を求められたときは、正当な理由が

なければ、これを拒むことができない。 

（土地の所有者等の協力） 

第 70 条の８ 第 70 条の２第２項の規定による調査、第 70 条

の３第２項（同条第７項において読み替えて準用する場合

を含む。）の規定による調査又は同条第３項（同条第７項に

おいて読み替えて準用する場合を含む。）の規定による措置

に係る土地の所有者等は、当該調査又は措置に協力するよ

う努めるものとする。 

 

 

（ダイオキシン類管理対象地における記録の交付等を要しな

い場合） 

第 70 条の９ ダイオキシン類管理対象地において、土地の形

質の変更に伴うダイオキシン類により汚染された土壌に起

因する公害の発生が見込まれない場合として規則で定める

場合は、第 70 条の３から前条までの規定は、適用しない。 

 

 

 

 

第３節 地下水の採取による地盤の沈下の防 

    止 

（地下水を採取する者の責務） 

第 71 条 地下水を採取している者は、地下水を合理的かつ適

正に使用することにより、地下水の採取量の削減に努める

とともに、周辺の地盤に悪影響を及ぼさないよう、十分に

配慮しなければならない。 

（地下水採取の許可） 

第 72 条 規則で定める揚水施設を設置し、地下水を採取しよ

うとする事業者は、市長の許可を受けなければならない。

ただし、次のいずれかに該当する者は、この限りでない。 

(1) 工業用水法（昭和 31 年法律第 146 号）第３条第１項

の適用を受ける者 

(2) ダイオキシン類管理対象事業所の名称 

(3) ダイオキシン類管理対象地の所在地 

(4) 土壌のダイオキシン類による汚染状態 

(5) 地下水の採取を行った地点及び日時、当該試料の測定

の結果並びに当該測定を行った者の氏名又は名称 

(6) その他市長が特に必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

（台帳） 

第 60 条の８ 台帳（条例第 70 条の７第１項に規定する台帳

をいう。）は、帳簿及び図面をもって調製するものとする。 

２ 前項の帳簿及び図面は、ダイオキシン類管理対象地ごと

に調製するものとする。 

３ 第１項の帳簿の様式は、第26号様式の６のとおりとする。 

４ 第１項の図面は、次のとおりとする。 

(1) 土壌のダイオキシン類による汚染状態の調査におい

て試料の採取を行った地点を明示した図面 

(2) ダイオキシン類管理対象地の形質変更等に伴う当該

土壌に起因する公害を防止する措置を講じた場所及び

当該措置の方法を明示した図面 

(3) 当該土地の周辺の地図 

(4) 条例第 70 条の５第１項の規定により地下水の水質を

測定した場合にあっては、当該地下水の採取を行った地

点を明示した図面 

５ 帳簿の記載事項及び図面に変更があったときは、市長は、

速やかにこれを訂正しなければならない。 

（ダイオキシン類管理対象地における記録の交付等を要しな

い場合） 

第 60 条の９ 条例第 70 条の９に規定する規則で定める場合

は、次に掲げるとおりとする。 

(1) ダイオキシン類により汚染された土壌の浄化又は除

去が完了したことにより、ダイオキシン類管理対象地に

おける土壌が第 60 条の４の基準に適合している場合 

(2) その他土地の形質の変更に伴う汚染された土壌に起

因する公害の発生が見込まれない場合として市長が認

める場合 

第３節 地下水の採取による地盤の沈下の防 

    止 

 

 

 

 

 

（許可を要する揚水施設） 

第 61 条 条例第 72 条第１項に規定する規則で定める揚水施

設は、一の事業所に設置される揚水機の吐出口の断面積の

合計が６平方センチメートルを超える場合の揚水施設とす

る。 

２ 条例第 72 条第２項第４号に規定する規則で定める事項
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(2) 温泉法（昭和 23 年法律第 125 号）第３条第１項の適

用を受ける者 

２ 前項の許可を受けようとする者は、当該揚水施設の設置

工事を開始する日の 30 日前までに、次に掲げる事項を記載

した書類を市長に提出しなければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 揚水施設の数、位置及び構造 

(3) 地下水の採取予定量及び用途 

(4) その他規則で定める事項 

（許可の基準等） 

第73条 市長は、前条第１項の許可の申請があった場合には、

速やかにこれを審査するものとし、許可の申請に係る揚水

施設の構造等が規則で定める基準に適合していると認める

ときでなければ、同項の許可をしてはならない。ただし、

当該申請に係る地下水の採取が、次のいずれかに該当する

と市長が認めるときは、この限りでない。 

(1) 防災又は消防の用に供するとき。 

(2) 汚染された地下水の浄化対策のために地下水を採取

するとき。 

(3) 規則で定める用途に供する地下水の採取で、他の水源

をもって地下水に代えることが著しく困難であるとき。 

２ 市長は、前条第１項の許可には、地盤の沈下の防止のた

めに必要な限度において、条件を付することができる。 

（開始の届出） 

第 74 条 第 72 条第１項の許可を受けた者は、当該許可を受

けた地下水の採取を開始したときは、その日から起算して

14 日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項に規定する者が同項の規定による届出をし

ていないときは、その者に対し、同項の規定による届出を

するよう勧告することができる。 

（変更の許可） 

第 75 条 第 72 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係

る同条第２項第２号又は第３号に掲げる事項の変更をしよ

うとするときは、市長の許可を受けなければならない。た

だし、当該許可に係る事項を超えない範囲の変更であって

規則で定めるものについては、この限りでない。 

２ 前項の許可を受けた者は、当該許可に基づき当該許可に

係る変更をしたときは、その日から起算して 14 日以内に、

その旨を市長に届け出なければならない。 

３ 第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る変更の計画

を中止したときは、その日から起算して 30 日以内に、その

旨を市長に届け出なければならない。 

４ 第 73 条の規定は、第１項の許可について準用する。 

５ 市長は、第２項又は第３項の規定に違反している者があ

るときは、その者に対し、第２項又は第３項の規定による

届出をするよう勧告することができる。 

（変更の届出） 

第 76 条 第 72 条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係

る次に掲げる変更をしたときは、その日から起算して 30 日

以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

(1) 第 72 条第２項第１号又は第４号に掲げる事項の変更 

(2) 前条第１項ただし書に規定する規則で定める変更 

は、次に掲げる事項とする。 

(1) 地下水の採取を行う事業所の概要 

(2) 地下水の採取の必要性及び他の水源をもって地下水

に代えることが著しく困難である場合にあってはその

理由 

３ 条例第 72 条第２項に規定する書類は、地下水採取許可申

請書（第 27 号様式）とする。 

 

 

 

（許可の基準） 

第62条 条例第73条第１項に規定する規則で定める基準は、

次のとおりとする。 

(1) 一の事業所に設置される揚水機の吐出口の断面積の

合計が 22 平方センチメートル以下であること。 

(2) 揚水機を設置する井戸のストレーナーの位置が地表

面から 100 メートルよりも深いものであること。 

(3) 揚水機の原動機の定格出力が 2.2 キロワット（当該揚

水機を設置する井戸の全揚程（実揚程に管の損失水頭を

加えたものをいう。）が 50 メートル以深の場合にあって

は、3.7 キロワット）以下であること。 

２ 条例第 73 条第１項第３号に規定する規則で定める用途

は、日本標準産業分類に定める農業（耕種農業及び畜産農

業に限る。）の用途とする。 

 

 

 

 

 

 

 

（地下水採取に係る変更許可） 

第 63 条 条例第 75 条第１項の規定による許可の申請は、地

下水採取に係る変更許可申請書（第 28 号様式）により行う

ものとする。 

２ 条例第75条第１項ただし書に規定する規則で定める変更

は、次に掲げる変更とする。 

(1)  既に許可を受けた揚水施設の数を減らす変更 

(2)  地下水の採取予定量を減らす変更 

(3)  揚水機の吐出口の断面積の合計を小さくする変更 

(4)  揚水機を設置する井戸のストレーナーの位置を深く

する変更 

(5)  揚水機の原動機の定格出力を下げる変更 

(6)  採取する地下水の用途を条例第 73 条第１項各号のい

ずれかに該当する用途とする変更 

 

 

（地下水採取に係る変更届出書） 

第 64 条 条例第 76 条の規定による届出は、地下水採取に係

る変更届出書（第 29 号様式）により行うものとする。 
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（承継） 

第 77 条 第 72 条第１項の許可を受けた者から当該揚水施設

を譲り受け、又は借り受けた者は、当該揚水施設に係る当

該許可を受けた者の地位を承継する。 

２ 第 72 条第１項の許可を受けた者について相続、合併又は

分割（当該揚水施設を承継させるものに限る。）があったと

きは、相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設

立した法人又は分割により当該揚水施設を承継した法人

は、当該許可を受けた者の地位を承継する。 

３ 前２項の規定により第72条第１項の許可を受けた者の地

位を承継した者は、その承継があった日から起算して 30 日

以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（廃止の届出） 

第 78 条 第 72 条第１項の許可を受けた者は、地下水の採取

を取りやめたときは、その日から起算して 30 日以内に、そ

の旨を市長に届け出なければならない。 

（許可の失効） 

第 79 条 第 72 条第１項の許可を受けた者について、前条の

届出があったとき、又は第 72 条第１項の規則の改正により

同項の許可を要する者に該当しなくなったときは、当該許

可を受けた者に係る同項の許可は、その効力を失う。第 75

条第３項の届出があった場合の同条第１項の許可について

も、同様とする。 

（許可の取消し） 

第 80 条 市長は、第 72 条第１項の許可を受けた者が次のい

ずれかに該当するときは、同項の許可を取り消すことがで

きる。 

(1) 詐欺その他不正な手段により第72条第１項又は第75

条第１項の許可を受けたとき。 

(2) 第 75 条第１項の規定に違反して変更をしたとき。 

(3) 第 82 条の規定による命令に違反したとき。 

(4) 当該許可に係る地下水の採取を許可の日から起算し

て１年以内に開始せず、又は１年以上引き続き休止して

いる場合で、当該採取を開始し、又は再開する見込みが

ないとき。 

２ 市長は、第 75 条第１項の許可を受けた者が許可の日から

起算してその許可に係る変更に１年以内に着手せず、又は

当該変更を１年以上中断しているときは、同項の許可を取

り消すことができる。 

（地下水採取量等の測定等） 

第 81 条 第 72 条第１項の規則で定める揚水施設により地下

水を採取している者は、規則で定めるところにより、地下

水の採取量及び水位を測定し、その結果を記録し、及びそ

の結果を市長に報告しなければならない。 

（地盤沈下防止に係る命令等） 

第 82 条 市長は、地下水の採取による地盤の沈下を防止する

ため必要があると認めるときは、第 72 条第１項の規則で定

める揚水施設により地下水を採取している者に対し、期限

を定めて、揚水施設の改善を命じ、又は地下水の採取の量

の減少若しくは採取の停止を命ずることができる。 

 

 

 

（地下水採取に係る地位承継届出書） 

第 65 条 条例第 77 条第３項の規定による届出は、地下水採

取に係る地位承継届出書（第 30 号様式）により行うものと

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地下水採取に係る廃止届出書） 

第 66 条 条例第 78 条の規定による届出は、地下水採取に係

る廃止届出書（第 31 号様式）により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地下水採取量等の測定等） 

第 67 条 条例第 81 条の規定による地下水の採取量及び水位

の測定は、別表第 17 に定める方法により行わなければなら

ない。 

２ 条例第 81 条の規定による報告は、毎年１月１日から６月

30 日までの間の測定結果については７月 31 日までに、７月

１日から 12 月 31 日までの間の測定結果については翌年の

１月31日までに、地下水採取量及び水位測定結果報告書（第

32 号様式）により行うものとする。ただし、条例第 73 条第

１項各号のいずれかに該当する地下水の採取を行う者につ

いては、市長の求めに応じて報告するものとする。 

３ 地下水を採取している者は、条例第 81 条に規定する記録

を３年間保存しておかなければならない。 
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第８章 特定行為等に係る公害の防止 

第１節 特定小規模施設の排煙による大気の 

汚染の防止 

（特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止） 

第83条 固定型内燃機関その他の排煙を発生する施設で規則

で定めるもの（以下「特定小規模施設」という。）を設置し、

排煙を排出する事業者は、当該特定小規模施設の排煙によ

る大気の汚染の防止に努めなければならない。 

（特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止に関する指

導基準） 

第 84 条 市長は、特定小規模施設の排煙による大気の汚染の

防止に関する指導基準を定め、これを公表しなければなら

ない。 

（特定小規模施設の排煙に係る指導及び勧告） 

第 85 条 市長は、特定小規模施設を設置し、排煙を排出する

事業者に対し、当該特定小規模施設の排煙による大気の汚

染を防止するため、前条の指導基準に基づき、必要な指導

及び助言をすることができる。 

２ 市長は、特定小規模施設が前条の指導基準に適合しない

ことにより大気の汚染を生ずるおそれがあると認めるとき

は、当該特定小規模施設を設置し、排煙を排出する事業者

に対し、大気の汚染を防止するために必要な措置をとるよ

う勧告することができる。 

 

（特定小規模施設の設置の届出） 

第 86 条 特定小規模施設（規則で定めるものを除く。）を設

置しようとする事業者は、当該特定小規模施設を設置する

日の 30 日前までに、規則で定めるところにより、次に掲げ

る事項を市長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 特定小規模施設を設置する場所 

(3) 特定小規模施設の概要 

(4) その他規則で定める事項 

２ 前項の届出に係る特定小規模施設を譲り受け、若しくは

借り受けた者又は当該届出をした者について相続、合併若

しくは分割があった場合における相続人、合併後存続する

法人若しくは合併により設立した法人若しくは分割により

当該特定小規模施設を承継した法人は、その日から起算し

て 30 日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（変更の届出） 

第 87 条 前条の届出をした者は、同条第１項第２号から第４

号までに掲げる事項の変更をしようとするときは、その変

更の日の 30 日前までに、その旨を市長に届け出なければな

らない。 

２ 前条の届出をした者は、同条第１項第１号に掲げる事項

を変更したときは、その日から起算して 30 日以内に、その

旨を市長に届け出なければならない。 

（廃止の届出） 

第 88 条 第 86 条の届出をした者は、当該届出に係る特定小

規模施設を廃止したときは、その日から起算して 30 日以内

に、その旨を市長に届け出なければならない。 

第２節 石綿排出作業による大気の汚染の防 

第７章 特定行為等に係る公害の防止 

第１節 特定小規模施設の排煙による大気の 

汚染の防止 

（特定小規模施設の定義） 

第 68 条 条例第 83 条に規定する規則で定める施設は、次に

掲げる施設とする。 

(1) 小規模固定型内燃機関 

ア ディーゼルエンジンのうち、燃料の重油換算燃焼能

力が１時間当たり 50 リットル未満であるもので、原

動機の定格出力が 7.5 キロワット以上であるもの 

イ ガスエンジン及びガソリンエンジンのうち、燃料の

重油換算燃焼能力が１時間当たり 35 リットル未満で

あるもので、原動機の定格出力が 7.5 キロワット以上

であるもの 

(2) ガスタービンのうち、燃料の重油換算燃焼能力が１時

間当たり 50 リットル未満であるもので、原動機の定格

出力が 7.5 キロワット以上であるもの 

(3) 小規模焼却炉等 

ア 廃棄物焼却炉（別表第１の 51 の項に掲げるものを

除き、移動式のものを含む。） 

イ 動物火葬炉（移動式のものを含む。） 

ウ 木炭、竹炭等を製造するために原材料を乾留する施

設（別表第１の 51 の項に掲げる作業に係るものを除

く。） 

（設置の届出を要しない特定小規模施設） 

第 68 条の２ 条例第 86 条第１項に規定する規則で定める特

定小規模施設は、前条第１号イに規定するガスエンジンの

うちガスヒートポンプの動力に用いるもの（燃料の重油換

算燃焼能力が１時間当たり10リットル未満であるものに限

る。）とする。 

（特定小規模施設の設置の届出） 

第 69 条 条例第 86 条第１項第４号に規定する規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 特定小規模施設の配置 

(2) 特定小規模施設の構造 

(3) 特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止の方

法 

(4) 特定小規模施設の排煙による大気の汚染の防止に必

要な限度において市長が必要と認める事項 
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    止 

（定義） 

第 89 条 この節において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 石綿含有建築材料 吹付け石綿その他の石綿を含有

する建築材料で規則で定めるものをいう。 

(2) 石綿排出作業 石綿含有建築材料が使用されている

建築物等を解体し、改造し、又は補修する作業のうち、

その作業の場所から排出され、又は飛散する石綿が大気

の汚染の原因となるものとして規則で定めるものをい

う。 

(3) 石綿排出工事 石綿排出作業を伴う建設工事をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（石綿排出作業による大気の汚染の防止） 

第 89 条の２ 石綿排出工事の発注者（石綿排出工事の注文者

で、他の者から請け負った石綿排出工事の注文者以外のも

のをいう。以下この節において同じ。）、元請業者（発注者

から直接石綿排出工事を請け負った者をいう。以下この節

において同じ。）若しくは下請負人（石綿排出工事の元請業

者から当該石綿排出工事の全部又は一部（石綿排出作業を

伴うものに限る。以下この節において同じ。）を請け負った

他の者（その請け負った石綿排出工事が数次の請負契約に

よって行われるときは、当該他の者の請負契約の後次の全

ての請負契約の当事者である請負人を含む。）をいう。以下

この節において同じ。）又は自主施工者（石綿排出工事を請

負契約によらないで自ら施工する者をいう。以下この節に

おいて同じ。）は、当該石綿排出工事における石綿排出作業

による大気の汚染の防止に努めなければならない。 

（石綿排出作業による大気の汚染の防止に関する指導基準） 

第 90 条 市長は、石綿排出作業による大気の汚染の防止に関

する指導基準を定め、これを公表しなければならない。 

（石綿排出作業に係る指導及び勧告） 

第 91 条 市長は、石綿排出工事の発注者、元請業者若しくは

下請負人又は自主施工者に対し、当該石綿排出工事におけ

る石綿排出作業による大気の汚染を防止するため、前条の

指導基準に基づき、必要な指導及び助言を行うことができ

る。 

２ 市長は、石綿排出作業が前条の指導基準に適合しないこ

    止 

（石綿含有建築材料の定義） 

第 70 条 条例第 89 条第１号に規定する規則で定める建築材

料は、次に掲げる建築材料とする。 

(1) 吹付け石綿 

(2) 石綿を含有する断熱材、保温材及び耐火被覆材（吹付

け石綿を除く。以下「石綿含有断熱材等」という。） 

(3) 石綿布 

(4) 石綿を含有するセメント建材（成形板に限る。以下「石

綿含有セメント建材」という。） 

(5) 石綿を含有する仕上塗材及び下地調整塗材（以下「石

綿含有仕上塗材等」という。） 

（石綿排出作業の定義） 

第 70 条の２ 条例第 89 条第２号に規定する規則で定める作

業は、次に掲げる作業とする。 

(1) 吹付け石綿が使用されている建築物等を解体し、改造

し、又は補修する作業 

(2) 石綿含有断熱材等が使用されている建築物等を解体

し、改造し、又は補修する作業 

(3) 石綿布が使用されている建築物等を解体し、改造し、

又は補修する作業 

(4) 石綿含有セメント建材が使用されている建築物等を

解体し、改造し、又は補修する作業（当該作業の対象と

なる建築物等の部分における石綿含有セメント建材の

使用面積の合計が 1,000 平方メートル以上であるもの

に限る。） 

(5) 石綿含有仕上塗材等が使用されている建築物等を解

体し、改造し、又は補修する作業 
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とにより大気の汚染を生ずるおそれがあると認めるとき

は、当該石綿排出作業を伴う石綿排出工事の発注者、元請

業者若しくは下請負人又は自主施工者に対し、大気の汚染

を防止するために必要な措置を執るよう勧告することがで

きる。 

（石綿排出作業の開始の届出） 

第 92 条 石綿排出工事の発注者又は自主施工者（次項に規定

するものを除く。）は、当該石綿排出工事における石綿排出

作業（規則で定めるもの及び大気汚染防止法（昭和 43 年法

律第 97 号）第 18 条の 17 第１項又は第２項の規定による届

出に係る同法第２条第11項に規定する特定粉じん排出等作

業に該当するものを除く。以下この条において同じ。）を開

始する日の７日前までに、規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を市長に届け出なければならない。 

(1) 当該石綿排出工事の発注者及び元請業者又は自主施

工者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、そ

の代表者の氏名 

(2) 当該石綿排出工事の場所 

(3) 当該石綿排出作業の対象となる建築物等の部分にお

ける石綿含有建築材料の種類並びにその使用箇所及び

使用面積 

(4) 当該石綿排出作業の種類 

(5) 当該石綿排出作業の実施の期間 

(6) 当該石綿排出作業の方法 

(7) その他規則で定める事項 

２ 災害その他非常の事態の発生により前項に規定する石綿

排出作業を緊急に行う必要がある場合における当該石綿排

出作業を伴う石綿排出工事の発注者又は自主施工者は、速

やかに、同項各号に掲げる事項を市長に届け出なければな

らない。 

（石綿濃度等の測定等） 

第 93 条 石綿排出工事の元請業者又は自主施工者は、規則で

定めるところにより、当該石綿排出工事における石綿排出

作業（規則で定めるものを除く。）を行う場所における大気

中の石綿濃度等を測定し、その結果を記録し、及び保存し

ておかなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（石綿排出作業の完了に係る報告） 

第93条の２ 前条の規定による測定を行った石綿排出工事の

元請業者は、当該石綿排出工事における石綿排出作業が完

了したときは、規則で定めるところにより、当該石綿排出

工事の発注者に対し、前条の規定による測定の結果その他

規則で定める事項について書面により報告しなければなら

 

 

 

 

 

（開始の届出を要しない石綿排出作業） 

第 70 条の３ 条例第 92 条第１項に規定する規則で定める石

綿排出作業は、前条第５号に掲げる石綿排出作業とする。 

（石綿排出作業の開始の届出） 

第 71 条 条例第 92 条第１項第７号に規定する規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 石綿排出作業の対象となる建築物等の概要、配置図及

び付近の状況 

(2) 石綿排出作業の工程を明示した石綿排出工事の計画

工程表 

(3) 石綿排出工事の元請業者又は自主施工者の現場責任

者の氏名及び連絡先 

(4) 下請負人が石綿排出作業を実施する場合にあっては、

当該下請負人の氏名又は名称及び住所並びに現場責任

者の氏名及び連絡先 

(5) 石綿の種類 

(6) 条例第 93 条の規定による測定の計画 

(7) 石綿排出作業による大気の汚染の防止に必要な限度

において市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

（石綿濃度等の測定等） 

第 72 条 条例第 93 条の規定による測定は、次に定めるとこ

ろにより行わなければならない。 

(1) 第 70 条の２第１号及び第２号に掲げる作業にあって

は当該作業期間中に１回以上及び当該作業終了後に１

回測定し、同条第３号及び第４号に掲げる作業にあって

は当該作業期間中に１回以上測定すること。 

(2) 石綿に係る特定粉じんの濃度の測定法（平成元年環境

庁告示第 93 号）に定める方法その他市長が適当と認め

る方法により測定すること。 

２ 条例第 93 条の規定による測定の結果は、測定の年月日及

び時刻、測定者、測定箇所並びに測定方法を明らかにして

記録し、その記録を石綿排出工事が終了した日から３年間

保存しておかなければならない。 

（石綿濃度等の測定を要しない石綿排出作業） 

第 72 条の２ 条例第 93 条に規定する規則で定める石綿排出

作業は、第 70 条の２第５号に掲げる石綿排出作業とする。 

（石綿排出作業の完了に係る報告の時期） 

第 72 条の３ 条例第 93 条の２の規定による報告は、条例第

94 条の規定による届出を行う日までに行うものとする。 

（石綿排出作業の完了に係る報告事項） 

第 72 条の４ 条例第 93 条の２に規定する規則で定める事項

は、次に掲げる事項とする。 
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ない。 

 

 

 

 

 

 

（石綿排出作業の完了の届出） 

第 94 条 第 92 条の規定による届出をした者又は大気汚染防

止法第 18 条の 17 第１項若しくは第２項の規定による届出

をした者は、当該届出に係る作業を完了したときは、その

日から起算して 30 日以内に、次に掲げる事項を市長に届け

出なければならない。 

(1) 当該作業を伴う石綿排出工事の発注者及び元請業者

又は自主施工者の氏名又は名称及び住所並びに法人に

あっては、その代表者の氏名 

(2) 当該作業を伴う石綿排出工事の場所 

(3) 当該作業の実施の期間 

(4) 当該作業に係る第 93 条の規定による測定の結果 

(5) その他規則で定める事項 

（石綿排出作業の届出等に係る勧告） 

第94条の２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、

該当する者に対し、必要な措置を執るよう勧告することが

できる。 

(1) 第 92 条又は前条の規定による届出をせず、又は虚偽

の届出をしたとき。 

(2) 第 93 条の規定による測定、記録及び保存をしていな

いとき。 

（発注者等の配慮） 

第 95 条 石綿排出工事の発注者は、当該石綿排出工事の元請

業者に対し、施工方法、工期、工事費その他当該石綿排出

工事の請負契約に関する事項について、当該石綿排出工事

における石綿排出作業が第90条の指導基準に適合すること

及び当該元請業者が第93条の規定による測定を行うことを

妨げるおそれのある条件を付さないよう配慮しなければな

らない。 

２ 前項の規定は、石綿排出工事の元請業者又は下請負人が

当該石綿排出工事の全部又は一部を他の者に請け負わせる

ときについて準用する。 

第３節 焼却施設の解体工事による大気の汚 

染の防止 

（焼却施設の解体工事による大気の汚染の防止） 

第 96 条 廃棄物を焼却する施設で規則で定めるものの解体、

撤去等を行う工事で規則に定めるもの（以下「解体工事」

という。）を施工する者は、当該解体工事による大気の汚染

の防止に努めなければならない。 

（解体工事による大気の汚染の防止に関する指導基準） 

第 97 条 市長は、解体工事による大気の汚染の防止に関する

指導基準を定め、これを公表しなければならない。 

（解体工事に係る指導及び勧告） 

第 98 条 市長は、解体工事を施工する者に対し、当該解体工

事による大気の汚染を防止するため、前条の指導基準に基

づき、必要な指導及び助言をすることができる。 

(1) 石綿排出作業の工程を明示した石綿排出工事の工程

表 

(2) 石綿排出作業の一連の作業の状況を示したもの 

(3) 条例第 93 条の規定による測定のために石綿排出作業

を行う場所で試料を採取した際の状況を示したもの 

(4) 石綿排出作業の計画と実際の作業との相違点 

(5) その他市長が必要と認める事項 

（石綿排出作業の完了の届出） 

第 72 条の５ 条例第 94 条第５号に規定する規則で定める事

項は、前条各号に掲げる事項とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３節 焼却施設の解体工事による大気の汚 

染の防止 

（焼却施設等の定義） 

第 73 条 条例第 96 条に規定する規則で定める施設（以下こ

の節において「焼却施設」という。）は、別表第１の 51 の

項に掲げる廃棄物焼却炉及びその附帯設備（未使用のもの

を除く。）とする。 

２ 条例第 96 条に規定する規則で定める工事は、焼却施設の

解体又は撤去を行う工事（当該焼却施設の設置場所以外の

場所において行う解体作業を含む。）とする。 
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２ 市長は、解体工事が前条の指導基準に適合しないことに

より大気の汚染を生ずるおそれがあると認めるときは、当

該解体工事を施工する者に対し、大気の汚染を防止するた

めに必要な措置をとるよう勧告することができる。 

（解体工事の開始の届出） 

第 99 条 解体工事を施工しようとする者は、当該解体工事を

開始する日の 14 日前までに、規則で定めるところにより、

次に掲げる事項を市長に届け出なければならない。ただし、

災害その他の非常の事態の発生により解体工事を緊急に行

う必要がある場合は、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 解体工事を行う場所 

(3) 解体工事の概要 

(4) その他規則で定める事項 

２ 前項ただし書の場合において、当該解体工事を施工する

者は、速やかに、同項各号に掲げる事項を市長に届け出な

ければならない。 

（解体工事の完了の届出） 

第 100 条 前条の届出をした者は、当該解体工事を完了した

ときは、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市長に

届け出なければならない。 

（注文者の配慮） 

第 101 条 解体工事の注文者は、当該解体工事を施工する者

に対し、施工方法、工期等について、当該解体工事が第 97

条の指導基準に適合することを妨げるおそれのある条件を

付さないよう配慮しなければならない。 

第４節 工事排水による水質の汚濁の防止 

（工事排水による水質の汚濁の防止） 

第 102 条 建設工事により発生する排水（以下「工事排水」

という。）を排出する事業者は、当該工事排水による公共用

水域の水質の汚濁の防止に努めなければならない。 

（工事排水による水質の汚濁の防止に関する指導基準） 

第 103 条 市長は、工事排水による公共用水域の水質の汚濁

の防止に関する指導基準を定め、これを公表しなければな

らない。 

（工事排水に係る指導及び勧告） 

第 104 条 市長は、工事排水を排出する事業者に対し、当該

工事排水による公共用水域の水質の汚濁を防止するため、

前条の指導基準に基づき、必要な指導及び助言をすること

ができる。 

２ 市長は、工事排水が前条の指導基準に適合しないことに

より公共用水域の水質の汚濁を生ずるおそれがあると認め

るときは、当該工事排水を排出する事業者に対し、公共用

水域の水質の汚濁を防止するために必要な措置をとるよう

勧告することができる。 

（工事排水に係る届出） 

第 105 条 工事排水を排出しようとする事業者で規則に定め

るものは、当該工事排水の排出を開始する日の 30 日前まで

に、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を市長に

届け出なければならない。ただし、横浜市下水道条例（昭

和 48 年６月横浜市条例第 37 号）第 17 条第３項の規定に基

づく公共下水道の一時使用の許可を受けて当該工事排水を

 

 

 

 

（解体工事の開始の届出） 

第 74 条 条例第 99 条第１項第４号に規定する規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 解体工事の名称及び期間 

(2) 解体工事の注文者、元請業者及び解体工事を施工する

者の氏名又は名称 

(3) 焼却施設の概要 

(4) 解体工事の工程表 

(5) 解体工事による大気の汚染の防止に必要な限度にお

いて市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４節 工事排水による水質の汚濁の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（工事排水に係る届出） 

第 75 条 条例第 105 条に規定する規則で定める事業者は、工

事排水を１日当たり10立方メートル以上排出する事業者と

する。 

２ 条例第 105 条第４号に規定する規則で定める事項は、次

に掲げる事項とする。 

(1) 施工期間 
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排出する場合にあっては、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 建設工事を行う場所 

(3) 工事の概要 

(4) その他規則で定める事項 

（変更の届出） 

第 106 条 前条の届出をした者は、同条第２号から第４号ま

でに掲げる事項の変更をしようとするときは、その変更の

日の 30 日前までに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

２ 前条の届出をした者は、同条第１号に掲げる事項を変更

したときは、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市

長に届け出なければならない。 

（完了の届出） 

第 107 条 第 105 条の届出をした者は、当該工事排水の排出

を完了したときは、その日から起算して 30 日以内に、その

旨を市長に届け出なければならない。 

第５節 屋外作業に伴う騒音及び振動による

公害の防止 

（屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止） 

第 108 条 事業者は、屋外において、資材の積卸し、運搬用

機器及び建設機械の使用、車両の運行等の騒音及び振動を

伴う作業（以下「屋外作業」という。）を行う場合には、よ

り騒音及び振動の少ない作業方法への変更、防音設備の設

置、作業時間の配慮及び作業を行う者への教育、指導等を

行うことにより、騒音及び振動による公害の防止に努めな

ければならない。 

（屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止に関する指

導基準） 

第 109 条 市長は、屋外作業に伴う騒音及び振動による公害

の防止に関する指導基準を定め、これを公表しなければな

らない。 

（屋外作業に係る指導及び勧告） 

第 110 条 市長は、屋外作業を行う事業者に対し、当該屋外

作業に伴う騒音及び振動による公害を防止するため、前条

の指導基準に基づき、必要な指導及び助言をすることがで

きる。 

２ 市長は、屋外作業が前条の指導基準に適合しないことに

より騒音及び振動による公害を生ずるおそれがあると認め

るときは、当該屋外作業を行う事業者に対し、騒音及び振

動による公害を防止するために必要な措置をとるよう勧告

することができる。 

（屋外作業の開始の届出） 

第 111 条 都市計画法第８条第１項第１号に掲げる工業専用

地域以外の地域内の面積 1,000 平方メートル以上の土石又

は資材の保管場所（指定事業所の敷地内にあるものを除

く。）において１年以上継続して屋外作業を行おうとする事

業者は、当該屋外作業を開始する日の 30 日前までに、規則

で定めるところにより、次に掲げる事項を市長に届け出な

ければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 工事排水の汚染状態及び量 

(3) 工事排水の処理の方法 

(4) 工事排水の排出系統 

(5) 工事排水による公共用水域の水質の汚濁の防止に必

要な限度において市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５節 屋外作業に伴う騒音及び振動による

公害の防止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（屋外作業の開始の届出） 

第 76 条 条例第 111 条第４号に規定する規則で定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

(1) 屋外作業を開始する日 

(2) 屋外作業を行う場所の面積及び周辺の状況 

(3) 屋外作業で使用する機器及び作業内容 

(4) 屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止の方

法 

(5) 屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止に必

要な限度において市長が必要と認める事項 
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(2) 屋外作業を行う場所 

(3) 屋外作業の概要 

(4) その他規則で定める事項 

（変更の届出） 

第 112 条 前条の届出をした者は、同条第２号から第４号ま

でに掲げる事項の変更をしようとするときは、その変更の

日の 30 日前までに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

２ 前条の届出をした者は、同条第１号に掲げる事項を変更

したときは、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市

長に届け出なければならない。 

（中止の届出） 

第 113 条 第 111 条の届出をした者は、当該届出に係る屋外

作業を中止したときは、その日から起算して 30 日以内に、

その旨を市長に届け出なければならない。 

第６節 掘削作業による地盤の沈下の防止 

（掘削作業による地盤の沈下の防止） 

第 114 条 規則で定める掘削作業（以下「掘削作業」という。）

を行う事業者は、当該掘削作業による地盤の沈下の防止に

努めなければならない。 

（掘削作業による地盤の沈下の防止に関する指導基準） 

第 115 条 市長は、掘削作業による地盤の沈下の防止に関す

る指導基準を定め、これを公表しなければならない。 

（掘削作業に係る指導及び勧告） 

第 116 条 市長は、掘削作業を行う事業者に対し、当該掘削

作業による地盤の沈下を防止するため、前条の指導基準に

基づき、必要な指導及び助言を行うことができる。 

２ 市長は、当該掘削作業が前条の指導基準に適合しないこ

とにより地盤の沈下を生ずるおそれがあると認めるとき

は、当該掘削作業を行う事業者に対し、地盤の沈下を防止

するために必要な措置をとるよう勧告することができる。 

（掘削作業の開始の届出） 

第 117 条 掘削作業を行う事業者は、当該掘削作業を開始す

る日の 30 日前までに、規則で定めるところにより、次に掲

げる事項を市長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 掘削作業を行う場所 

(3) 掘削作業の概要 

(4) その他規則で定める事項 

（変更の届出） 

第 118 条 前条の届出をした者は、同条第２号から第４号ま

でに掲げる事項の変更をしようとするときは、その変更の

日の 30 日前までに、その旨を市長に届け出なければならな

い。 

２ 前条の届出をした者は、同条第１号に掲げる事項を変更

したときは、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市

長に届け出なければならない。 

（地盤変動の測定等） 

第 119 条 掘削作業を行う事業者は、規則で定めるところに

より、周辺の地盤の変動等を測定し、その結果を記録し、

及び保存しておかなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による測定を行った者から、必要に

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６節 掘削作業による地盤の沈下の防止 

（掘削作業の定義） 

第 77 条 条例第 114 条に規定する規則で定める掘削作業は、

次に掲げる掘削作業とする。 

(1) 掘削の深さが地表下４メートル以上で、かつ、掘削面

積が 500 平方メートル以上の掘削作業 

(2) トンネルの仕上がりの内径が 1,350 ミリメートル以

上で、かつ、延長が 100 メートル以上の掘削作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（掘削作業の開始の届出） 

第 78 条 条例第 117 条第４号に規定する規則で定める事項

は、次に掲げる事項とする。 

(1) 周辺の地盤の変動等の測定計画 

(2) 地盤の沈下の防止に必要な限度において市長が必要

と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地盤変動の測定等） 

第 79 条 条例第 119 条第１項の規定による測定は、周辺の地

盤の高さの変動その他の掘削作業による地盤の沈下を防止

するために把握すべき事項について、当該掘削作業の内容

及び周辺の土質、地下水等の状況に応じて適当と認められ

- 72 -



横浜市生活環境の保全等に関する条例 
 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

  

応じ、当該測定の結果について報告を求めることができる。 

（完了の届出） 

第 120 条 第 117 条の届出をした者は、当該掘削作業を完了

したときは、その日から起算して 30 日以内に、その旨を市

長に届け出なければならない。 

第７節 小規模揚水施設に係る地下水の採取

による地盤の沈下の防止 

（小規模揚水施設に係る地下水の採取による地盤の沈下の防

止） 

第121条 第72条第１項の規則で定める揚水施設以外の揚水

施設で規則で定めるもの（以下「小規模揚水施設」という。）

を設置し、地下水を採取する事業者は、当該地下水の採取

による地盤の沈下の防止に努めなければならない。 

（小規模揚水施設に係る地下水の採取による地盤の沈下の防

止に関する指導基準） 

第 122 条 市長は、小規模揚水施設に係る地下水の採取によ

る地盤の沈下の防止に関する指導基準を定め、これを公表

しなければならない。 

（小規模揚水施設に係る地下水の採取に係る指導及び勧告） 

第 123 条 市長は、小規模揚水施設を設置し、地下水を採取

する事業者に対し、当該小規模揚水施設に係る地下水の採

取による地盤の沈下を防止するため、前条の指導基準に基

づき、必要な指導及び助言を行うことができる。 

２ 市長は、小規模揚水施設に係る地下水の採取が前条の指

導基準に適合しないことにより地盤の沈下を生ずるおそれ

があると認めるときは、当該小規模揚水施設を設置し、地

下水を採取する事業者に対し、地盤の沈下を防止するため

に必要な措置をとるよう勧告することができる。 

（小規模揚水施設の設置の届出） 

第 124 条 小規模揚水施設を設置し、地下水を採取しようと

する事業者は、当該小規模揚水施設を設置する日の 30 日前

までに、規則で定めるところにより、次に掲げる事項を市

長に届け出なければならない。ただし、温泉法第３条第１

項の適用を受ける者にあっては、この限りでない。 

(1) 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名 

(2) 小規模揚水施設を設置する場所 

(3) 小規模揚水施設の概要 

(4) その他規則で定める事項 

２ 前項の規定による届出に係る小規模揚水施設を譲り受

け、若しくは借り受けた者又は当該届出をした者について

相続、合併若しくは分割があった場合における相続人、合

併後存続する法人若しくは合併により設立した法人若しく

は分割により当該小規模揚水施設を承継した法人は、その

日から起算して 30 日以内に、その旨を市長に届け出なけれ

ばならない。 

（小規模揚水施設に係る地下水採取量等の測定等） 

第 125 条 小規模揚水施設により地下水を採取している事業

者は、規則で定めるところにより、地下水の採取量及び水

位を測定し、その結果を記録し、及び保存しておかなけれ

ばならない。 

２ 市長は、前項の規定による測定を行った者から、必要に

応じ、当該測定の結果について報告を求めることができる。 

る方法により行うものとする。 

２ 条例第 119 条第１項の規定による記録は、掘削作業終了

後３年間保存しておかなければならない。 

 

 

第７節 小規模揚水施設に係る地下水の採取

による地盤の沈下の防止 

 

（小規模揚水施設の定義） 

第 80 条 条例第 121 条に規定する規則で定める揚水施設は、

一の事業所に設置される揚水機の吐出口の断面積の合計が

６平方センチメートル以下の場合の揚水施設とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小規模揚水施設の設置の届出） 

第81条 条例第124条第１項第４号に規定する規則で定める

事項は、次に掲げる事項とする。 

(1) 地下水の採取を行う事業所の概要 

(2) 地下水の採取の必要性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（小規模揚水施設に係る地下水採取量等の測定等） 

第82条 条例第125条第１項の規定による地下水の採取量及

び水位の測定は、別表第 17 に定める方法により行わなけれ

ばならない。 

２ 小規模揚水施設により地下水を採取している事業者は、

条例第 125 条第１項の記録を３年間保存しておかなければ

ならない。 
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（変更の届出） 

第 126 条 第 124 条の届出をした者は、同条第１項各号に掲

げる事項を変更したときは、その日から起算して 30 日以内

に、その旨を市長に届け出なければならない。 

（小規模揚水施設の廃止の届出） 

第 127 条 第 124 条の届出をした者は、当該小規模揚水施設

による地下水の採取を取りやめたときは、その日から起算

して30日以内に、その旨を市長に届け出なければならない。 

 

第９章 自動車の使用に伴う環境への負荷の 

低減 

第１節 自動車の使用に伴う環境への負荷の

低減 

（定義） 

第 128 条 この章において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 原動機付自転車 道路運送車両法第２条第３項に規

定する原動機付自転車をいう。 

(2) 低公害車 排出ガスを排出しない自動車又は排出ガ

スの排出量が相当程度少ないと認められる自動車その

他環境への負荷の少ない自動車として市長が定めるも

のをいう。 

（自動車等の使用抑制等） 

第 129 条 自動車及び原動機付自転車（以下「自動車等」と

いう。）を使用する者は、自動車等の効率的な使用又は公共

交通機関の利用を図ること等により、自動車等の使用を抑

制するよう努めるとともに、必要な整備及び適正な運転を

行うことにより、自動車等の排出ガス及び騒音の低減に努

めなければならない。 

２ 何人も、自動車を購入し、又は使用しようとするときは、

低公害車を購入し、又は使用するよう努めなければならな

い。 

３ 何人も、原動機付自転車を購入し、又は使用しようとす

るときは、排出ガスの量又は騒音の発生がより少ないもの

を購入し、又は使用するよう努めなければならない。 

（自動車等からの排出ガスの抑制に関する指針） 

第 130 条 市長は、事業者が実施する自動車等の排出ガスの

抑制に係る取組を支援するため、自動車等の排出ガスの抑

制に関する指針を定め、これを公表しなければならない。 

（自動車を製造する者の責務） 

第 131 条 自動車の製造を業とする者は、低公害車の開発に

努めなければならない。 

（自動車等を整備する者の責務） 

第 132 条 自動車等の整備を業とする者は、自動車等の整備

を行うときは、自動車等の排出ガスを浄化し、又は騒音を

低減するために、当該自動車等に備え付けられた装置を点

検し、その結果を当該自動車等の整備を委託した者に対し

て説明するとともに、当該装置の適正な管理について必要

な助言を行うよう努めなければならない。 

（自動車を販売する者の責務） 

第133条 自動車の販売を業とする者で規則で定めるもの（以

下「自動車販売業者」という。）は、低公害車の普及に努め

なければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章 自動車の使用に伴う環境への負荷の 

低減 

第１節 自動車の使用に伴う環境への負荷の

低減 

第 83 条 削除 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（自動車販売業者の定義等） 

第 84 条 条例第 133 条第１項に規定する規則で定める者は、

道路運送車両法（昭和 26 年法律第 185 号）第 58 条の有効

な自動車検査証の交付を受けたことのない自動車（二輪自
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２ 自動車販売業者は、自動車を販売する事業所に、販売す

る自動車で規則で定めるものに係る排出ガスの量、騒音の

大きさその他の規則で定める環境に係る項目の情報（以下

「自動車環境情報」という。）を記載した書面を備え置かな

ければならない。 

３ 自動車販売業者は、前項の規則で定める自動車を購入し

ようとする者に、当該自動車に係る自動車環境情報を記載

した書面を交付して、当該自動車環境情報について説明し

なければならない。 

（自動車を販売する者への勧告等） 

第 134 条 市長は、自動車販売業者が、正当な理由なく前条

第２項又は第３項の規定に違反していると認めるときは、

当該自動車販売業者に対し、必要な措置をとるよう勧告す

ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 削除 

第 135 条から第 137 条まで 削除 

第３節 自動車の駐車時における原動機の停 

止等 

（自動車の駐車時における原動機の停止） 

第 138 条 自動車の運転者は、自動車の駐車（自動車が客待

ち、荷待ち、貨物の積卸し、故障その他の理由により継続

的に停止（人の乗降のための停止を除く。）をすること又は

自動車が停止し、かつ、当該自動車の運転者がその自動車

を離れて直ちに運転することができない状態にあることを

いう。以下同じ。）をする場合には、当該自動車の原動機を

停止しなければならない。ただし、救急用自動車を緊急用

務のため使用中の場合その他の規則で定める場合は、この

限りでない。 

２ 自動車を事業の用に供する者は、当該自動車の運転者に

よって前項の規定が遵守されるように、同項の規定を周知

する等の適切な措置をとらなければならない。 

 

 

 

（駐車場等設置者等の責務） 

第 139 条 自動車の駐車又は保管のための施設を設置する者

及び管理する者は、当該施設を利用する者に対し、当該施

設内で自動車の駐車をする場合（前条第１項ただし書に該

当する場合を除く。以下同じ。）における自動車の原動機の

停止を指導するよう努めるとともに、当該停止をしないこ

とに伴う周辺の環境への被害の発生の防止に努めなければ

動車及び被けん引車を除く。以下「新車」という。）の販売

を業とする者とする。 

２ 条例第 133 条第２項に規定する規則で定める自動車は、

道路運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）第

２条に規定する普通自動車、小型自動車及び軽自動車のう

ち、新車とする。 

３ 条例第 133 条第２項に規定する規則で定める環境に係る

項目は、次に掲げる項目とする。 

(1) 次に掲げる排出ガスの量 

ア 窒素酸化物 

イ 炭化水素（天然ガスを燃料とする自動車である場合

は、非メタン炭化水素とすることができる。） 

ウ 一酸化炭素 

エ 粒子状物質（大気汚染防止法施行令第４条第５号に

規定する粒子状物質のうち軽油を燃料とする自動車

から排出されるものに限る。） 

オ 黒煙（軽油を燃料とする自動車である場合に限る。） 

(2) 次に掲げる騒音の大きさ（ガソリン、液化石油ガス又

は軽油を燃料とする自動車である場合に限る。） 

ア 近接排気騒音 

イ 加速走行騒音 

(3) 燃料の種別及び燃料消費率 

(4) 二酸化炭素の排出量 

(5) その他自動車に係る環境負荷に関する項目 

４ 前項に規定する二酸化炭素の排出量にあっては、市長が

定める方法により算定した値とする。 

第２節 削除 

第 85 条及び第 86 条 削除 

第３節 自動車の駐車時における原動機の停 

止等 

（自動車の駐車時における原動機の停止を要しない場合） 

第87条 条例第138条第１項ただし書に規定する規則で定め

る場合は、次に掲げる場合とする。 

 (1) 神奈川県道路交通法施行細則（昭和 44 年神奈川県公

安委員会規則第１号）第１条の２第１項第１号並びに第

４号アからオまで及びク（同項第３号キ（ア）に掲げる

車両に限る。）に掲げる車両に該当する場合 

 (2) 自動車の原動機を貨物の冷蔵装置その他の附属装置

（自動車の客室内の冷房又は暖房を行うための装置を

除く。）の動力として使用する場合（外部電源設備によ

り原動機の停止時における冷蔵機能等を維持すること

ができる場合を除く。） 

 (3) 法令の規定若しくは警察官の命令により、又は危険を

防止するため停止する場合 

 (4) その他駐車時に原動機の停止ができないことについ

てやむを得ない事情があると認められる場合 

（駐車場等の規模等） 

第 88 条 条例第 139 条第２項に規定する規則で定める規模

は、自動車の駐車の用に供する部分の面積が 500 平方メー

トルであることとする。 

２ 条例第 139 条第２項第３号に規定する規則で定める施設

は、次に掲げる施設とする。 

 (1) 道路法第２条第２項第７号に規定する自動車駐車場 
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ならない。 

２ 次に掲げる施設で規則で定める規模以上のものを設置す

る者及び管理する者は、その氏名又は名称及び連絡先を当

該施設内に掲示するとともに、看板、放送、書面等により、

当該施設を利用する者に、当該施設内で自動車の駐車をす

る場合においては原動機を停止すべきことを周知させる措

置をとらなければならない。 

 (1) 駐車場（駐車場法（昭和 32 年法律第 106 号）第２条

第１号に規定する路上駐車場及び同条第２号に規定す

る路外駐車場をいう。） 

 (2) 自動車ターミナル（自動車ターミナル法（昭和 34 年

法律第 136 号）第２条第４項に規定する自動車ターミナ

ルをいう。） 

 (3) 前２号に掲げるもののほか規則で定める施設 

（自動車の運転者等への勧告） 

第 140 条 市長は、正当な理由なく第 138 条又は前条第２項

の規定に違反している者があると認めるときは、その者に

対し、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

（外部電源設備の設置） 

第 141 条 冷蔵等の装置を有する貨物自動車の貨物の積卸し

をする施設の設置者は、当該貨物自動車の原動機の停止時

における冷蔵機能等を維持するための外部電源設備を設置

するよう努めなければならない。 

 

第９章の２ 建築物の建築に係る環境への負

荷の低減 

（建築物の建築に係る環境への負荷の低減） 

第 141 条の２ 建築物の建築（建築基準法第２条第 13 号に規

定する建築をいう。以下この章及び第 146 条の２において

同じ。）をしようとする者は、当該建築物の建築に際し、環

境への負荷の低減を図るために、適切な措置を講ずるよう

努めなければならない。 

（建築物環境配慮指針の策定） 

第 141 条の３ 市長は、建築物の建築に係る環境への負荷の

低減を図るための措置について配慮すべき事項に関する指

針（以下「建築物環境配慮指針」という。）を定めるものと

する。 

２ 市長は、建築物環境配慮指針を定め、又は変更したとき

は、その内容を公表するものとする。 

（建築物環境配慮計画の作成等） 

第 141 条の４ 規則で定める要件に該当する建築物（以下「特

定建築物」という。）の建築をしようとする者（以下「特定

建築主」という。）は、規則で定めるところにより、次の各

号に掲げる事項を記載した特定建築物の建築に係る環境へ

の負荷の低減を図るための措置に係る計画（以下「建築物

環境配慮計画」という。）を作成し、市長に届け出なければ

ならない。 

(1) 特定建築主の氏名又は名称及び住所並びに法人にあ

っては、その代表者の氏名 

(2) 特定建築物の名称及び所在地 

(3) 特定建築物の概要 

(4) 特定建築物の建築に係る環境への負荷の低減に関す

る事項 

 (2) 店舗、遊技場、事務所その他の事業所又は公園等の施

設の利用者又は従業員のために設置される駐車施設 

 (3) 特定の者の自動車の保管のために設置される駐車施

設 

 (4) 客待ち又は貨物の積卸しのため自動車が駐車するた

めに設置される駐車施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８章の２ 建築物の建築に係る環境への負

荷の低減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定建築物の要件） 

第88条の２ 条例第141条の４第１項に規定する規則で定め

る要件は、床面積（増築又は改築の場合にあっては、当該

増築又は改築に係る部分の床面積）の合計が 2,000 平方メ

ートル以上であるもの（建築物のエネルギー消費性能の向

上等に関する法律（平成 27 年法律第 53 号）第 20 条第３号

に規定する建築物を除く。）とする。 

（建築物環境配慮計画の届出） 

第 88 条の３ 条例第 141 条の４第１項の規定による届出は、

当該特定建築物について建築基準法（昭和 25 年法律第 201

号）第６条第１項若しくは第６条の２第１項に規定する確

認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項に規定する

計画の通知をする予定の日の 21 日前までに行うものとす

る。 
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２ 市長は、建築物環境配慮計画の届出があったときは、規

則で定めるところにより、その内容を公表するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建築物環境配慮計画の変更） 

第 141 条の５ 前条第１項の規定により建築物環境配慮計画

を届け出た者は、当該特定建築物の建築に係る工事が完了

するまでの間に同項各号に掲げる事項を変更しようとする

ときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け

出なければならない。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定による届出があった場

合について準用する。この場合において、同条第２項中「建

築物環境配慮計画」とあるのは、「次条第１項の規定による

届出に係る変更後の建築物環境配慮計画」と読み替えるも

のとする。 

（建築の中止の届出等） 

第 141 条の６ 第 141 条の４第１項の規定により建築物環境

配慮計画を届け出た者は、当該特定建築物の建築（前条第

１項の規定による届出に係る変更後の建築を含む。）を中止

したときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に

届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で

定めるところにより、その内容を公表するものとする。 

（工事完了の届出） 

第 141 条の７ 第 141 条の４第１項の規定により建築物環境

配慮計画を届け出た者は、当該特定建築物の建築に係る工

事（第 141 条の５第１項の規定による届出に係る変更後の

工事を含む。）が完了したときは、規則で定めるところによ

り、その旨を市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、規則で

定めるところにより、その内容を公表するものとする。 

（建築物環境性能表示基準の設定等） 

第 141 条の８ 市長は、特定建築物のうち、その用途に供す

る部分の全部又は一部を販売又は賃貸を目的として建築す

る建築物（以下「販売等建築物」という。）に関する環境へ

の配慮に係る性能（以下「環境性能」という。）の評価を表

記した標章（以下「建築物環境性能表示」という。）の表示

の方法その他の事項に関する基準（以下「表示基準」とい

う。）を定めるものとする。 

２ 市長は、表示基準を定め、又は変更したときは、その内

容を公表するものとする。 

（販売等建築主等による建築物環境性能表示の表示等） 

第 141 条の９ 建築物環境配慮計画を届け出た者のうち販売

（建築物環境配慮計画の公表） 

第 88 条の４ 条例第 141 条の４第２項（条例第 141 条の５第

２項において準用する場合を含む。次項において同じ。）の

規定により公表する内容は、次に掲げる事項とする。 

 (1) 特定建築物の名称及び所在地 

 (2) 特定建築物の概要 

 (3) 特定建築物の建築に係る環境への負荷の低減に関す

る事項 

 (4) その他市長が必要と認める事項 

２ 条例第 141 条の４第２項又は第 141 条の７第２項の規定

による公表は、前項各号に掲げる事項を記載した書面を、

建築局建築指導部建築企画課に備え置くことのほか、イン

ターネットの利用その他適切な方法により行うものとす

る。 

（建築物環境配慮計画の変更の届出） 

第 88 条の５ 条例第 141 条の５第１項の規定による届出は、

条例第 141 条の４第１項第１号又は第２号に掲げる事項を

変更しようとするときは変更後速やかに、同項第３号又は

第４号に掲げる事項を変更しようとするときは当該届出に

係る変更後の工事に着手する予定の日の 15 日前までに（当

該変更に関して建築基準法第６条第１項若しくは第６条の

２第１項に規定する確認の申請又は同法第18条第２項若し

くは第４項に規定する計画の通知をする場合にあっては、

当該確認の申請又は計画の通知をする予定の日の15日前ま

でに）、行うものとする。 

（建築の中止の届出等） 

第 88 条の６ 条例第 141 条の６第１項の規定による届出は、

当該特定建築物の建築を中止した日以後速やかに行うもの

とする。 

２ 条例第 141 条の６第２項の規定により公表する内容は、

建築を中止した日その他市長が必要と認める事項とする。 

 

 

（工事完了の届出） 

第 88 条の７ 条例第 141 条の７第１項の規定による届出は、

当該特定建築物の建築に係る工事が完了した日から15日以

内に行うものとする。 

２ 条例第 141 条の７第２項の規定により公表する内容は、

第88条の４第１項各号に掲げる事項及び工事完了年月日と

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（建築物環境性能表示の広告への表示） 

第88条の８ 条例第141条の９第１項及び第２項に規定する
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等建築物の建築をしようとする者（以下「販売等建築主」

という。）は、当該販売等建築物の販売又は賃貸を目的とし

た規則で定める広告をしようとするときは、表示基準に基

づき、当該広告中に建築物環境性能表示を表示しなければ

ならない。 

２ 販売等建築主は、他人に販売等建築物の販売若しくは賃

貸又はそれらの媒介又は代理の委託を行った場合におい

て、当該販売若しくは賃貸又はそれらの媒介又は代理の委

託を受けた者（以下「販売等受託者」という。）が販売等建

築物の用途に供する部分の販売又は賃貸を目的とした規則

で定める広告をしようとするときは、表示基準に基づき、

当該広告中に当該販売等受託者をして建築物環境性能表示

を表示させなければならない。 

３ 前項の場合において、販売等受託者は、同項の規定によ

る表示に協力しなければならない。 

（販売等建築主による建築物環境性能表示の表示の届出） 

第 141 条の 10 販売等建築主は、最初に表示基準に基づき建

築物環境性能表示の表示をし、又は販売等受託者をして表

示をさせたときは、規則で定めるところにより、その旨を

市長に届け出なければならない。建築物環境性能表示の内

容に変更が生じた場合において、最初に当該変更後の建築

物環境性能表示の表示をし、又は販売等受託者をして表示

をさせたときも同様とする。 

（販売等建築主等による環境性能の説明） 

第 141 条の 11 販売等建築主及び販売等受託者（以下「販売

等建築主等」という。）は、販売等建築物の用途に供する部

分の販売又は賃貸をしようとするときは、当該販売等建築

物の用途に供する部分の購入又は賃借をしようとする者に

対し、当該販売等建築物に係る環境性能の内容を説明する

よう努めなければならない。 

（指導及び助言） 

第 141 条の 12 市長は、第 141 条の４第１項又は第 141 条の

５第１項の規定による届出があったときは、建築物環境配

慮指針の趣旨を勘案し、当該届出を行った者に対し、必要

な指導及び助言を行うことができる。 

２ 市長は、販売等建築主等に対し、当該販売等建築物につ

いて第 141 条の９第１項若しくは第２項の規定による表示

又は前条の規定による説明の的確な実施を確保するため必

要があると認めるときは、当該販売等建築物の建築物環境

性能表示又は当該販売等建築物に係る環境性能の内容の説

明に係る事項について、必要な指導及び助言を行うことが

できる。 

（勧告） 

第 141 条の 13 市長は、第 141 条の４第１項、第 141 条の５

第１項、第 141 条の７第１項又は第 141 条の 10 の規定によ

り届出を行うべき者が、正当な理由なく、当該届出を行わ

ない場合は、その者に対し、期限を定めて、当該届出を行

うべきことを勧告することができる。 

２ 市長は、販売等建築主等が正当な理由がなく前条第２項

の規定による指導及び助言に従わず、かつ、第 141 条の９

第１項又は第２項の規定による表示が表示基準に照らして

著しく不十分であると認めるときは、当該販売等建築主等

に対し、期限を定めて、必要な措置を講ずるよう勧告する

規則で定める広告は、販売等建築物の全部又は一部の価格

及び間取りが表示されている広告であって、次のいずれか

に該当するものとする。 

 (1) 新聞紙、雑誌、ビラ、パンフレットその他これらに類

するものに掲載されるもの（面積が 62,370 平方ミリメ

ートル以下であるものを除く。） 

 (2) 電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法その他

の情報通信の技術を利用する方法であって市長が別に

定めるものをいう。）によるもの（当該広告の方法等に

照らし建築物環境性能表示の表示をし、又は販売等受託

者をして表示をさせることが困難であると市長が認め

るものを除く。） 

 

 

 

（建築物環境性能表示の表示の届出） 

第 88 条の９ 条例第 141 条の 10 の規定による届出は、当該

販売等建築物について最初に建築物環境性能表示（当該建

築物環境性能表示の内容に変更を生じた場合における当該

変更後の建築物環境性能表示を含む。）の表示をし、又は販

売等受託者をして表示をさせた日から15日以内に行うもの

とする。 
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ことができる。 

 

第９章の３ 住宅のエネルギー消費性能に係 

る評価及び説明等 

第１節 住宅のエネルギー消費性能に係る評 

価及び説明 

（住宅のエネルギー消費性能に係る評価及び説明建築物の建

築に係る環境への負荷の低減） 

第 141 条の 14 建築士（建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）

第２条第１項に規定する建築士をいう。以下同じ。）は、住

宅（一戸建ての住宅、兼用住宅、共同住宅及び長屋をいう。

以下この章において同じ。）の建築（新築又は増築であって、

当該新築又は増築に係る部分の床面積の合計が10平方メー

トルを超えるものに限る。）に係る設計を行うときは、規則

で定めるところにより、当該住宅に係る建築物のエネルギ

ー消費性能の向上等に関する法律（平成 27 年法律第 53 号。

以下「建築物省エネ法」という。）第 10 条第１項の建築物

エネルギー消費性能基準を上回る基準であって規則で定め

るもの（以下「規則指定基準」という。）への適合性につい

て評価を行うとともに、当該設計の委託をした当該住宅を

建築しようとする者（以下「住宅の建築主」という。）に対

し、当該評価の結果（当該住宅が規則指定基準に適合して

いない場合にあっては、当該住宅のエネルギー消費性能（建

築物省エネ法第２条第１項第２号に規定するエネルギー消

費性能をいう。以下同じ。）の確保のためとるべき措置の内

容を含む。）について、規則で定める事項を記載した書面を

交付して説明しなければならない。 

２ 建築士は、前項の設計を行うときは、当該住宅に係る規

則指定基準を上回る基準であって規則で定めるもの（以下

「規則指定上位基準」という。）への適合性その他住宅のエ

ネルギー消費性能の向上に資する事項として規則で定める

ものについて評価を行うとともに、住宅の建築主に対し、

当該評価の結果（当該住宅が規則指定上位基準に適合して

いない場合にあっては、当該住宅のエネルギー消費性能の

確保のためとるべき措置の内容を含む。）について、規則で

定める事項を記載した書面を交付して説明するよう努めな

ければならない。 

３ 建築士は、あらかじめ、住宅の建築主の承諾を得て、前

２項の規定による書面の交付に代えて、当該書面に記載す

べき事項を電磁的方法（電子情報処理組織を使用する方法

その他の情報通信の技術を利用する方法であって市長が別

に定めるものをいう。以下同じ。）により提供することがで

きる。この場合において、当該建築士は、当該書面を交付

したものとみなす。 

４ 第１項及び第２項の規定は、住宅の建築主から第１項及

び第２項の規定による評価及び説明を要しない旨の意思の

表明があった場合については、適用しない。この場合にお

いて、建築士は、評価及び説明を要しない旨の意思を表示

した書面を当該住宅の建築主から受領するものとする。 

５ 建築士事務所の開設者（建築士法第 23 条の５第１項に規

定する建築士事務所の開設者をいう。以下同じ。）は、当該

事務所に属する建築士が第１項 若しくは第２項の規定に

より説明し、又は前項の規定により書面を受領した場合は、

 

 

第８章の３ 住宅のエネルギー消費性能に係 

る評価及び説明等 

第１節 住宅のエネルギー消費性能に係る評 

価及び説明 

 

（規則指定基準への適合性についての評価及び説明） 

第 88 条の 10 条例第 141 条の 14 第１項の規定による規則指

定基準への適合性についての評価及び説明は、当該評価及

び説明に係る住宅（同項に規定する住宅をいう。以下この

節において同じ。） の工事の着手前に行わなければならな

い。 

２ 第１項に規定する規則で定めるものは、建築物エネルギ

ー消費性能誘導基準（建築物エネルギー消費性能基準等を

定める省令（平成 28 年経済産業省・国土交通省令第１号。

以下この節において「省令」という。）第 10 条第２号及び

第３号に定める基準をいう。次条第２項において同じ。）と

する。 

３ 条例第 141 条の 14 第１項の規則で定める事項は、次に掲

げるものとする。 

(1) 条例第 141 条の 14 第１項の規定による説明の年月日 

(2) 説明の相手方の氏名（法人にあっては、その名称及び

代表者の氏名） 

(3) 住宅の所在地 

(4) 住宅が規則指定基準に適合するかどうかの別 

(5) 住宅が規則指定基準に適合していない場合にあって

は、当該住宅のエネルギー消費性能の確保のためとるべ

き措置 

(6) 住宅の建築に係る設計を行った建築士の氏名、その者

の一級建築士、二級建築士又は木造建築士の別及びその

者の登録番号 

(7) 前号の建築士の属する建築士事務所の名称及び所在地

並びに当該建築士事務所の一級建築士事務所、二級建築

士事務所又は木造建築士事務所の別 

（規則指定上位基準への適合性についての評価及び説明） 

第 88 条の 11 前条第１項の規定は、条例第 141 条の 14 第２

項の規定による規則指定上位基準への適合性についての評

価及び説明について準用する。 

２ 条例第141条の14第２項に規定する規則指定基準を上回

る基準であって規則で定めるものは、建築物エネルギー消

費性能誘導基準であって、当該基準における外皮平均熱貫

流率（省令第１条第２号イ(1)に規定する外皮平均熱貫流率

をいう。第 88 条の 14 第２項第３号において同じ。）が 0.46

以下であることとする。 

３ 条例第141条の14第２項に規定する住宅のエネルギー消

費性能の向上に資する事項として規則で定めるものは、気

密性の確保に関する事項で市長が定めるものとする。 

４ 前条第３項の規定は、条例第 141 条の 14 第２項の規則で

定める事項について準用する。この場合において、前条第

３項第１号中「第 141 条の 14 第１項」とあるのは「第 141

条の 14 第２項」と、同項第４号及び第５号中「規則指定基

準」とあるのは「規則指定上位基準」と読み替えるものと
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当該説明において交付した書面の写し（第３項に規定する

電磁的方法により提供された事項が記録された電磁的記録

（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識

することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。）を含む。）

又は受領した書面を規則で定める日まで保存しなければな

らない。 

（住宅のエネルギー消費性能に係る説明結果報告書の作成

等） 

第 141 条の 15 建築士事務所の開設者で規則で定めるもの

（以下「特定開設者」という。）は、住宅のエネルギー消費

性能に係る説明の結果について規則で定める事項を記載し

た報告書（以下この節において「説明結果報告書」という。）

を規則で定める日までに電磁的方法により、市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の規定による説明結果報告書の提出を受け、

必要があると認めるときは、特定開設者に対し、当該説明

結果報告書の内容について説明を求めることができる。 

３ 特定開設者は、前項の規定による説明の求めに協力しな

ければならない。 

（住宅のエネルギー消費性能に係る説明結果報告書の任意作

成等） 

第 141 条の 16 建築士事務所の開設者（特定開設者を除く。）

は、説明結果報告書を電磁的方法により、市長に提出する

ことができる 。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定により説明

結果報告書を提出する場合について準用する。この場合に

おいて、同条第２項中「前項」とあるのは「次条第１項」

と、「特定開設者」とあるのは「建築士事務所の開設者（特

定開設者を除く。次項において同じ。）」と、同条第３項中

「特定開設者」とあるのは「建築士事務所の開設者」と読

み替えるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 建築物への再生可能エネルギー利用

設備の設置の促進 

（建築物省エネ法第 63 条第１項の条例で定める用途） 

第141条の17 建築物省エネ法第63条第１項の条例で定める

用途は、全ての用途とする。ただし、建築物 省エネ法第 20

条第２号の規定により政令で定めるものを除く。 

（建築物省エネ法第 63 条第１項の条例で定める規模） 

第141条の18 建築物省エネ法第63条第１項の条例で定める

規模は、新築又は増築に係る部分の床面積の合計が 10 平方

メートルを超えるものとする。 

（住宅への再生可能エネルギー利用設備の設置に係る説明結

果報告書の作成等） 

第141条の19 住宅の設計において建築物省エネ法第63条第

する。 

（評価及び説明を要しない旨の意思を表示した書面） 

第 88 条の 12 条例第 141 条の 14 第４項の意思の表明（以下

この条及び第 88 条の 14 第２項第２号において「意思の表

明」という。）において建築士に提出する書面には、次に掲

げる事項を記載するものとする。 

(1) 意思の表明の年月日 

(2) 意思の表明を行った建築主の氏名（法人にあっては、

その名称及び代表者の氏名） 

(3) 条例第 141 条 の 14 第１項及び第２項の規定による

評価及び説明を要しない住宅の所在地 

(4) 建築士の氏名、その者の一級建築士、二級建築士又は

木造建築士の別及びその者の登録番号 

（説明等に係る書面の保存期間） 

第88条の13 条例第141条の14第５項の規則で定める日は、

次の各号に掲げる文書の区分に応じ、当該各号に定める日

から起算して 15 年を経過した日とする。 

(1) 条例第141条の14第１項及び第２項の規定による説明

において交付した書面の写し 当該写しを作成した日 

(2) 条例第 141 条の 14 第４項の規定により受領した書面 

当該書面を受領した日 

（住宅のエネルギー消費性能に係る説明結果報告書） 

第 88 条の 14 条例第 141 条の 15 第１項に規定する規則で定

めるものは、市内において１年間に建築する住宅の棟数が

５以上であって、当該住宅の延べ面積の合計が 15,000 平方

メートル以上の建築士事務所の開設者とする。 

２ 条例第 141 条の 15 第１項に規定する規則で定める事項

は、次のとおりとする。 

(1) 条例第141条の14第１項及び第２項の規定により行う

説明（第４項において「説明」という。）の内容 

(2) 意思の表明の有無 

(3) 住宅の外皮平均熱貫流率 

(4) 住宅の一次エネルギー消費性能（省令第４条第１項の

式により算出した数値を省令第５条第１項の式により算

出した数値で除した数値をいう。） 

３ 条例第 141 条の 15 第１項の規則で定める日は、市長が指

定する日とする。 

４ 条例第 141 条の 15 第１項の規定による提出は、年度ごと

に、当該年度の前年度に行った説明の結果に係る報告書を

提出することにより行うものとする。 

第２節 建築物への再生可能エネルギー利用

設備の設置の促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

（住宅への再生可能エネルギー利用設備の設置に係る説明結

果報告書） 

第 88 条の 15 条例第 141 条の 19 第１項に規定する規則で定
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１項の規定により説明した建築士が属する建築士事務所の

開設者（特定開設者に限る。）は、当該住宅への再生可能エ

ネルギー利用設備（建築物省エネ法第 60 条第１項の再生可

能エネルギー利用設備をいう。）の設置に係る説明の結果に

ついて 規則で定める事項を記載した報告書（以下この節に

おいて「説明結果報告書」という。）を規則で定める日まで

に電磁的方法により、市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による説明結果報告書の提出を受け、

必要があると認めるときは、同項に規定する開設者に対し、

当該説明結果報告書の内容について説明を求めることがで

きる。 

３ 第１項に規定する開設者は、前項の規定による説明の求

めに協力しなければならない。 

（住宅への再生可能エネルギー利用設備の設置に係る説明結

果報告書の任意作成等） 

第141条の20 住宅の設計において建築物省エネ法第63条第

１項の規定により説明した建築士が属する 建築士事務所

の開設者（特定開設者を除く。）は、説明結果報告書を電磁

的方法により、市長に提出することができる 。 

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の規定により説明

結果報告書を提出する場合について準用する。この場合に

おいて、同条第２項中「前項」とあるのは「次条第１項」

と、同条第３項中「第１項」とあるのは「次条第１項」と

読み替えるものとする。 

 

第 10 章 地球環境の保全 

第１節 温室効果ガスの排出の抑制等 

（地球温暖化の防止等に関する責務） 

第 142 条 横浜市は、地球温暖化（人の活動に伴って発生す

る温室効果ガスが大気中の温室効果ガスの濃度を増加させ

ることにより、地球全体として、地表、大気及び海水の温

度が追加的に上昇する現象をいう。以下同じ。）の防止等の

ため、温室効果ガスの排出の抑制及び気候変動適応法（平

成 30 年法律第 50 号）第２条第２項に規定する気候変動適

応に関する取組を総合的かつ計画的に推進するための計画

を策定し、公表するものとする。 

２ 市民は、前項の計画に定めるところにより、日常生活に

おける温室効果ガスの排出の抑制に努めなければならな

い。 

３ 事業者は、事業活動を行うに当たり、第１項の計画に定

めるところにより、事業内容、事業所の形態等に応じ、お

おむね次に掲げる事項の実施に努めなければならない。 

(1) 燃料の燃焼の合理化を図ること。 

(2) 加熱、冷却、伝導等の合理化を図るとともに、放射、

伝導等による熱の損失を防止すること。 

(3) 廃熱の回収利用を行うこと。 

(4) 温室効果ガスを排出する設備の効率的な使用を行う

こと。 

（温室効果ガスの排出の抑制に関する指針） 

第 143 条 市長は、事業者が実施する温室効果ガスの排出の

抑制に係る取組を支援するため、温室効果ガスの排出の抑

制に関する指針を定め、これを公表しなければならない。 

（地球温暖化対策計画の作成等） 

める事項は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関す

る法律第 63 条第１項の規定による説明の内容とする。 

２ 前条第３項の規定は、条例第 141 条の 19 第１項の規則で

定める日について準用する。 

３ 前条第４項の規定は、条例第 141 条の 19 第１項の規定に

よる提出について準用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第９章 地球環境の保全 

第１節 温室効果ガスの排出の抑制等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（地球温暖化対策計画の作成等） 
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第 144 条 温室効果ガスの排出の量が相当程度多い者で規則

で定めるもの（以下「地球温暖化対策事業者」という。）は、

規則で定めるところにより、その事業活動に伴う温室効果

ガスの排出の状況、当該温室効果ガスの排出の抑制に係る

措置及び目標その他地球温暖化を防止する対策に関する事

項を定めた計画（以下「地球温暖化対策計画」という。）を、

前条の指針に基づき作成し、市長に提出しなければならな

い。 

２ 地球温暖化対策事業者は、地球温暖化対策計画に基づき、

地球温暖化を防止する対策を実施するとともに、規則で定

めるところにより、その状況を市長に報告しなければなら

ない。 

３ 地球温暖化対策事業者は、地球温暖化対策計画を提出し

たとき、及び前項の規定により地球温暖化を防止する対策

の実施の状況を報告したときは、規則で定めるところによ

り、速やかにその内容を公表しなければならない。 

４ 市長は、地球温暖化対策事業者から地球温暖化対策計画

が提出されたとき、又は第２項の規定により地球温暖化を

防止する対策の実施の状況の報告がされたときは、規則で

定めるところにより、速やかに、その内容を公表するもの

とする。 

５ 地球温暖化対策事業者は、地球温暖化対策事業者以外の

者に対し、地球温暖化を防止する対策の実施に関する協力

を求めることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第89条 条例第144条第１項に規定する温室効果ガスの排出

の量が相当程度多い者で規則で定めるものは、次に掲げる

者とする。 

(1) 本市に設置している全ての事業所における原油換算

エネルギー使用量（エネルギーの使用の合理化及び非化

石エネルギーへの転換等に関する法律施行令（昭和 54

年政令第 267 号）第２条第２項に規定する原油換算エネ

ルギー使用量をいう。以下同じ。）の前年度における合

計量が 1,500 キロリットル以上のもの（次号に該当する

ものを除く。） 

 (2)  連鎖化事業者（エネルギーの使用の合理化及び非化

石エネルギーへの転換等に関する法律（昭和 54 年法律

第49号）第19条第１項に規定する連鎖化事業者をいう。

以下同じ。）であって、当該連鎖化事業者が本市に設置

している全ての事業所及び当該連鎖化事業者が行う連

鎖化事業（同項に規定する連鎖化事業をいう。以下同

じ。）に加盟する者が本市に設置している当該連鎖化事

業に係る全ての事業所における原油換算エネルギー使

用量の前年度における合計量が1,500キロリットル以上

のもの 

 (3) 自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の

特定地域における総量の削減等に関する特別措置法施

行令（平成４年政令第 365 号）第４条各号に掲げる自動

車（被けん引車（自動車のうち、けん引して陸上を移動

させることを目的として製作した用具であるものをい

う。）以外の自動車であって、市内に使用する本拠の位

置を有するものに限る。）の前年度の末日における使用

台数が 100 台以上のもの 

２ 前項の規定にかかわらず、当該年度の前年度又は前々年

度において同項に規定する温室効果ガスの排出の量が相当

程度多い者で規則で定めるものに該当することにより地球

温暖化対策計画を作成した者は、同項第１号若しくは第２

号に規定する原油換算エネルギー使用量の前年度における

合計量が 1,500 キロリットル未満となり、又は同項第３号

に規定する前年度の末日における使用台数が 100 台未満と

なった場合においても、次項に規定する計画期間内に限り、

地球温暖化対策事業者とみなす。ただし、事業の廃止その

他の事由により地球温暖化対策計画に基づく地球温暖化を

防止する対策を継続することが困難であると認められる者

は、この限りでない。 

３ 条例第 144 条第１項に規定する地球温暖化対策計画は、

令和７年度又は同年度から起算して３の倍数の年度を経過

したごとの年度（以下この項において「計画開始年度」と

いう。）から３年度ごとを計画期間として作成するものとす

る。ただし、計画開始年度の翌年度又は翌々年度に地球温

暖化対策事業者に該当することとなった場合に作成する当

該計画の計画期間は、次に到来する計画開始年度の前年度

までとする。 

４ 条例第 144 条第１項の規定による地球温暖化対策計画の

提出は、前項の計画期間の初年度の７月末日までに行うも

のとする。 

５ 条例第 144 条第２項の規定による地球温暖化を防止する

対策の実施の状況の報告は、毎年度、前年度分について、
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（地球温暖化対策計画の評価及び表彰） 

第 144 条の２ 市長は、前条第１項又は第２項の規定による

計画又は報告の提出があったときは、その内容について、

第 143 条の温室効果ガスの排出の抑制に関する指針に基づ

き評価するものとする。 

２ 市長は、前項の規定による評価をしたときは、規則で定

めるところにより、その評価の内容を地球温暖化対策事業

者に通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定による評価において、専門的知識

を有する者の意見を聴き、温室効果ガスの排出の抑制に係

る措置及び目標、当該措置の実施状況又は当該目標の達成

状況等が優良であると認める地球温暖化対策事業者につい

て、規則で定めるところにより、その評価の内容を公表す

るものとする。 

４ 市長は、前条第２項の規定による報告に基づき、温室効

果ガスの排出の抑制に係る措置の実施状況又は目標の達成

状況等が特に優良であると認める地球温暖化対策事業者に

ついて、表彰することができる。 

（非該当の届出） 

第 144 条の３ 地球温暖化対策事業者に該当しなくなった者

は、規則で定めるところにより、速やかに、その旨を市長

に届け出なければならない。 

 

７月末日までに行うものとする。 

６ 条例第 144 条第３項の規定による公表は、次の各号に掲

げる区分に応じそれぞれ当該各号に掲げる事項について、

インターネットの利用その他適切な方法により行うものと

する。ただし、当該事項に公にすることにより地球温暖化

対策事業者の競争上の地位その他正当な利益を害するおそ

れのある事項が含まれる場合においては、それらの事項に

ついては公表することを要しない。 

 (1) 地球温暖化対策計画に係る公表 次に掲げる事項 

  ア 地球温暖化対策事業者の概要 

  イ 地球温暖化対策計画の計画期間 

  ウ 温室効果ガスの排出の状況 

  エ 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標 

  オ その他市長が必要と認める事項 

 (2) 地球温暖化を防止する対策の実施の状況の報告に係

る公表 次に掲げる事項 

  ア 地球温暖化対策事業者の概要 

  イ 地球温暖化を防止する対策を実施した年度 

  ウ 地球温暖化対策計画の計画期間 

  エ 温室効果ガスの排出の状況 

  オ 温室効果ガスの排出の抑制に係る目標の達成状況 

  カ その他市長が必要と認める事項 

７ 条例第 144 条第３項の規定による地球温暖化対策計画に

係る公表は、当該計画の計画期間の満了する日まで行うも

のとする。 

８ 条例第 144 条第３項の規定による地球温暖化を防止する

対策の実施の状況の報告に係る公表は、当該報告の日から

起算して 90 日を経過する日まで行うものとする。 

９ 第６項の規定は、条例第 144 条第４項の規定による公表

について準用する。 

（地球温暖化対策計画の評価の通知等） 

第89条の２ 条例第144条の２第２項の規定による評価の内

容の通知は、次に掲げる事項を記載した書面により行うも

のとする。 

(1) 地球温暖化対策事業者の名称 

(2) 地球温暖化対策事業者の所在地 

(3) 条例第 144 条の２第１項の規定による評価の結果 

(4) その他市長が必要と認める事項 

２ 条例第 144 条の２第３項の規定による公表は、前項各号

に掲げる事項について、インターネットの利用その他適切

な方法により行うものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

（非該当の届出） 

第 89 条の３ 条例第 144 条の３の規定による届出は、第 89

条第３項に規定する計画期間内に地球温暖化対策事業者に

該当しなくなった場合において、次に掲げる事項を記載し

た書面を提出することにより行うものとする。 
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（地球温暖化対策事業者以外の事業者による地球温暖化対策

計画の提出等） 

第 144 条の４ 地球温暖化対策事業者以外の事業者は、第 143

条の温室効果ガスの排出の抑制に関する指針に基づき、地

球温暖化対策計画を作成し、市長に提出することができる。 

２ 前項の事業者は、地球温暖化対策計画に基づき、地球温

暖化を防止する対策を実施し、その状況を市長に報告する

ことができる。 

３ 第 144 条第４項及び第 144 条の２の規定は、第１項の規

定により提出された地球温暖化対策計画及び前項の規定に

よりなされた報告について準用する。この場合において、

これらの規定中「地球温暖化対策事業者」とあるのは、「地

球温暖化対策事業者以外の事業者」と読み替えるものとす

る。 

（温室効果ガスの排出の抑制に係る指導及び勧告） 

第 145 条 市長は、地球温暖化対策計画を作成し、及び実施

しようとする者に対し、必要な指導及び助言を行うことが

できる。 

２ 市長は、地球温暖化対策事業者が、地球温暖化対策計画

の提出をしなかったとき、第 144 条第２項の規定による報

告をしなかったとき、又は同条第３項の規定による公表を

しなかったときは、当該地球温暖化対策事業者に対し、必

要な措置をとるよう勧告することができる。 

第２節 削除 

第 146 条 削除 

第３節 再生可能エネルギーの導入 

（再生可能エネルギーの導入の検討及び報告） 

第 146 条の２ 規則で定める建築物の建築をしようとする者

は、再生可能エネルギー（太陽光、太陽熱その他規則で定

めるエネルギーをいう。以下同じ。）の導入を検討し、規則

で定めるところにより、その検討の結果を市長に報告しな

ければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（住宅を展示する者の責務） 

第146条の３ 規則で定める方法により住宅を展示する者は、

再生可能エネルギーの導入に関する情報の提供に努めなけ

ればならない。 

 (1) 事業者の名称 

 (2) 事業者の所在地 

 (3) 該当しなくなった理由 

 (4) その他市長が必要と認める事項 

（地球温暖化対策事業者以外の事業者による地球温暖化対策

計画の公表等） 

第 89 条の４ 第 89 条第９項において読み替えて準用する同

条第６項及び第 89 条の２の規定は、条例第 144 条の４第３

項において読み替えて準用する条例第 144 条第４項及び条

例第 144 条の２の規定の適用について準用する。この場合

において、これらの規定中「地球温暖化対策事業者」とあ

るのは、「地球温暖化対策事業者以外の事業者」と読み替え

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２節 削除 

第 90 条 削除 

第３節 再生可能エネルギーの導入 

（再生可能エネルギーの導入の検討及び報告） 

第90条の２ 条例第146条の２に規定する規則で定める建築

物は、床面積（増築又は改築の場合にあっては、当該増築

又は改築に係る部分の床面積）の合計が 2,000 平方メート

ル以上である建築物（建築物のエネルギー消費性能の向上

等に関する法律第 20 条第３号に規定する建築物を除く。）

とする。 

２ 条例第146条の２に規定する規則で定めるエネルギーは、

風力、水力、地熱、バイオマス（動植物に由来する有機物

であってエネルギー源として利用することができるもの

（原油、石油ガス、可燃性天然ガス及び石炭並びにこれら

から製造される製品（以下「化石燃料等」という。）を除く。）

をいう。）を熱源とする熱その他化石燃料等を熱源とする熱

以外のエネルギー（原子力を除く。）とする。 

３ 条例第 146 条の２の規定による報告は、当該建築物につ

いて建築基準法第６条第１項若しくは第６条の２第１項に

規定する確認の申請又は同法第18条第２項若しくは第４項

に規定する計画の通知をする予定の日の21日前までに行う

ものとする。 

（住宅を展示する者の責務） 

第90条の３ 条例第146条の３に規定する規則で定める方法

は、自ら管理運営する展示場において共同住宅以外の住宅

の供給を業とする複数の者に建築物を建築させることによ
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（エネルギー供給事業者による情報の提供） 

第 146 条の４ 市長は、規則で定めるエネルギーの供給を行

う者に対し、地球温暖化を防止する対策を推進するため、

市内に供給するエネルギーに関する情報の提供を求めるこ

とができる。 

 

 

 

 

 

第４節 低炭素電気の普及の促進 

（事業者の責務） 

第 146 条の５ 事業者は、事業活動を行うに当たり、低炭素

電気（地球温暖化対策上望ましい効果を有する手段を活用

して発電又は調達等された規則で定める電気をいう。以下

同じ。）の調達又は供給に努めなければならない。 

（低炭素電気の普及の促進に関する指針） 

第 146 条の６ 市長は、事業者が実施する低炭素電気の調達

又は供給に係る取組を支援するため、低炭素電気の普及の

促進に関する指針を定め、これを公表するものとする。 

（低炭素電気普及促進計画の作成等） 

第146条の７ 市内に電気を供給している小売電気事業者（電

気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条第１項第３号に

規定する小売電気事業者をいう。）（以下「特定電気供給事

業者」という。）は、規則で定めるところにより、電気の供

給に伴い排出される温室効果ガスの抑制その他低炭素電気

の普及の促進に係る措置に関する事項を定めた計画（以下

「低炭素電気普及促進計画」という。）を、前条の指針を参

酌して作成し、市長に提出しなければならない。 

２ 特定電気供給事業者は、低炭素電気普及促進計画に基づ

き、低炭素電気の普及を促進する措置を実施するとともに、

規則で定めるところにより、その状況を市長に報告しなけ

ればならない。 

３ 特定電気供給事業者は、低炭素電気普及促進計画を提出

したとき、及び前項の規定により低炭素電気の普及を促進

する措置の実施の状況を報告したときは、規則で定めると

ころにより、速やかにその内容を公表するよう努めなけれ

ばならない。 

４ 市長は、特定電気供給事業者から低炭素電気普及促進計

画が提出されたとき、又は第２項の規定により低炭素電気

の普及を促進する措置の実施の状況が報告されたときは、

規則で定めるところにより、速やかにその内容を公表する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

り展示する方法とする。 

（エネルギー供給事業者による情報の提供） 

第90条の４ 条例第146条の４に規定する規則で定めるエネ

ルギーの供給を行う者は、次に掲げる者とする。 

(1) 電気事業法（昭和 39 年法律第 170 号）第２条第１項

第 17 号に規定する電気事業者 

(2) ガス事業法（昭和 29 年法律第 51 号）第２条第 12 項

に規定するガス事業者 

(3) 石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和 50 年法律第

96 号）第２条第５項に規定する石油精製業者及び同条第

７項に規定する特定石油販売業者 

第４節 低炭素電気の普及の促進 

（低炭素電気） 

第90条の５ 条例第146条の５に規定する規則で定める電気

は、次に掲げる電気を主に含む電気とする。 

(1) 再生可能エネルギーにより得られる電気（発電に伴い

二酸化炭素が排出されない電気であることの付加価値

を有すると市長が認めるものに限る。） 

(2) 工場等で発生する排熱その他これに類するものと市

長が認めるエネルギーにより得られる電気  

(3) 特定排出者の事業活動に伴う温室効果ガスの排出量

の算定に関する省令（平成 18 年経済産業省令、環境省

令第３号）第２条第５項に規定する係数の算出に用いる

ことができる温室効果ガスの削減量により発電に伴い

排出される温室効果ガスの量を削減したとみなされる

電気 

(4) その他前３号に掲げる電気に類するものと市長が認

める電気 

（低炭素電気普及促進計画の作成等） 

第 90 条の６ 特定電気供給事業者は、低炭素電気普及促進計

画を毎年度作成し、８月末日までに提出するものとする。

ただし、当該年度の８月以降に特定電気供給事業者に該当

することとなった者は、その翌年度から作成するものとす

る。 

２ 条例第 146 条の７第２項の規定による実施の状況の報告

は、その翌年度における低炭素電気普及促進計画の提出と

同時に行うものとする。 

３ 条例第 146 条の７第３項の規定による公表は、次に掲げ

る事項を記載した書面を特定電気供給事業者の事業所にお

いて容易に閲覧できるよう場所、時間等に配慮して備え置

き、又はインターネットの利用その他適切な方法により行

うものとする。  

(1) 低炭素電気の普及の促進のための基本方針及び推進

体制 

(2) 電気の供給に伴い排出される１キロワット時当たり

の二酸化炭素の量及びその抑制のための計画 

(3) 販売のために調達した電気量及び条例第 146 条の６

に規定する指針に定める区分に応じた当該電気量の内

訳 

(4) その他市長が必要と認める事項 

４ 前項の規定は、条例第 146 条の７第４項の規定による公

表について準用する。この場合において、前項中「特定電

気供給事業者の事業所において容易に閲覧できるよう場
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（非該当の届出） 

第146条の８ 特定電気供給事業者に該当しなくなった者は、

規則で定めるところにより、速やかにその旨を市長に届け

出なければならない。 

（低炭素電気の普及の促進に係る指導及び勧告） 

第 146 条の９ 市長は、特定電気供給事業者に対し、必要な

指導及び助言を行うことができる。 

２ 市長は、特定電気供給事業者が、低炭素電気普及促進計

画を提出しなかったとき、又は第 146 条の７第２項の規定

による報告をしなかったときは、当該特定電気供給事業者

に対し、必要な措置をとるよう勧告することができる。 

 

第 11 章 日常生活における環境の保全 

第１節 日常生活に伴う騒音等の防止 

第 147 条 何人も、屋外に設置する機器又は音響機器の使用

その他日常生活に伴って発生する騒音又は振動により周辺

の生活環境を損なうことのないよう自ら配慮するととも

に、相互に協力して地域の快適な生活環境の保全に努めな

ければならない。 

２ 市長は、日常生活に伴って発生する騒音又は振動の防止

について配慮すべき事項に関する指針を定め、これを公表

するものとする。 

第２節 日常生活等に伴う水質の汚濁の防止 

第 148 条 何人も、公共用水域の水質の保全を図るため、調

理くず、廃食用油等の適正な処理、洗剤の適正な使用等に

努めなければならない。 

２ 何人も、河川区域、海岸等において調理、野営等の活動

を行うときは、調理に使用した油の回収等に努めなければ

ならない。 

 

第 12 章 非常時の措置 

第 149 条 事業者は、事業所において生じた事故又は車両の

事故に伴い、大気の汚染、悪臭又は水質の汚濁の原因とな

る物質で規則で定めるものが放出され、又は発生すること

によって、公害が生じ、又は生ずるおそれがあると認める

ときは、直ちに、その旨を市長に通報するとともに、当該

物質の放出、発生又は拡散を防止するための応急の措置を

とらなければならない。 

２ 前項の場合においては、同項の事態を発生させた事業者

は、速やかに、当該事故の状況及びとった措置の概要を市

長に報告しなければならない。 

第 149 条の２ 市長は、前条第１項の事態を発生させた事業

者が同項の応急の措置をとっていないとき、又は同様の事

態を再発させるおそれがあると認めるときは、当該事業者

に対し、同項の応急の措置その他必要な措置をとるべきこ

とを命ずることができる。 

２ 前項の規定による命令を受けた事業者は、当該命令によ

る措置をとったときは、速やかにその旨を市長に報告しな

ければならない。 

所、時間等に配慮して備え置き、又は」とあるのは、「脱炭

素・GREEN×EXPO 推進局脱炭素社会移行推進部脱炭素マネジ

メント課に備え置くことのほか、」と読み替えるものとす

る。 

（非該当の届出） 

第 90 条の７ 条例第 146 条の８の規定による届出は、次に掲

げる事項を記載した書面を提出することにより行うものと

する。 

(1) 事業者の名称 

(2) 事業者の所在地 

(3) 特定電気供給事業者に該当しなくなった理由 

(4) その他市長が必要と認める事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10 章 非常時の措置 

第 91 条 条例第 149 条第１項に規定する規則で定める物質

は、別表第 18 に掲げる物質とする。 

２ 条例第 149 条第２項の規定による報告は、非常時応急措

置等報告書（第 32 号様式の２）により行うものとする。 

３ 条例第 149 条の２第２項の規定による報告は、非常時応

急措置等完了報告書（第 33 号様式）により行うものとする。 
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第 13 章 環境保全協定の締結 

第 150 条 市長は、事業者と協議の上、事業活動に伴う環境

への負荷を低減するために事業者が行うべき取組に係る当

該事業者との合意事項を定める協定（以下「環境保全協定」

という。）を締結し、事業者との連携を推進することにより、

環境の保全に関する施策の実効性を確保するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により環境保全協定を締結したとき

は、その内容を公表するものとする。 

３ 環境保全協定の締結の手続に関し必要な事項は、規則で

定める。 

 

第 14 章 雑則 

（報告の徴収） 

第 151 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、

事業者又は関係人に対し、報告を求めることができる。 

（協力の要請） 

第 152 条 市長は、環境の保全上必要があると認めるときは、

国の関係機関の長、関係地方公共団体その他の諸団体の長、

事業者又は関係人に対し、必要な措置をとるよう協力を要

請するものとする。 

（情報提供の要請） 

第 153 条 市長は、事業者又は市民の環境の保全に関する取

組に資するため、事業者又は関係人に対し、環境の保全に

関する情報で事業者又は関係人が保有するものを、市長に

提出するよう要請することができる。 

（立入検査） 

第 154 条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、

当該職員に事業所その他の場所に立ち入り、施設、帳簿書

類その他の物件を検査させ、又は関係人に質問させること

ができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示

す証明書を携帯し、関係人に提示しなければならない。 

３ 第１項の立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められ

たものと解してはならない。 

４ 事業所において発生する排煙を大気中に排出する事業者

又は排水を排出する事業者は、排煙量等又は排水の汚染状

態を測定するための試料を採取するために必要な設備を設

ける等により第１項の立入検査に協力しなければならな

い。 

第 155 条 削除 

（勧告に従わなかった者の公表） 

第 156 条 市長は、第６条第４項、第 21 条第２項、第 22 条

第３項、第 50 条第２項、第 60 条第３項、第 61 条の３第３

項、第 62 条の３第３項、第 64 条第４項、第 68 条第２項、

第 68 条の２第２項、第 70 条第３項、第 70 条の２第３項、

第 70 条の３第６項（同条第７項において読み替えて準用す

る場合を含む。）、第 70 条の４第２項、第 70 条の５第２項、

第 70 条の６第３項、第 74 条第２項、第 75 条第５項、第 85

条第２項、第 91 条第２項、第 94 条の２、第 98 条第２項、

第 104 条第２項、第 110 条第２項、第 116 条第２項、第 123

条第２項、第 134 条、第 140 条、第 141 条の 13、第 145 条

第２項又は第 146 条の９第２項の規定による勧告を受けた

 

第 11 章 環境保全協定の締結 

第92条 条例第150条第３項に規定する環境保全協定の締結

は、おおむね次に掲げる事項を記載した書面を取り交わす

ことにより行うものとする。 

 (1) 環境への負荷を低減するために事業者が行う環境保

全対策 

 (2) 環境保全対策に関する組織 

 (3) 環境保全協定の変更に係る協議の方法 

 (4) 環境保全協定の公開の方法 

 (5) その他市長が必要と認める事項 

 

第 12 章 雑則 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（身分証明書） 

第 93 条 条例第 154 条第２項の規定による証明書は、身分証

明書（第 34 号様式）とする。 
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者が、正当な理由なく当該勧告に従わなかったときは、そ

の旨を公表することができる。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、あ

らかじめ当該勧告を受けた者に意見を述べる機会を与えな

ければならない。 

（横浜市環境創造審議会の意見の聴取） 

第 157 条 市長は、指定事業所の指定、規制基準の設定その

他この条例の施行に関し基本的な事項を定めようとすると

きは、横浜市環境創造審議会条例（平成６年６月横浜市条

例第 19 号）に基づく横浜市環境創造審議会の意見を聴くも

のとする。 

（委任） 

第 158 条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に

関し必要な事項は、規則で定める。 

 

第 15 章 罰則 

第 159 条 次のいずれかに該当する者は、２年以下の拘禁刑

又は 1,000,000 円以下の罰金に処する。 

(1) 第３条第１項の規定に違反して指定事業所を設置し

た者 

(2) 第 26 条第２項、第 32 条第２項又は第 51 条第１項の

規定に違反して禁止された行為を行った者 

(3) 第 29 条第３項、第 35 条、第 36 条、第 47 条第３項又

は第 82 条の規定による命令に違反した者 

第 159 条の２ 次のいずれかに該当する者は、１年以下の拘

禁刑又は 1,000,000 円以下の罰金に処する。 

(1) 第 64 条の２第４項（同条第７項において読み替えて

準用する場合を含む。）、第 65 条第３項、第 66 条の２第

２項、第４項若しくは第８項、第 67 条の２第４項、第

69条第４項又は第69条の４の規定による命令に違反し

た者 

(2) 第66条の２第６項又は第66条の３の規定に違反した

者 

第 160 条 第 52 条第２項、第 53 条第２項、第 54 条第３項、

第 59 条第３項又は第 61 条の４第１項の規定による命令に

違反した者は、１年以下の拘禁刑又は 500,000 円以下の罰

金に処する。 

第 161 条 次のいずれかに該当する者は、６月以下の拘禁刑

又は 300,000 円以下の罰金に処する。 

(1) 第８条第１項の規定に違反して同項に規定する第３

条第２項第４号及び第６号から第 15 号までに係る変更

のうち、規則で定める変更をした者 

(2) 第 37 条において準用する第 36 条第１項、第 48 条第

２項又は第 149 条の２第１項の規定による命令に違反

した者 

第 161 条の２ 次のいずれかに該当する者は、３月以下の拘

禁刑又は 300,000 円以下の罰金に処する。 

(1) 第 64 条の２第５項（同条第７項において読み替えて

準用する場合を含む。）の規定による届出をせず、又は

虚偽の届出をした者 

(2) 第65条第１項又は第67条の２第１項の規定に違反し

て、届出をせず、又は虚偽の届出をして、土地の形質の

変更をした者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（委任） 

第 94 条 この規則の施行に関し必要な事項は、脱炭素・GREEN

×EXPO 推進局長、資源循環局長、みどり環境局長又は建築

局長が定める。 
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(3) 第 69 条第１項又は第２項の規定に違反して、届出を

せず、又は虚偽の届出をして、同条第１項本文又は第２

項に規定する搬出をした者 

(4) 第 69 条の２の規定に違反して、条例汚染土壌を運搬

した者 

(5) 第 69 条の３第１項（同条第２項において準用する場

合を含む。）の規定に違反して、条例汚染土壌の処理を

他人に委託した者 

(6) 第 69 条の５第１項（同条第２項（同条第９項におい

て準用する場合を含む。）及び第９項において準用する

場合を含む。）の規定に違反して、管理票を交付せず、

又は同条第１項に規定する事項を記載せず、若しくは虚

偽の記載をして管理票を交付した者 

(7) 第 69 条の５第３項前段又は第４項（これらの規定を

同条第９項において準用する場合を含む。）の規定に違

反して、管理票の写しを送付せず、又はこれらの規定に

規定する事項を記載せず、若しくは虚偽の記載をして管

理票の写しを送付した者 

(8) 第 69 条の５第３項後段（同条第９項において準用す

る場合を含む。）の規定に違反して、管理票を回付しなか

った者 

(9) 第 69 条の５第５項、第７項又は第８項（これらの規

定を同条第９項において準用する場合を含む。）の規定に

違反して、管理票又はその写しを保存しなかった者 

(10) 第 69 条の６第１項又は第２項の規定に違反して、虚

偽の記載をして管理票を交付した者 

(11) 第 69 条の６第３項の規定に違反して、送付をした者 

第161条の３ 第69条の８第１項から第３項までの規定によ

る報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又はこれらの規

定による検査を拒み、妨げ、忌避した者は、300,000 円以下

の罰金に処する。 

第 162 条 次のいずれかに該当する者は、200,000 円以下の罰

金に処する。 

(1) 第 55 条第１項又は第２項の規定による届出をせず、

又は虚偽の届出をした者 

(2) 第29条第４項又は第51条第５項の規定による命令に

違反した者 

(3) 第 72 条第１項の規定に違反して揚水施設を設置し地

下水を採取した者又は第 75 条第１項の規定に違反して

同項に規定する変更をした者 

(4) 第 151 条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告を

した者 

(5) 第 154 条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は

忌避した者 

第 163 条 次のいずれかに該当する者は、100,000 円以下の罰

金に処する。 

(1) 第７条、第８条第２項若しくは第３項、第 10 条、第

11 条第３項、第 12 条、第 55 条第３項若しくは第４項、

第 56 条第２項、第 76 条、第 77 条第３項又は第 78 条の

規定による届出をせず、又は虚偽の届出をした者 

(2) 第 27 条又は第 30 条の規定による記録をせず、若しく

は保存をせず、又は虚偽の記録をした者 

(3) 第 81 条の規定による記録をせず、若しくは報告をせ
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横浜市生活環境の保全等に関する条例 
 横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 

 

  

ず、虚偽の記録をし、又は虚偽の報告をした者 

(4) 第 149 条の２第２項の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者 

第 164 条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用

人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第 159

条から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰する

ほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

第 165 条 次のいずれかに該当する者は、50,000 円以下の過

料に処する。 

(1) 第 66 条の２第９項の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をした者 

(2) 第 67 条の２第２項若しくは第３項、第 69 条第３項又

は第 69 条の５第６項（同条第９項において準用する場

合を含む。）の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者 
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条例附則及び改正履歴は以下のウェブサイトをご覧ください。 

 

・条例附則 

https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00001294.html#e000004233 

 

 

 ＱＲコードはこちら 

 

 

 

 

 

 

・条例の改正履歴 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kankyo-koen-gesui/kiseishido/tetsuzuki/rireki.html#2FDCB  

 

 

 ＱＲコードはこちら 
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横浜市生活環境の保全等に関する条例 別表 

 

別表（第２条及び第６条） 

１ 石油製品の製造の作業 

２ 石油化学基礎製品の製造の作業 

３ 潤滑油又はグリースの製造の作業 

４ 合成樹脂の製造の作業 

５ 合成ゴムの製造の作業 

６ 合成染料、有機顔料、塗料又は印刷インキの製造の作業 

７ 界面活性剤、合成洗剤、石けん又は油脂加工製品の製造の作業 

８ 医薬品の製造の作業 

９ 農薬の製造の作業 

10 香料の製造の作業 

11 化粧品の製造の作業 

12 化学繊維の製造の作業 

13 合成樹脂製品の製造の作業 

14 コールタール製品の製造の作業 

15 １から14までに掲げる作業以外の有機化学工業製品の製造の作業 

16 化学肥料の製造の作業 

17 無機顔料の製造の作業 

18 か性ソーダ、塩素又は無機酸の製造の作業 

19 17及び18に掲げる作業以外の無機化学工業製品の製造の作業 

20 コークスの製造の作業 

21 ゴム製品の製造の作業 

22 銑鉄、鋼若しくは合金鉄の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 

23 非鉄金属若しくはその合金の製造又はこれらの鋳造、塑性加工若しくは熱処理の作業 

24 建設機械、産業用機械その他の一般機械器具の製造の作業 

25 電気機械器具の製造の作業 

26 船舶、車両その他の輸送用機械器具の製造の作業 

27 精密機械器具の製造の作業 

28 24から27までに掲げる作業以外の機械器具、武器又は金属製品の製造の作業 

29 骨材又は石工品の製造又は加工の作業 

30 セメント又はセメント製品の製造の作業 

31 ガラス又はガラス製品の製造の作業 

32 陶磁器の製造の作業 

33 炭素又は黒鉛製品の製造の作業 

34 29から33までに掲げる作業以外の窯業製品又は土石製品の製造の作業 

35 飼料又は有機質肥料の製造の作業 

36 製糸、紡績又は織物その他の繊維製品の製造若しくは加工の作業 

37 皮革若しくは人造皮革又はこれらの製品の製造の作業 

38 木材の加工又は木製品の製造若しくは加工の作業 

39 パルプ、紙又は紙工品の製造の作業 

40 畜産食料品又は水産食料品の製造の作業 

41 農産保存食料品の製造の作業 

42 調味料の製造の作業 

43 糖類の製造の作業 

44 パン又は菓子の製造の作業 

45 酒類、清涼飲料その他の飲料の製造の作業 

46 動植物油脂の製造の作業 

47 精穀又は製粉の作業 

48 40から47までに掲げる作業以外の食料品の製造の作業 

49 発電の作業 

50 ガスの製造の作業 

51 資源の再生又は廃棄物の処理の作業 

51の２ 汚染土壌の処理の作業 
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52 下水道水の最終的な処理の作業 

53 汚水又は廃液の処理の作業 

54 廃ガスの燃焼又は分解の作業 

55 車両、航空機その他の機械器具の整備又は修理の作業 

56 皮革製品、人造皮革製品又は繊維製品の洗浄の作業 

57 と畜又は死亡獣畜処理の作業 

58 写真の現像又は図画等の複写の作業 

59 科学技術に関する研究、試験又は検査の作業 

60 印刷、製版又は印刷物の加工の作業 

61 燃料その他の物の燃焼による熱媒体の加熱又は空気の加温若しくは冷却の作業 

62 動力を用いて行う物の塗装の作業 

63 燃料その他の物の燃焼又は電気の使用による物の乾燥の作業 

64 物の表面処理又はめっきの作業 

65 有機溶剤を用いて行う物の加工又は接着の作業 

66 鉱物又は土石の採取、移送、粉砕、選別又は加工の作業 

67 金属その他の物の研磨の作業 

68 炭化水素系物質の受入れ、保管又は出荷の作業 

69 １から68までに掲げる作業のほか、物の製造、加工、修理又は消毒に係る作業で規則で定めるも

の 
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施行規則附則及び改正履歴は以下のウェブサイトをご覧ください。 

 

・施行規則附則 

https://cgi.city.yokohama.lg.jp/somu/reiki/reiki_honbun/g202RG00001276.html#e000006354 

 

 

 ＱＲコードはこちら 

 

 

 

 

 

 

・施行規則の改正履歴 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kankyo-koen-gesui/kiseishido/tetsuzuki/rireki.html#493A6  

 

 

 ＱＲコードはこちら 
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   横浜市生活環境の保全等に関する条例施行規則 別表第１ 

 

別表第１(第３条、第３条の２、第 13 条第１項第７号及び第８号並びに第２項第２号から第６号

まで、第 33 条第１項第２号及び第３号ア、第 44 条第１項並びに第 68 条第３号ア及びウ) 

条例別表の作業 作 業 の 内 容 施     設 

１ 石油製品の製造の作業 石油製品(石油ガス、揮発油、ナフ

サその他石油精製に係る製品をい

う。)の製造の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを用いる作業 

(1) 加熱炉 

(2) 流動接触分解施設に係る触媒再生

塔 

(3) 硫黄回収施設に係る燃焼炉 

(4) 洗浄施設 

(5) 脱塩施設 

(6) 蒸留施設 

２ 石油化学基礎製品の製

造の作業 

石油製品(石油ガス、揮発油、ナフ

サその他石油精製に係る製品をい

う。)の分解、分離その他の処理に

よるエチレン、プロピレン及びそ

の副成品の製造又はこれらの物質

を原料とする芳香族系中間物若し

くは脂肪族系中間物の製造の作業

のうち右欄に掲げる施設のいずれ

かを用いる作業 

(1) 加熱炉 

(2) 反応施設 

(3) 洗浄施設(洗浄冷却施設を含む。) 

(4) 分離施設 

(5) 蒸留施設 

３ 潤滑油又はグリースの

製造の作業 

潤滑油又はグリースの製造の作業

のうち右欄に掲げる施設のいずれ

かを用いる作業 

(1) 反応施設 

(2) 混合施設 

４ 合成樹脂の製造の作業 合成樹脂の製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 反応施設 

(2) 洗浄施設 

(3) 分離施設 

(4) 蒸留施設 

５ 合成ゴムの製造の作業 合成ゴムの製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 反応施設 

(2) 洗浄施設 

(3) 濃縮施設 

(4) 分離施設 

(5) 蒸留施設 

６ 合成染料、有機顔料、塗

料又は印刷インキの製造

の作業 

合成染料、有機顔料、塗料又は印

刷インキの製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 反応施設 

(2) 混合施設 

(3) 洗浄施設 

(4) 分離施設 

(5) 充填
てん

施設 

７ 界面活性剤、合成洗剤、

石けん又は油脂加工製品

の製造の作業 

界面活性剤、合成洗剤、石けん又

は油脂加工製品の製造の作業のう

ち右欄に掲げる施設のいずれかを

用いる作業 

(1) 反応施設 

(2) 蒸留施設 

(3) 精製施設 

(4) 塩析施設 

(5) 混合施設 

８ 医薬品の製造の作業 医薬品の製造の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 反応施設 

(2) 発酵施設(培養施設を含む。) 

(3) 抽出施設 

(4) 動物原料処理施設 

(5) 蒸留施設 

(6) 混合施設 

(7) 分離施設 

(8) 洗浄施設(容器洗浄施設を含む。) 
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(9) 濃縮施設 

９ 農薬の製造の作業 農薬の製造の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを用いる作業 

(1) 反応施設 

(2) 抽出施設 

(3) 混合施設 

(4) 充填
てん

施設 

(5) 洗浄施設 

(6) 分離施設 

(7) 蒸留施設 

10 香料の製造の作業 香料の製造の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを用いる作業 

(1) 反応施設 

(2) 抽出施設 

(3) 混合施設 

(4) 充填
てん

施設 

(5) 洗浄施設(容器洗浄施設を含む。) 

(6) 分離施設 

11 化粧品の製造の作業 化粧品の製造の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 乳化施設 

(2) 混合施設 

(3) 充填
てん

施設 

(4) 洗浄施設(容器洗浄施設及び洗浄冷

却施設を含む。) 

(5) 分離施設 

12 化学繊維の製造の作業 化学繊維の製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 反応施設 

(2) 分離施設 

(3) 洗浄施設 

(4) 湿式紡糸施設 

13 合成樹脂製品の製造の

作業 

合成樹脂製品の製造の作業のうち

右欄に掲げる施設のいずれかを用

いる作業 

(1) 成形施設(真空成形施設を除く。) 

(2) 吹き付け塗布施設(原動機の定格出

力が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(3) 混練施設 

(4) 破砕施設(原動機の定格出力が 

0.75kW 以上であるものに限る。) 

14 コールタール製品の製

造の作業 

コールタール(ガス軽油を含む。)

を原料とする油類、酸、ピッチそ

の他のコールタール製品の製造の

作業のうち右欄に掲げる施設のい

ずれかを用いる作業 

(1) 加熱炉(直火炉を含む。) 

(2) 蒸留施設 

(3) 洗浄施設 

(4) 分離施設 

(5) 分解施設 

15 1から14までに掲げる作

業以外の有機化学工業製

品の製造の作業 

有機化学工業製品の製造の作業

(１から14までに掲げる作業を除

く。)のうち右欄に掲げる施設のい

ずれかを用いる作業 

(1) 反応施設 

(2) 塩化水素吸収施設 

(3) 混合施設 

(4) 発酵施設 

(5) 蒸留施設 

(6) 抽出施設 

(7) 分離施設 

(8) 洗浄施設(洗浄冷却施設を含む。) 

(9) 濃縮施設 

16 化学肥料の製造の作業 化学肥料の製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 反応施設 

(2) 濃縮施設 

(3) 焼成炉 

(4) 溶解炉 

(5) 焙
ばい

焼炉 
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(6) 破砕施設 

(7) 分離施設 

17 無機顔料の製造の作業 無機顔料の製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 溶解炉 

(2) 反応施設(反応炉を含む。) 

(3) 焼成炉 

(4) 洗浄施設 

(5) 分離施設 

(6) 湿式分別施設(特定排水施設に限

る。) 

18 か性ソーダ、塩素又は無

機酸の製造の作業 

か性ソーダ、塩素又は無機酸の製

造の作業のうち右欄に掲げる施設

のいずれかを用いる作業 

 

(1) 焙
ばい

焼炉 

(2) 反応施設 

(3) 亜硫酸ガス冷却洗浄施設(特定排水

施設に限る。) 

(4) 塩化水素吸収施設 

(5) 分離施設(塩水精製施設を含む。) 

(6) 電解施設 

19 17 及び 18 に掲げる作業

以外の無機化学工業製品

の製造の作業 

無機化学工業製品の製造の作業

(17及び18に掲げる作業を除く。)

のうち右欄に掲げる施設のいずれ

かを用いる作業 

 

(1) 焙
ばい

焼炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量が

200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 煆
か

焼炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(3) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(4) 反応施設(反応炉を含む。) 

(5) 塩化水素吸収施設 

(6) 蒸留施設(特定排水施設に限る。) 

(7) 抽出施設(特定排水施設に限る。) 

(8) 分離施設(塩水精製施設を含む。) 

(9) 混合施設(特定排水施設に限る。) 

(10) 濃縮施設(特定排水施設に限る。) 

(11) 電解施設 

(12) 分別施設 

(13) 洗浄施設(洗浄冷却施設を含む。) 

(14) 破砕施設 

(15) 磨砕施設 

20 コークスの製造の作業 コークス(石油コークスを除く。)

の製造の作業のうち右欄に掲げる

施設のいずれかを用いる作業 

(1) コークス炉 

(2) ガス冷却洗浄施設(脱硫化水素施設

を含む。) 

(3) 分離施設 

21 ゴム製品の製造の作業 ゴム製品の製造の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) はり合せ成形施設(動力を使用する

ものに限る。) 

(2) 混練施設 

(3) 加硫施設 

(4) 洗浄施設 

(5) ラテックス処理施設 
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22 銑鉄、鋼若しくは合金鉄

の製造又はこれらの鋳

造、塑性加工若しくは熱

処理の作業 

銑鉄、鋼若しくは合金鉄の製造又

は鉄鋼基礎資材の鋳造、塑性加工

若しくは熱処理の作業のうち右欄

に掲げる施設のいずれかを用いる

作業 

(1) 溶鉱炉 

(2) 転炉 

(3) 平炉 

(4) 焼結炉 

(5) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(6) 金属加熱炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(7) 焙
ばい

焼炉 

(8) 製鋼用電気炉 

(9) 圧延施設(製管施設を含む。) 

23 非鉄金属若しくはその

合金の製造又はこれらの

鋳造、塑性加工若しくは

熱処理の作業 

非鉄金属若しくはその合金の製造

又は非鉄金属基礎資材の鋳造、塑

性加工若しくは熱処理の作業のう

ち右欄に掲げる施設のいずれかを

用いる作業 

(1) 金属溶解炉(鉛用溶解炉以外のもの

にあっては、バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(2) 金属加熱炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(3) 煆
か

焼炉 

(4) 反応炉 

(5) 直火炉 

(6) 焼結炉 

(7) ろ過施設(特定排水施設に限る。) 

(8) 還元施設(反応炉を除く。)  

(9) 電解施設 

(10) 水銀精製施設 

(11) 圧延施設 

(12) 二酸化珪
けい

素蒸着成長施設 

24 建設機械、産業用機械そ

の他の一般機械器具の製

造の作業 

建設機械、産業用機械その他の一

般機械器具の製造の作業のうち右

欄に掲げる施設のいずれかを用い

る作業 

(1) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(2) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(3) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの
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燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(4) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(5) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(6) ロール式ベンディングマシン(原動

機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(7) ワイヤーフォーミングマシン 

(8) 鋳型造型施設 

(9) 型ばらし施設 

(10) タンブラー 

(11) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

25 電気機械器具の製造の

作業 

電気機械器具の製造の作業のうち

右欄に掲げる施設のいずれかを用

いる作業 

(1) 金属溶解炉(鉛蓄電池の製造の作業

に用いるもの以外のものにあって

は、バーナーの燃料の燃焼能力が重

油換算１時間当たり 50Ｌ以上であ

るもの及び変圧器の定格容量が

200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(3) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(4) 化成施設(カドミウム電極又は鉛電

極に係るものに限る。) 

(5) 水銀精製施設 

(6) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(7) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(8) ロール式ベンディングマシン(原動

機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(9) ワイヤーフォーミングマシン 

(10) 鋳型造型施設 

(11) 型ばらし施設 

(12) タンブラー 

(13) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

(14) 化学気相成長施設 
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26 船舶、車両その他の輸送

用機械器具の製造の作業 

船舶、車両その他の輸送用機械器

具の製造の作業のうち右欄に掲げ

る施設のいずれかを用いる作業 

(1) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼 

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ以

上であるもの及び変圧器の定格容量

が200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 船舶製造施設(重量トンが 1,000ｔ

以上であるものに限る。) 

(3) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(4) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(5) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(6) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(7) ロール式ベンディングマシン(原動

機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(8) ワイヤーフォーミングマシン 

(9)  鋳型造型施設 

(10) 型ばらし施設 

(11) タンブラー 

(12) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

27 精密機械器具の製造の

作業 

精密機械器具の製造の作業のうち

右欄に掲げる施設のいずれかを用

いる作業 

(1) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。)  

(2) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(3) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(4) 水銀精製施設 

(5) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(6) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(7) ロール式ベンディングマシン(原動 
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  機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(8) 鋳型造型施設 

(9) 型ばらし施設 

(10) タンブラー 

(11) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

28 24 から 27 までに掲げる

作業以外の機械器具、武

器又は金属製品の製造の

作業 

機械器具(24から27までに掲げる

作業に係るものを除く。)、武器又

は金属製品の製造の作業のうち右

欄に掲げる施設のいずれかを用い

る作業 

(1) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(2) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(3) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(4) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(5) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(6) ロール式ベンディングマシン(原動

機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(7) ワイヤーフォーミングマシン 

(8) 鋳型造型施設 

(9) 型ばらし施設 

(10) タンブラー 

(11) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

29 骨材又は石工品の製造

又は加工の作業 

骨材又は石工品の製造又は加工の

作業のうち右欄に掲げる施設のい

ずれかを用いる作業 

(1) 焼成炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) アスファルトプラント(骨材乾燥炉

を含む。) 

(3) コンベア施設(ベルトの幅が 75cm 以

上であるもの(密閉式のものを除く。)

及びバケットの内容積が 0.03ｍ3以上

であるもの(密閉式のものを除く。)

に限る。) 

(4) 破砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(5) 磨砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 
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(6) 分別施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(7) 石材切断施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

30 セメント又はセメント

製品の製造の作業 

セメント又はセメント製品の製造

の作業のうち右欄に掲げる施設の

いずれかを用いる作業 

(1) 焼成炉 

(2) コンベア施設(ベルトの幅が 75cm 以

上であるもの(密閉式のものを除く。)

及びバケットの内容積が 0.03ｍ3以上

であるもの(密閉式のものを除く。)

に限る。) 

(3) 破砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(4) 磨砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(5) コンクリートプラント 

(6) 成形施設 

(7) 抄造施設(特定排水施設に限る。) 

(8) 水養生施設(蒸気養生施設を含み、

特定排水施設に限る。) 

31 ガラス又はガラス製品

の製造の作業 

ガラス又はガラス製品の製造の作

業のうち右欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(1) 溶融炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 保温炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(3) 洗浄施設(特定排水施設に限る。) 

(4) 処理施設(酸によるものに限る。) 

(5) 樹脂吹き付け塗布施設 

(6) 破砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(7) 磨砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(8) 二酸化珪
けい

素蒸着成長施設 

32 陶磁器の製造の作業 陶磁器の製造の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 焼成炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 処理施設(酸によるものに限る。) 

(3) 破砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(4) 磨砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(5) 湿式分別施設(特定排水施設に限

る。) 

(6) 脱水施設(特定排水施設に限る。) 

(7) 成形施設(特定排水施設に限る。) 
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33 炭素又は黒鉛製品の製

造の作業 

炭素又は黒鉛製品の製造の作業の

うち右欄に掲げる施設のいずれか

を用いる作業 

(1) 焼成炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 破砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(3) 分別施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(4) 混練施設 

(5) 成形施設 

(6) 仕上げ加工施設 

(7) 冷却施設(特定排水施設に限る。) 

34 29 から 33 までに掲げる

作業以外の窯業製品又は

土石製品の製造の作業 

窯業製品又は土石製品の製造の作

業(29から33までに掲げる作業を

除く。)のうち右欄に掲げる施設の

いずれかを用いる作業 

(1) 焼成炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるもの及び変圧器の定格容量

が 200kVA 以上であるものに限る。) 

(2) 破砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(3) 磨砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(4) 分別施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(5) 成形施設 

(6) 脱水施設(特定排水施設に限る。) 

(7) 混合施設(有機質砂壁材の製造の作

業に用いられるもので、特定排水施

設に限る。) 

(8) 処理施設(酸又はアルカリによるも

のに限る。) 

35 飼料又は有機質肥料の

製造の作業 

動植物性飼料又は有機質肥料の製

造の作業(農業又は漁業を営む者

(同居人を含む。)がその業に関し

て取得した物を加工する作業及び

その者が消費するために加工する

作業並びに 51 に掲げる作業のう

ち 51 の項施設の欄の(8)、(24)及

び(26)に掲げる施設のいずれかを

用いる作業を除く。)のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 原料貯蔵施設 

(2) 原料処理施設 

(3) 洗浄施設 

(4) 湯煮施設(蒸煮施設を含む。) 

(5) 圧搾施設 

(6) 濃縮施設 

(7) 破砕施設 

(8) 混合施設 

(9) 発酵施設 

(10) 乾燥施設 

36 製糸、紡績又は織物その

他の繊維製品の製造若し

くは加工の作業 

製糸、紡績又は織物その他の繊維

製品の製造若しくは加工の作業の

うち右欄に掲げる施設のいずれか

を用いる作業 

(1) 製綿機(原動機の定格出力が 2.2kW

を超えるものに限る。) 

(2) 打綿機(原動機の定格出力が 2.2kW

を超えるものに限る。) 

(3) 動力撚
ねん

糸機(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるものに限る。) 
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  (4) 動力織機(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるものに限る。) 

(5) 動力編み機(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるものに限る。) 

(6) 原料処理施設(特定排水施設に限

る。) 

(7) 精練施設(特定排水施設に限る。) 

(8) シルケット機(特定排水施設に限

る。) 

(9) 漂白施設(特定排水施設に限る。) 

(10) 薬液浸透施設 

(11) 洗浄施設(特定排水施設に限る。) 

(12) 副蚕処理施設(特定排水施設に限

る。) 

(13) 染色施設(特定排水施設に限る。) 

(14) まゆ湯煮施設 

37 皮革若しくは人造皮革

又はこれらの製品の製造

の作業 

皮革若しくは人造皮革又はこれら

の製品の製造の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 水づけ軟化施設 

(2) 洗浄施設 

(3) 石灰づけ施設 

(4) なめし施設 

(5) 染色施設(特定排水施設に限る。) 

38 木材の加工又は木製品

の製造若しくは加工の作

業 

木材の加工又は木製品の製造若し

くは加工の作業のうち右欄に掲げ

る施設のいずれかを用いる作業 

(1) バーカー 

(2) チッパー(原動機の定格出力が  

2.2kW を超えるものに限る。) 

(3) 現像施設(特定排水施設に限る。) 

(4) はり合せ施設 

(5) 砕木施設 

(6) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、特定排

水施設に限る。) 

(7) パネル打ち抜き用プレス機 

(8) 動力のこぎり盤(原動機の定格出力

が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(9) 動力かんな盤(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるものに限る。) 

(10) 薬液浸透施設(特定排水施設に限

る。) 

39 パルプ、紙又は紙工品の

製造の作業 

パルプ、紙又は紙工品の製造の作

業のうち右欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(1) 原料処理施設(特定排水施設に限

る。) 

(2) バーカー 

(3) 蒸解施設 

(4) 蒸解廃液濃縮施設 

(5) 洗浄施設(特定排水施設に限る。) 

(6) 漂白施設(特定排水施設に限る。) 

(7) 動力のこぎり盤(原動機の定格出力

が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(8) 砕木施設 

(9) チッパー(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるものに限る。) 

(10) 抄紙施設(抄造施設を含む。) 
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(11) セロファン製膜施設(特定排水施設

に限る。) 

(12) 湿式繊維板成型施設 

(13) コルゲートマシン 

(14) はり合せ施設 

40 畜産食料品又は水産食

料品の製造の作業 

畜産食料品又は水産食料品の製造

の作業のうち右欄に掲げる施設の

いずれかを用いる作業 

(1) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 動力のこぎり盤(原動機の定格出力

が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(3) 原料処理施設(小規模排水施設を除

く。) 

(4) 洗浄施設(容器洗浄施設を含み、小

規模排水施設を除く。) 

(5) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(6) 発酵施設(小規模排水施設を除く。) 

(7) 分離施設(小規模排水施設を除く。) 

41 農産保存食料品の製造

の作業 

農産保存食料品の製造の作業のう

ち右欄に掲げる施設のいずれかを

用いる作業 

(1) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 原料処理施設(小規模排水施設を除

く。) 

(3) 洗浄施設(容器洗浄施設を含み、小

規模排水施設を除く。) 

(4) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(5) 圧搾施設(小規模排水施設を除く。) 

42 調味料の製造の作業 調味料の製造の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 原料処理施設(小規模排水施設を除

く。) 

(3) 洗浄施設(容器洗浄施設を含み、小

規模排水施設を除く。) 

(4) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(5) 濃縮施設(小規模排水施設を除く。) 

(6) 精製施設(小規模排水施設を除く。) 

(7) 抽出施設(小規模排水施設を除く。) 

(8) ろ過施設(小規模排水施設を除く。) 

(9) 混合施設(小規模排水施設を除く。) 

43 糖類の製造の作業 糖類の製造の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを用いる作業 

(1) 原料処理施設(特定排水施設に限

る。) 

(2) 洗浄施設(流送施設を含み、特定排

水施設に限る。) 

(3) 分離施設(特定排水施設に限る。) 

(4) 精製施設(特定排水施設に限る。) 
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44 パン又は菓子の製造の

作業 

パン又は菓子の製造の作業のうち

右欄に掲げる施設のいずれかを用

いる作業 

(1) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 洗浄施設(小規模排水施設を除く。) 

(3) 混合施設(小規模排水施設を除く。) 

45 酒類、清涼飲料その他の

飲料の製造の作業 

酒類、清涼飲料その他の飲料の製

造の作業のうち右欄に掲げる施設

のいずれかを用いる作業 

(1) 原料処理施設(小規模排水施設を除

く。) 

(2) 洗浄施設(容器洗浄施設を含み、小

規模排水施設を除く。) 

(3) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(4) 搾汁施設(小規模排水施設を除く。) 

(5) ろ過施設(小規模排水施設を除く。) 

(6) 発酵施設(小規模排水施設を除く。) 

(7) 蒸留施設(小規模排水施設を除く。) 

46 動植物油脂の製造の作

業 

動植物油脂の製造の作業のうち右

欄に掲げる施設のいずれかを用い

る作業 

 

(1) 焙
ばい

せん施設(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるものに限る。) 

(2) 抽出施設 

(3) 湯煮施設(蒸煮施設を含む。) 

(4) 原料処理施設 

(5) 洗浄施設 

(6) 圧搾施設 

(7) 分離施設 

(8) 精製施設 

47 精穀又は製粉の作業 精穀又は製粉の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 精米機(原動機の定格出力が 15kW

以上であるものに限る。) 

(2) 精麦機(原動機の定格出力が 15kW

以上であるものに限る。) 

(3) 製粉機(原動機の定格出力が 7.5kW

以上であるものに限る。) 

(4) 洗浄施設(特定排水施設に限る。) 

48 40 から 47 までに掲げる

作業以外の食料品の製造

の作業 

食料品の製造の作業(40から47ま

でに掲げる作業を除く。)のうち右

欄に掲げる施設のいずれかを用い

る作業 

(1) 直火炉(バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 焙
ばい

せん施設(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるものに限る。) 

(3) 原料処理施設（小規模排水施設を除

く。） 

(4) 洗浄施設(容器洗浄施設を含み、小

規模排水施設を除く。) 

(5) 湯煮施設(蒸煮施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(6) 発酵施設(培養施設を含み、小規模

排水施設を除く。) 

(7) 抽出施設(小規模排水施設を除く。) 

(8) 分離施設(小規模排水施設を除く。) 

(9) 精製施設(小規模排水施設を除く。) 
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  (10) 調理施設(小規模排水施設を除く。) 

(11) 渋だめ(小規模排水施設を除く。)  

(12) 磨砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

49 発電の作業 発電の作業(非常用の発電の作業 

を除く。)のうち右欄に掲げる施設

のいずれかを用いる作業 

(1) ガスタービン（燃料の燃焼能力が重

油換算１時間当たり 50Ｌ以上であ

るものに限る。） 

(2) ディーゼルエンジン(燃料の燃焼能

力が重油換算１時間当たり 50Ｌ以

上であるものに限る。) 

(3) ガスエンジン(燃料の燃焼能力が重

油換算１時間当たり 35Ｌ以上であ

るものに限る。) 

50 ガスの製造の作業 石炭ガス、水性ガス又は油ガスの

製造の作業のうち右欄に掲げる施

設のいずれかを用いる作業 

(1) ガス発生炉(燃料電池用改質器にあ

っては、バーナーの燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 50Ｌ以上

であるものに限る。) 

(2) 加熱炉 

(3) コークス炉 

(4) 分離施設(タール又はガスに係るも

ので、特定排水施設に限る。) 

(5) ガス冷却洗浄施設(脱硫化水素施設

を含み、特定排水施設に限る。) 

51 資源の再生又は廃棄物

の処理の作業 

(1) 金属、合成樹脂、ゴム、木材

(伐採木及び木の枝を含む。)、

油脂類(鉱物油及び有機溶剤

を含む。)その他の資源の再生

の作業のうち右欄の(1)から

(14)まで及び(17)から(27)ま

でに掲げる施設のいずれかを

用いる作業 

(2) 廃棄物の処理の作業のうち

右欄の(1)から(16)まで及び

(20)から(27)までに掲げる施

設のいずれかを用いる作業 

(3) (2)の作業以外の廃棄物の処

理のために設けられた事業場

(埋立処分場を除く。)におい

て行われる作業(53 に掲げる

作業を除く。)のうち右欄の

(17)から(19)までに掲げる施

設のいずれかを用いる作業 

(1) 金属回収焼却炉 

(2) 金属溶解炉(バーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるもの及び変圧器の定格

容量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

(3) 容器洗浄施設(特定排水施設に限

る。) 

(4) 白土処理施設(特定排水施設に限

る。) 

(5) 蒸留施設 

(6) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(7) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(8) 破砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW(合成樹脂用破砕施設にあっ

ては、0.75kW)以上であるものに限

る。) 

(9) 磨砕施設(原動機の定格出力が

7.5kW 以上であるものに限る。) 

(10) 動力のこぎり盤(原動機の定格出力

が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(11) 金属回収溶解槽(特定排水施設に限

る。) 

(12) 分別施設(原動機の定格出力が 7.5kW
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以上であるものに限る。) 

(13) 溶融施設 

(14) 乾留施設 

(15) 廃棄物焼却炉(火格子面積又は火床

面積が 0.5ｍ2以上であるもの、焼却

能力が１時間当たり 50kg 以上であ

るもの及び一次燃焼室(燃焼室が一

の廃棄物焼却炉にあっては、当該燃

焼室)の容積が 0.8ｍ3 以上であるも

のに限る。) 

(16) し尿処理施設(建築基準法施行令第

32 条第１項の表中の規定に基づく

処理対象人員の算定方法(昭和 44 年

建設省告示第 3184 号)により算定し

た処理対象人員が 500 人以下のし尿

浄化槽を除く。) 

(17) 中和施設(特定排水施設に限る。) 

(18) 分離施設(特定排水施設に限る。) 

(19) 固化施設(特定排水施設に限る。) 

(20) コンベア施設（鉱物、土石又はがれ

き類の移送の用に供するもので、ベ

ルトの幅が 75㎝以上であるもの（密

閉式のものを除く。）及びバケット

の内容積が 0.03ｍ3 以上であるもの

（密閉式のものを除く。）に限る。） 

(21) ディーゼルエンジン（燃料の燃焼能

力が重油換算１時間当たり 50Ｌ以

上であるものに限る。） 

(22) ガスエンジン（燃料の燃焼能力が重

油換算１時間当たり 35Ｌ以上であ

るものに限る。） 

(23) ガソリンエンジン（燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 35Ｌ以上

であるものに限る。） 

(24) 乾燥施設 

(25) 圧縮成形施設 

(26) 発酵施設 

(27) メタン発酵施設 

51 の２ 汚染土壌の処理の

作業 

条例第 62 条の３に規定する汚染

土壌の処理の作業のうち、右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業（汚染土壌が存在する土地が含

まれる一団の土地において、当該

土地に存在する汚染土壌を処理す

る作業を除く。） 

(1) 浄化等処理施設 

(2) セメント製造施設 

(3) 分別等処理施設 

52 下水道水の最終的な処

理の作業 

下水道水の最終的な処理の作業の

うち右欄に掲げる施設を用いる作

業 

(1) 終末処理場 
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53 汚水又は廃液の処理の

作業 

２以上の事業所から排出される汚

水又は廃液の共同処理の作業のう

ち右欄に掲げる施設を用いる作業 

(1) 処理施設(２以上の事業所から排出

される汚水又は廃液を共同で処理

するものに限る。) 

54 廃ガスの燃焼又は分解

の作業 

廃ガスの燃焼又は分解の作業(51 

に掲げる作業のうち 51 の項施設

の欄の(15)に掲げる施設を用いる

作業及び 51 の２に掲げる作業の

うち 51 の２の項施設の欄の(1)に

掲げる施設を用いる作業を除く。)

のうち右欄に掲げる施設のいずれ

かを用いる作業 

(1) 廃ガス燃焼施設(補助燃料を使用す

る廃ガス燃焼施設であって、当該補

助燃料用のバーナーの燃料の燃焼

能力が重油換算１時間当たり 50Ｌ

以上であるものに限る。) 

(2) フロン分解処理施設(クロロフルオ

ロカーボン又はハイドロクロロフ

ルオロカーボンを処理するものに

限る。) 

55 車両、航空機その他の機

械器具の整備又は修理の

作業 

車両、航空機その他の機械器具の

整備又は修理の作業のうち右欄に

掲げる施設のいずれかを用いる作

業 

(1) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

(2) 鍛造施設(金属加熱炉(バーナーの

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。)を含む。) 

(3) 動力プレス機(加圧能力が 98kN を

超えるものに限る。) 

(4) せん断機(原動機の定格出力が１kW

以上であるものに限る。) 

(5) ロール式ベンディングマシン(原動

機の定格出力が 3.75kW 以上である

ものに限る。) 

(6) 動力のこぎり盤(原動機の定格出力

が 2.2kW を超えるものに限る。) 

(7) 動力かんな盤(原動機の定格出力が

0.75kW 以上であるものに限る。) 

(8) コンテナー洗浄施設(コンテナーに

関する通関条約第１条又は国際道

路運送手帳による担保の下で行う

貨物の国際運送に関する通関条約

第１条に規定するコンテナーの洗

浄に係るもので、特定排水施設に限

る。) 

(9) 自動式車両洗浄施設(小規模排水施

設を除く。) 

56 皮革製品、人造皮革製品

又は繊維製品の洗浄の作

業 

皮革製品、人造皮革製品又は繊維

製品の洗浄の作業のうち右欄に掲

げる施設のいずれかを用いる作業 

(1) ドライクリーニング施設(テトラク

ロロエチレンを用いるものに限

る。) 

(2) 水洗式クリーニング施設(日本標準

産業分類に定める普通洗濯業又は

リネンサプライ業に係るもので、小

規模排水施設を除く。) 
 

- 109 -



   

57 と畜又は死亡獣畜処理

の作業 

と畜場(と畜場法(昭和 28 年法律

第 114 号)第３条第２項に規定す

ると畜場をいう。)における獣畜の

解体の作業又は死亡獣畜取扱場

(化製場等に関する法律(昭和 23

年法律第 140 号)第１条第３項に

規定する死亡獣畜取扱場をいう。)

における死亡獣畜の解体の作業の

うち右欄に掲げる施設を用いる作

業 

(1) 解体施設 

58 写真の現像又は図面等

の複写の作業 

写真の現像又は図面等の複写の作

業のうち右欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(1) 自動式フィルム現像洗浄施設(現像

液を排出するもので、特定排水施設

に限る。) 

(2) ガス現像式ジアゾ複写機(規格Ａ０

以上のものに限る。) 

59 科学技術に関する研究、

試験又は検査の作業 

科学技術（人文科学に係るものを

除く。）に関する研究、試験又は検

査の作業のうち右欄に掲げる施設

のいずれかを用いる作業 

(1) 洗浄施設 

(2) 熱処理施設(金属加熱炉(バーナー

の燃料の燃焼能力が重油換算１時

間当たり 50Ｌ以上であるもの及び

変圧器の定格容量が 200kVA 以上で

あるものに限る。)を含む。) 

60 印刷、製版又は印刷物の

加工の作業 

印刷、製版又は印刷物の加工の作

業のうち右欄に掲げる施設のいず

れかを用いる作業 

(1) 動力印刷機(規格Ｂ３以下のもの及

び事務用機械を除く。) 

(2) 製版用現像洗浄施設(特定排水施設

に限る。) 

61 燃料その他の物の燃焼

による熱媒体の加熱又は

空気の加温若しくは冷却

の作業 

燃料その他の物の燃焼による熱媒

体の加熱又は空気の加温若しくは

冷却の作業のうち右欄に掲げる施

設のいずれかを用いる作業 

(1) ボイラー(電気ボイラー及び廃熱ボ

イラー以外のもので、伝熱面積(規

格Ｂ8201 又はＢ8203 に定める方法

により算定される面積をいう。以下

同じ。)が 10ｍ2以上であるもの又は

燃料の燃焼能力が重油換算１時間

当たり 50Ｌ以上であるものに限

る。) 

(2) 冷暖房施設(伝熱面積が 10ｍ2 以上

であるもの又は燃料の燃焼能力が

重油換算１時間当たり 50Ｌ以上で

あるものに限る。) 

62 動力を用いて行う物の

塗装の作業 

動力を用いて行う物の塗装の作業

のうち右欄に掲げる施設のいずれ

かを用いる作業 

(1) 塗装施設(吹き付け塗装施設にあっ

ては、原動機の定格出力が 2.2kW を

超えるものに限る。) 

(2) 焼付け炉(バーナーの燃料の燃焼能

力が重油換算１時間当たり 50Ｌ以

上であるもの及び変圧器の定格容

量が 200kVA 以上であるものに限

る。) 

63 燃料その他の物の燃焼

又は電気の使用による物

の乾燥の作業 

燃料その他の物の燃焼又は電気の

使用による物の乾燥の作業のうち

右欄に掲げる施設を用いる作業 

(1) 乾燥炉(17 に掲げる作業に用いら

れる乾燥炉以外のものにあっては、

燃料の燃焼能力が重油換算１時間 

- 110 -



  当たり 50Ｌ以上であるもの及び変

圧器の定格容量が 200kVA 以上であ

るものに限る。） 

64 物の表面処理又はめっ

きの作業 

物の表面処理又はめっきの作業の

うち右欄に掲げる施設のいずれか

を用いる作業 

(1) 表面処理施設(酸又はアルカリによ

るものに限る。) 

(2) 脱脂洗浄施設(有機塩素系溶剤(ト

リクロロエチレン、テトラクロロエ

チレン、ジクロロメタン、四塩化炭

素、1,2―ジクロロエタン、1,1―ジ

クロロエチレン、1,2―ジクロロエ

チレン、1,1,1―トリクロロエタン

及び 1,1,2―トリクロロエタンに限

る。)を用いるもの及び当該有機塩

素系溶剤以外の有機溶剤を用いる

施設で脱脂洗浄の用に供する槽の

内容積が 500Ｌ以上であるものに限

る。) 

(3) めっき施設(真空めっきに係るもの

を除く。) 

65 有機溶剤を用いて行う

物の加工又は接着の作業 

有機溶剤を用いて行う物の加工又

は接着の作業のうち右欄に掲げる

施設のいずれかを用いる作業 

(1) ラミネーター機 

(2) 製膜施設 

(3) 自動式塗布施設 

66 鉱物又は土石の採取、移

送、粉砕、選別又は加工

の作業 

鉱物又は土石の採取、移送、粉砕、

選別又は加工の作業のうち右欄に

掲げる施設((1)から(4)までに掲

げる施設にあっては、29 に掲げる

作業又は 51 の２に掲げる作業に

用いられるものを除く。)のいずれ

かを用いる作業 

(1) コンベア施設(ベルトの幅が 75cm 以

上であるもの(密閉式のものを除く。)

及びバケットの内容積が 0.03ｍ3以上

であるもの(密閉式のものを除く。)

に限る。) 

(2) 破砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(3) 磨砕施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(4) 分別施設(乾式のものにあっては、

原動機の定格出力が 7.5kW 以上であ

るものに限る。) 

(5) ディーゼルエンジン（燃料の燃焼能

力が重油換算１時間当たり 50Ｌ以

上であるものに限る。） 

(6) ガスエンジン（燃料の燃焼能力が重

油換算１時間当たり 35Ｌ以上であ

るものに限る。） 

(7) ガソリンエンジン（燃料の燃焼能力

が重油換算１時間当たり 35Ｌ以上

であるものに限る。） 

67 金属その他の物の研磨

の作業 

金属その他の物の研磨の作業のう

ち右欄に掲げる施設のいずれかを

用いる作業 

(1) バフ研磨施設(原動機の定格出力が

2.2kW を超えるもの(密閉式のもの

を除く。)に限る。) 

(2) 電解式研磨施設(特定排水施設に限 
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  る。) 

(3) 湿式研磨施設 

(4) ブラスト(密閉式のものを除く。) 

(5) タンブラー 

68 炭化水素系物質の受入

れ、保管又は出荷の作業 

炭化水素系物質の受入れ、保管又

は出荷の作業のうち右欄に掲げる

施設のいずれかを用いる作業 

(1) 貯蔵施設(原油、揮発油、ナフサ若

しくはジェット燃料(１気圧の状態

において留出量が５％のときの温

度が 100℃以下の原油、揮発油、ナ

フサ又はジェット燃料に限る。)又

は有機溶剤(単一成分でないものに

あっては 1 気圧の状態において留出

量が５％のときの温度が 100℃以下

であるもの及び単一成分であるも

のにあっては１気圧の状態におい

て沸点が 100℃以下であるものに限

る。)を貯蔵する施設で容量が

1,000kL 以上であるものに限る。) 

(2) 出荷施設(揮発油(１気圧の状態に

おいて留出量が５％であるときの

温度が 100℃以下であるものに限

る。以下この項において同じ。)を

タンク車又はタンクローリーに給

油する油槽所及び製油所に設置さ

れる出荷施設。ただし、貯蔵施設の

容量が合計で 1,000kL 以上であるも

のに限る。) 

(3)  給油施設(自動車に揮発油を給油す

る施設であって当該施設を設置する

給油所の揮発油の貯蔵施設の容量が

合計で 30kL 以上あるものに限る。) 

69 1から68までに掲げる作

業のほか、物の製造、加

工、修理又は消毒に係る

作業で規則で定めるもの 

(1)  鉛筆又は絵の具の製造の作

業であって右欄の(1)に掲げ

る施設を用いる作業 

(2)  鋳型造型の作業(有機自硬性

鋳型鋳造法、シェルモールド

鋳造法又はフルモールド鋳造 

法によるものに限る。)のうち

右欄の(2) に掲げる施設を用

いる作業 

(3) 火薬類の製造の作業のうち

右欄の(3)に掲げる施設を用

いる作業 

(4) くん蒸の作業のうち右欄の 

(4)に掲げる施設を用いる作業 

(1) 混合施設(特定排水施設に限る。)  

(2) 鋳型造型施設 

(3) 洗浄施設(特定排水施設に限る。) 

(4) くん蒸施設(シアン化水素を用いる

ものに限る。) 

備考 １ 重油以外の燃料の重油の量への換算は、液体燃料にあっては当該燃料１Ｌが重油１Ｌに相当するも

のとし、石炭にあっては１kg が重油 0.66Ｌに相当するものとして算定する。また、気体燃料にあって

は次の換算式により算定するものとし、当該換算式中の気体燃料の発熱量は、総発熱量を用い、重油

の発熱量は 39,558.1725kJ／Ｌとする。 

重油換算燃焼能力（Ｌ／ｈ）＝換算係数×気体燃料の燃焼能力（m3N／ｈ） 

換算係数＝気体燃料の発熱量（kJ／m3N）÷重油の発熱量（kJ／Ｌ） 
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なお、その他の燃料にあっては、その総発熱量に相当する重油（発熱量は、39,558.1725kJ／Ｌとす

る。）の量に換算するものとする。 

２ 「特定排水施設」とは、地下浸透禁止物質を使用する施設及び排出される水その他の液体が公共用

水域に排出されることとなる施設をいう。 

３ 「小規模排水施設」とは、１日当たりの排水の量が 20ｍ3 未満である事業所に設置される施設をい

う。 
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規制基準、指針、指導基準等は、以下のウェブサイトをご覧ください。 

https://www.city.yokohama.lg.jp/business/bunyabetsu/kankyo-koen-gesui/kiseishido/tetsuzuki/index2.html  

 

 

ＱＲコードはこちら 

 

 

 

規制基準 

別表第 ２ 排煙の規制基準（硫黄酸化物） 

別表第 ３ 排煙の規制基準（窒素酸化物） 

別表第 ４ 排煙の規制基準（炭化水素系物質） 

別表第 ５ 排煙の規制基準（ばいじん） 

別表第 ６ 排煙の規制基準（排煙指定物質） 

別表第 ７ 排煙の規制基準（ダイオキシン類） 

別表第 ８ 排煙の規制基準（粒子状物質） 

別表第 ９ 粉じんに関する規制基準 

別表第 10 悪臭に関する規制基準  

別表第 11 公共用水域に排出される排水の規制基準(1) 

別表第 12 公共用水域に排出される排水の規制基準(2) 

別表第 13 騒音の規制基準 

別表第 14 振動の規制基準 

別表第 15 地下水浄化基準 

別表第 16 ダイオキシン類による土壌の汚染状況の調査方法 

別表第 17 地下水の採取量及び水位の測定方法 

別表第 18 非常時の措置に関する物質 

 

指針 

環境への負荷の低減に関する指針（事業所の配慮すべき事項） 

環境への負荷の低減に関する指針（飲食店等がにおいに関して配慮すべき事項） 

化学物質の適正な管理に関する指針 

環境の保全に係る組織体制の整備に関する指針 

夜間における営業に係る騒音の防止に関する指針 
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土地の形質の変更に伴う公害の防止に関する指針 

汚染土壌処理業許可申請前対策指針 

自動車等の排出ガスの抑制に関する指針 

建築物環境配慮指針 

温室効果ガスの排出の抑制に関する指針 

低炭素電気の普及の促進に関する指針 

生活騒音防止に関する配慮すべき指針 

 

指導基準等 

小規模焼却炉等の排煙による大気の汚染の防止に関する指導基準 

小規模固定型内燃機関及びガスタービンの排煙による大気の汚染の防止に関する指導基準 

石綿排出作業による大気の汚染の防止に関する指導基準 

焼却施設の解体工事におけるダイオキシン類等汚染防止対策指導基準 

工事排水による公共用水域の水質の汚濁の防止に関する指導基準 

屋外作業に伴う騒音及び振動による公害の防止に関する指導基準 

掘削作業による地盤の沈下の防止に関する指導基準 

小規模揚水施設に係る地下水の採取による地盤の沈下の防止に関する指導基準 

悪臭に関する評価方法 

二酸化炭素排出量の算定方法 

環境保全協定の締結の手続に関する実施細目 
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